
  [image: a-synodos_big_281]



  


  “α-Synodos”　vol.281


  
    

  


  
    〇はじめに
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      〇はじめに
    


    
      

    


    
      いつもαシノドスをお読みいただきありがとうございます。編集長の芹沢一也です。αシノドス vol.281をお届けします。
    


    
      

    


    
      最初の記事は、穂鷹知美さんの「カナダの移民政策とスイスの国民投票――社会はどのように移民を受け入れるのか？」です。カナダとスイス、どちらの国も移民の受け入れに成功しているイメージがあります。かたや、プラグマティックに自国の都合にマッチする移民を受け入れ、問題や不満が出にくいカナダと、かたや、国民投票という制度を使って、移民への不満のガス抜きをしているスイス。答えは一様でないことがよくわかります。
    


    
      

    


    
      次の記事は、松村博行さんの「「米中デカップリング」はどのように進んでいるのか」です。トランプ政権下で、ハイテク・情報分野において、米国は大掛かりな脱中国化を進めてきました。たとえばファーウェイをめぐる報道は耳に新しいと思います。ではなぜ、米国はこうしたデカップリングを進めているのでしょうか？ バイデン政権の動向を見据える上でも、必読の解説です。
    


    
      

    


    
      コロナウィルスが流行する中、国民の生命を守るために国家が前面にせり出し、他国民の入国を制限し、さらにはロックダウンを行うのを目撃したとき、多くの人がホッブズと彼の主著『リヴァイアサン』を想起したと思います。近代という時代の劈頭にあって、国家の役割は「人民の安全を確保することである」と明言したホッブズとはどのような思想家だったのでしょうか？ 梅田百合香さんの「不測の未来と政治の時間性――ホッブズとトゥキュディデスの視点」です。
    


    
      

    


    
      「イクメン」という人口に膾炙し、また男性育休をうながす制度も整いつつあるのに、じっさいに育休を取得する男性はまだ少数派です。ではなぜ、男性育休は普及しないのでしょうか？ この問いに、「職場の雰囲気」と「時間意識」から挑んだのが、齋藤早苗さんの「男性育休の困難」です。斎藤さんが明らかにした問題の所在と、その解決法は、子どものいる男性や女性にかぎらず、すべての国民にとっての関心事だと思います。
    


    
      

    


    
      コロナウィルスの流行の終息がまったく見通せない中、人びとの生活には大きな変化がいろいろと現れています。今回の平井和也さんのレポートは日常生活やビジネスに生じている変化をレポートします。意外だったのは、首都圏で、とくに女性の間でウクレレが売れているとのことでした。巣ごもりに習い事はぴったりですし、練習によって上達が目に見えて分かる楽器演奏は楽しいですよね。
    


    
      

    


    
      最後は、石川義正さんの「東日本大震災以降の「崇高」（下）──現代日本「動物」文学案内（6）」です。前回に続き、今回も山尾悠子の幻想小説『飛ぶ孔雀』を取り上げます。ウィリアム・ベックフォードの『ヴェテック』にみられる「裂け目」と絡めながら、今回は2010年代の日本社会の姿を照射します。ここ10年間の日本社会が抱え込んだ「裂け目」とはいかなるものだったのか？
    


    
      

    


    
      次号は12月15日配信です。お楽しみに！
    

  


  


  Chapter-1


  カナダの移民政策とスイスの国民投票――社会はどのように移民を受け入れるのか？


  穂鷹知美


  
    

  


  
    
      カナダには毎年約３０万人以上の移民や難民が入国していますが、ダリル・ブリッカー Darrell Brickerとジョン・イビットソン John Ibbitsonの共著 《Empty planet. The Shock of Global Population Decline, London 2019》（邦題『２０５０年　世界人口大減少』文藝春秋、２０２０年）によると、移民と社会の摩擦が少なく、インテグレーション（社会への統合）が平和裡に進行しているといいます。
    


    
      

    


    
      これは注目に値します。世界を見渡せば、移民の流入を厳しく制限しようとするか、あるいは移民が入ったことで排外主義的な動きが過敏になり、たびたび不穏な動きがでてくる傾向が圧倒的に目立つためです。カナダはほかの国が真似できない特別な国なのでしょうか。それとも、ほかの国々の未来の姿を先取りしているのでしょうか。
    


    
      

    


    
      こんな素朴な疑問を出発点にして、本稿では、移民を受け入れる社会の側に改めて目を向け、若干考察してみたいと思います。具体的には、最初に前掲書をもとにカナダの移民政策を概観し、その後ヨーロッパに視線を移し、小国スイスをクローズアップし考察をつづけてみます。
    


    
      

    


    
      スイスはカナダ同様に移民の割合が高い国ですが、国民投票という政治制度が、移民を社会が受容するプロセスで効果的な役割を果たしているという見解が、近年、広く定着しています。移民にどう向き合うかという古くて新しい問題領域への切り込み方として、移民問題と無関係にみえる政治制度に着目するという、このような視点は、世界的にもユニークかつ斬新であるため、具体的にどのようにそれが社会で機能しているかを、政治学者の意見や主要メディアの説明を紹介しながら、明らかにしていきます。
    


    
      

    


    
      最後に、背景も移民受け入れのアプローチも大きく異なるカナダとスイスという国における共通点について考えてみます。小稿で、二国の移民をめぐる多様な側面の一断面に注視するだけで、一般化したりモデルを抽出することはもちろん不可能ですが、共通点をさぐることで、移民のインテグレーションにおいて定評がある二つの国の、リアリズムにもとづくメッセージを読みとっていただければと思います。
    


    
      

    


    ◇カナダの移民政策


    
      

    


    
      上掲本で、カナダが移民政策で優れている理由・背景とされているものは、主に二つあります。
    


    
      

    


    
      ・自国優先の移民政策
    


    
      

    


    
      まず一つ目は、自国の利益を優先した移民政策のあり方です。カナダの永住権を取得する人々のうち、難民として入国する人はわずか１割程度にすぎず、９割、つまり大部分の移民は、教育水準や仕事のスキル、語学力などをポイント制で評価され、カナダという国に貢献する資質をもつと認定された人たちです。つまり、カナダへの移住者の圧倒的多数は、カナダの「全く自分中心の理由」（Bricker /Ibbitson, 2019, p.210）で入国を許された人たちだといいます。
    


    
      

    


    
      このように移民を経済政策の一手段と位置づけ、カナダ流の合理的・プラグマティックな観点から移民を自ら選抜することで、自国の都合にマッチングしやすくすることで、受け入れ側のカナダに問題や不満がでにくくなる、と著者はいいます。
    


    
      

    


    
      ・カナダの国民気質
    


    
      

    


    
      カナダの移民政策がうまくいっているもう一つの重要な理由・根拠とされているのが、カナダの国民気質です。
    


    
      

    


    
      カナダは国を横断する絆がなく、もともとの出身地のコミュニティや絆を保たれてる「マルチカルチュラルなごちゃまぜ」（Ibid., p.218）の様相であることが特徴で、「国家としてカナダを凝り固めることができないという、まさにそのことが、ポストナショナルな国家としての成功の秘訣となった」（Ibid. p.219.）とされます。つまり、ほかの国に比べ共同体としての求心力はない代わりに、強い国民としての独自の気質をもたないことが、「世界で多様でかつ平和で調和のとれた国」（Ibid. p.219）になることを可能にしたという解釈です。
    


    
      

    


    
      ここ数十年間、カナダは主要先進国の間で最も外国人を受け入れてきて、すでに総人口の20%は外国生まれですが、犯罪は増えていません。例えば、トロントは２６０万人の人口の半分が外国生まれですが、２０１５年の１年間で起きた殺人事件件数は６０件以下で、「世界で８番目に治安のよい都市」とされます（Ibid. p.208-209））。
    


    
      

    


    
      移民が暮らしやすい多文化共生社会ができていることが、さらに移住希望者を惹きつけ、優秀な移民、必要な技能をもつ移民の受け入れを容易にしており、総じてカナダでは、現在、カナダ人より学歴が高く、平均して７歳若い移民たちが、社会や経済の重要な一翼を担っています。
    


    
      

    


    ◇ヨーロッパがカナダを真似できない理由


    
      

    


    
      一方、著者は、ほかの国がカナダを真似するのは簡単ではない、と釘をさします。というのも、カナダをみると、「国がナショナリスティックでないほど、移民の受け入れは容易である。文化が弱いほど、マルチカルチュラリズムを奨励するのは簡単になる。自分（たち）の感覚が弱いほど、他者が別だという感覚も弱い」（Ibid., p.224.）とみえるものの、世界にはむしろ、そうでないようにみえる国のほうが多いためです。それぞれが自分の出生地の文化を尊重することを認めるマルチカルチュラリズム（多文化主義）がなければ、移民受け入れで問題が引き起こるのが不可避と著者は言います。
    


    
      

    


    
      さてここからは本書を離れ、ヨーロッパに視線を移します。たしかに著者が言うように、カナダのような移民政策をヨーロッパで導入して成功すると思っている人はいないようにみえます。カナダとは対照的に、ヨーロッパでは、移民を受け入れることに対する不信感・嫌悪感・抵抗感が社会に広くあり、それがネック（移民受け入れの障害）となっているように思われます。
    


    
      

    


    
      移民が入ってくることで自分の仕事が奪われるのでは、あるいは安い賃金での雇用を強いられるのではといった就労環境悪化への危惧。移民が増えて社会保障費用が増加したり、文化や宗教的な圧迫感や摩擦や衝突、犯罪が増えるのではという不安。それでも政府が強硬に移民枠を押し広げて、受け入れれば、外国出身者への排斥主義が強く刺激されることになり、急進派や過激派が暴走したり、移民賛成と反対とに社会が分断されるのでは、という悲観的展望も、移民の受け入れにブレーキをかけているように思います。
    


    
      

    


    ◇スイスの移民をめぐる状況


    
      

    


    
      ただし、ヨーロッパのなかでも、小国スイスをズームアップしてみると、悲観一色に染まらない少し違った印象をうけます。
    


    
      

    


    
      スイスは移民の割合が非常に高い国です。在住者で、外国で生まれた人の割合は２９.0%と、ほかの主要なヨーロッパの国（ドイツ１６.０%、フランス１２.５%、イギリス１３.８%、スウェーデン１８.８%）と比べると突出しており、移民大国を自認するオーストラリア（２７.７%）や、ニュージーランド（２３.３%）、アメリカ（１３.６%）、カナダ（２０.８%）よりも高くなっています（OECD, 2019, p.39-42.）。
    


    
      

    


    
      [image: hotaka01]

    


    
      出典: OECD （2019）, International Migration Outlook 2019, Paris, p.41.
    


    
      https://www.oecd-ilibrary.org/docserver/c3e35eec-en.pdf?expires=1597049111&id=id&accname=guest&checksum=A9C159B39F039849F4418EDBEB75CEF1
    


    
      

    


    
      移民的背景をもつ人（現在の国籍に関係なく、当人の親のどちらかあるいは両方が外国に生まれた人）の割合でみると、１５歳以上のスイス在住者の３７.５%にまでなります。
    


    
      

    


    
      一方、スイスには移民だけが集住する地域はなく、移民関連の事件や暴動（難民や移民への暴力や、排斥主義をかかげる勢力の不穏な動き、あるいは移民的背景の住民による反社会的暴動やテロ行為など）も、隣国のフランスやドイツに比べ圧倒的に少なくなっています。例えば、移民排斥の言動の中心的な存在である右翼過激派が関わった暴力事件は、スイス全体で、２０１６年２件、２０１７年１件、2018年は０件にとどまっています（Federal Intelligence Service, 2019, p.55.）。
    


    
      

    


    
      移民や難民が孤立し、対立が深まっているという見解は、社会でも一般的に共有されていません。「なぜほかのヨーロッパの隣国よりもスイスのほうが、インテグレーションがうまくいっているのか」（Beglinger, 2016）と主要メディアの紙面で議論されているのも、移民との共存がかなりうまくいっているという理解が、前提として共有されているためでしょう。
    


    
      

    


    
      スイスの住民と移民が平和裡に共存しているという理解は、とりわけ若い世代に強くなっています。義務教育課程に就学する生徒に限定すると、すでに過半数以上が移民的背景をもっており、若者の考えやライフスタイルを探る国際比較調査『若者バロメーター２０１８』によると、２０１０年以後、全体に外国人を、問題が少ない、問題が全くない、あるいは外国人がいるのがむしろメリットだ、と回答した若者の割合は、難民危機となった２０１５年をのぞき、ゆるやかに増えており、２０１８年には65%に達しています（穂鷹「若者」）。
    


    
      

    


    
      総じて、スイスは、移民が多いにも関わらず、おおむね平和裡に社会で移民とスイス人が共存している国という評価が内外で一般的です。
    


    
      

    


    ◇スイスの国民投票制度という、移民問題を考えるユニークな切り口


    
      

    


    
      スイスで移民のインテグレーションが成功する背景として、よく指摘されるのが体系的な職業教育制度です（穂鷹「職業教育」、「スイスの職業教育」）。中卒から本格的に始まる職業教育のおかげで、移民的背景をもつ生徒も高い就労能力を身につけ、安定した職業につきやすくなると定評があります。スイス、アメリカ、イタリア、スウェーデンの４カ国を比較した最新の調査でも、スイスは子供の将来の収入が親の収入にもっとも関係性が低く、低所得者層の子供たちでも収入が多い仕事につけるチャンスが大きい国と位置付けられています（Chuard et al., 2020）。
    


    
      

    


    
      他方、国民投票という政治制度もまた、移民の受け入れをスムースにするのに間接的に貢献しているという見解が、現在広く支持されています。
    


    
      

    


    
      スイスの国民投票制度について簡単におさえておくと、国民投票は「イニシアティブ（国民発議）」と「レファレンダム」という二つの種類があります。イニシアティブとは、連邦憲法改正案を提案し、その是非を可決するもので、有権者の１０万人の署名を１８カ月以内に集めることができれば、誰でもイニシアティブを提案し、国民投票に持ち込むことができます。
    


    
      

    


    
      原則としてイニシアティブとして成立したものは、明らかに違法なものでないかぎり、すべて国民投票にかけられます。これに対し、「レファレンダム」はすでに存在する法律や憲法に関するもので、連邦議会で通過した法律について、１００日以内に５万人分の署名を集めれば、国民投票にかけることができます（「（随意の）レファレンダム」）。ほかにも、憲法を改正する際は国民の承認が不可欠なため、自動的に実施されることになっています（「強制的レファレンダム」）。スイスでは、年に平均四回、国民投票が実施され、毎回平均３から４件の案件が採決されています（国民投票の詳細については、穂鷹「牛の角」を参照）。
    


    
      

    


    ◇国民投票で吐露される移民への排外的な感情や不安


    
      

    


    
      ところで、これまでスイスの国民投票における移民に関連するテーマをめぐっては、ヨーロッパのほかの国から、スイスの排外主義的な傾向を如実に示している、とたびたび批判され、逆に極右勢力からは、賞賛されてきました。例えば、イスラム教寺院のミナレット（塔）の建設禁止を可決した際や（２００９年）、移民数の制限案（２０１４年）が可決された際、隣国からの痛烈な批判を受けました。
    


    
      

    


    
      これまで、移民規制の国民投票を先導してきた国民党のポスターやビデオでは、移民や外国を敵対視するあからさまで挑発的な表現が繰り返されてきたため、スイスの排外主義的な思想のあらわれだと受け止められやすかったのだと思われます。
    


    
      

    


    
      [image: hotaka02]

    


    
      移民の入国や滞在についての規制強化を訴える国民党ポスターの例
    


    
      

    


    
      （外国人排斥的な意識をどう測り、どう判断するかは議論の余地が大いにあるところでしょうが）確かに、全般にスイス社会に移民に対する不信感が根強くあり、それが国民投票の議案ににじみでている、とする見方は理解できますし、実際にあながちまちがってはいないでしょう。
    


    
      

    


    
      １９７０年から２０１０年までの国民投票で、移民の管理や規制強化、国籍取得など、移民をどこまで、どのように自国に受け入れるかということテーマにした議案が、２７回もだされており（Brunner et al., 2018）、毎回投票のたびに、移民が国家上の重要な「問題」で、なんらかの規制の対象とすべきという主張が声高に叫ばれてきたこと（それに反対する意見もまた同じように反対陣営に主張されていましたが）。
    


    
      

    


    
      そして、このような移民問題を政治的関心の中心におき、移民を規制する議案を国民投票に繰り返し提出してきた国民党が、2003 年以降今日までスイスで最大の政党であること。また、現在もそのような排外主義的国民投票は過去形ではなく、今年9月27日にも再び、EUからの外国人移民の受け入れや自由な移動を規制可能にするよう求める国民投票「節度ある移民受け入れのために」（通称「制限イニシアティブ」）が実施されたこと。
    


    
      

    


    
      これらをふまえれば、スイスの反移民の感情は今も社会に根強くあり、国民投票がそのような国民の感情の一端を如実に映し出しているようにみえます。
    


    
      

    


    ◇スイスでの国民投票への理解


    
      

    


    
      その一方で、同じ国民投票が排外主義的な動きを抑制する安全弁の役割を果たし、移民政策を安定的に推移させる重要なプロセスとなっているという見方もまた、現在、広く定着しています。
    


    
      

    


    
      例えば、政治学者でベルン大学教授のビュールマンMarc Bühlmannは、国民の間に移民が制御不能になるのではという「不安は実際に存在する」ことを認め、「問題を明るみに出し、それを整理するのが」任務である政党が、国民投票などの機会を通じて、「人々の不安をすくいとり、「あなたのために問題に取り組み、あなたの声を代弁する」と訴えかければ、市民は自分たちの不安が真剣に受け止められていると感じる」とします。そして、このように、人々の不安をなかったかのように否定するのではなく、むしろ表面化・組織化させる装置として働き、そのプロセスを追うことで、国民も問題を客観的にとらえることができるようになるとします（Renat, 2020）。
    


    
      

    


    
      逆に、このような国民投票がなければ、政党が不安をすくいあげ、正当に評価することが難しくなるため、「極右政党がここぞとばかりに名乗りを上げ、人々の不安を激しい怒りに変える可能性」につながりやすくなることを意味し、つまり、ドイツやフランスで『ドイツのための選択肢（AfD）』や『国民連合』といった極右や排斥主義の動きが社会で目立ち、頻繁に暴力沙汰や衝突も起こしていることは、まさに、スイスと反対の展開になっていると考えます（Renat, 2020）。
    


    
      

    


    
      スイスドイツ語圏で最もポピュラーな日曜新聞『ゾンターグスツァイトゥンク』には、9月の移民制限を議案にした国民投票を前に、以下のような意見が示されていました。
    


    
      

    


    
      移民問題をテーマにする国民投票は、「そうでもしないと人があまり話したがらない国内の問題を、議論する機会を提供している」。そのような議論が「起こることは、少なくとも、投票結果自体と同じくらい重要だ。そしてこれこそ、われわれの直接民主主義システムの強みなのだ」。
    


    
      

    


    
      「移民問題に関わり、これについて言い争うことは確かにやっかいだ。いたるところ落とし穴だらけで危険がひそむ。ひとことでもまちがった言葉を使えば、それだけで面目を失いかねない。このため、このことにできれば話したくないと思う人が多いのは理解できる。しかし、それは破滅的な結果をもたらしかねない。フラストレーションがどんどんたまたっていき、まったく予期せぬ方向に向かうかもしれない。」それゆえ、9月の国民投票は、「不都合でやっかいであっても、討議するための招待状のようなものであり、この機会を我々は利用すべきだろう」（Bandle, Wer, 2020）
    


    
      

    


    
      高級紙として名高い日刊紙『ノイエ・チュルヒャー・ツァイトゥンク』でも、「よく考えれば、政党があきもせず、少し違う内容でいつも同じ戦いをすることは驚くべきことだ。しかしそれは、スイスが何度も自分でそれを確かめるため、このような対決（論争）をスイスが必要としていたということなのであろう」（Bernet, 2020）と記し、人々が国の政策を自分なりに消化・理解するのに不可欠のプロセスを国民投票が提供している、という見解を示しています。
    


    
      

    


    ◇ハイリスク、ハイリターンの国民投票


    
      

    


    
      このような国民投票をめぐる解釈は逆説的です。一見、国民投票は、大々的なポスターやキャンペーンで排外主義的な意見を世論に訴え、不安をあおる装置となっているようにみえます。しかし、そのような排外主義的な感情をあえて取り上げ、国内中でやんややんやと議論し、それとの反対意見と対比させていくことで、人々の不満や不安を払拭したり、見方を相対化していく。
    


    
      

    


    
      そして、最後に国民投票でひとつの決着をつけることで、白熱する議論に一旦終止符を打つ。このようなプロセスを何度も繰り返すことで、排外主義的な思想を多くの国民心理に深く定着・普及させるのでなく、むしろ社会の二極化や対立化の予防に寄与するというのです。
    


    
      

    


    
      もちろん、国民投票は、一方で重要な政策決定システムであり、政府が社会のガス抜き効果だけを期待して、気楽に重宝できるような無害な代物や儀礼的な（形だけの）承認制度ではありません。社会がそれまで築き上げてきたものをゼロに置き換えたり、混乱に陥れる危険すらあるという意味では、常に政治上の「爆弾」を抱えているようなものですらあります。
    


    
      

    


    
      例えば、今年9月に実施された移民の流入の制限を問う国民投票でも、もし制限されるほうに可決されれば、人の移動の自由を互いに保証するEU との関係が大転換するかもしれず、その社会的な影響がはかりしれない、と危惧する声が少なくありませんでした（圧倒的多数で制限する提案が否決されたため、もし可決されていた場合に実際どうなっていたのかはわかりませんが）。
    


    
      

    


    
      しかし逆に言えば、それほどスイスの政治システムで重要な権限をもつ国民投票であるからこそ、国をあげて真剣な議論が必要となり、普段、目をそらしていた問題やそれを訴える人たちにも脚光があたり、人々に不満や無気力さをためこませるかわりに、自身が決断し投票する権利があるという意識を強めさせ、最終的に自分も参加した投票結果に対しては、たとえ自分が不服とするものでも、それを不当とせず受け入れやすくなる、ということなのだと思われます。
    


    
      

    


    ◇国民投票の非合法勢力や行為を抑制する効果


    
      

    


    
      国民投票は長期的に、社会に不満をためないための安全弁になっているだけでなく、人々が不正行為や非合法な運動に走ることを、未然に排除・抑制するという副次的な効果ももっていると考えられます。
    


    
      

    


    
      政治学者グッケンベルガーは、国民投票は、誰も、またなにも排除されず政治に参加できるが、逆に言えば、参加したい人は誰でも「ほかの人に聴いてもらいたければ、自分の主張を、他人にもわかるように表明しなければならなくなる」（Guggenberger, 2007, 124.）ため、極右などの政治的な過激派の勢力を押さえる効果をもつとします。
    


    
      

    


    
      人々に不安や不穏を感じさせる発言や暴力行動を起こせば、国民の多数派の信任をとりつけることはできないため、国民投票に参加するどの勢力も、正規の合法的な枠組みのなかでの戦略に終始します。上のポスターのような過激な表現もみられますが、スイスの合法の範囲内です。
    


    
      

    


    
      そのような常軌を逸しない「お行儀のいい」態度は投票後にもつづきます。投票結果で負けに帰しても、投票結果を尊重することは絶対であり、もしそれを不当と否認したり、自分の主張をそれでも正しいと通そうとすれば、スイス国民全体を敵にまわすか、未来永劫、人々からの信頼を決定的に失う、あるいはその両方になるためです。それほど国民投票は、スイス人にとって国の政治決定の最高権威で不可侵の「神聖」なものです。
    


    
      

    


    
      結果として国民投票に不服でも、暴力のような非合法手段には向かわず、むしろ次回の国民投票という合法的な政治手段で今度こそ勝利を手にしようという、合法的なステップへと駆りたてられます。換言すれば、移民制限に関わる国民投票が何度も繰り返し行われてきたのは、スイスの排外主義が非合法なルートをとおるのではなく、合法なルートを通ってその正当性を社会に訴えようとした軌跡だといえるでしょう。
    


    
      

    


    ◇おわりに　〜カナダとスイスの共通点


    
      

    


    
      カナダでは自国の利害を移民政策に反映させていることを隠すどころか、むしろ、移民政策において重要なことと認めていました。これについて、著者は以下のように記しています。
    


    
      

    


    
      「おおむね、効果的な公共政策は、集団的な自己の興味を反映させる。つまり、すべての人にとっていいものである（べきだ）。これは、とりわけ難民や移民について当てはまる。」（Bricker et al., 2019, p.211）
    


    
      「もちろんわたしたちは共感もするし、もちろん利他主義的な理由で行動もする。ただし、「なぜ自分はこんな犠牲を払わなくちゃいけないのだ。わたしやわたしの家族にとってこのなかにはなんの意味があるのか」と、自問自答をしはじめる前に、それが正しいことである時にしかできない」 （Ibid., p.210）
    


    
      

    


    
      スイスでは、移民関連の議案が国民投票にかけられる際、是非をめぐり、きれいごとや、表面的な議論ですまさず、自分たちの利害やエゴに裏打ちされた長所短所を並べたて、激しく議論します。投票結果によっては政策の大きな転換を余儀なくされ、社会の混乱をまねきかねませんが、それでも人々のエゴや不安を素通りせず真剣に扱い、最後は採決の結果を尊重するという政治プロセスがありました。
    


    
      

    


    
      つまり、どちらの国でも、国民の関心や利益を重視する姿勢を躊躇せず明確に示し、国民がもちうる不安や都合を看過しないことを、移民受け入れの不可欠条件・前提とし、実際にそれを行使・担保するしくみがあるということが共通していました。
    


    
      

    


    
      移民の社会へのインテグレーションは、移民側だけの努力で成せるものでは無論なく、移民の受け入れ側である社会にも、感情的な議論に押し流されず、偏見や根拠のない嫌悪感を相対化し、移民を受け入れる準備や合意を形成していくことが不可欠です。
    


    
      

    


    
      それはいかになし得るのでしょうか。この答えは、移民を受け入れる国や地域がそれぞれの社会的文脈のなかで、模索し、常に修正されていくものであるしょうが、カナダとスイスはそれぞれ全く違うアプローチをとりながらも、手応えのあるヒントをわたしたちに示してくれているように思えます。
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  Chapter-2


  「米中デカップリング」はどのように進んでいるのか


  松村博行


  
    

  


  
    ◇はじめに


    
      

    


    
      米中経済摩擦が激化するなかで、デカップリング（分断・切り離し）という言葉に接することが増えた。世界最大手の政治リスク専門コンサルティング会社であるユーラシアグループは、毎年、世界の「10大リスク」を発表しているが、2020年の「10大リスク」の第２位に「超大国のデカップリング」を挙げている。そこでは、「テクノロジー領域における米中のデカップリングは、ソビエト連邦の崩壊以来、グローバリゼーションにとって最も影響の大きい地政学的変化である」と、国際社会におけるそのインパクトの大きさを強調している（注1）。
    


    
      

    


    
      実際に、米国は2018年以降、米中間のモノ・カネ・ヒト・技術・情報の流れを大幅に制限する政策を次々と打ち出すことでデカップリングを進めているように見える。これに対し、中国の李克強首相は「2大経済体を人為的に切り離そうとしても現実的ではないし、不可能だ」と述べ、米国の強硬的な姿勢をけん制した（注2）。
    


    
      

    


    
      たしかに、米中両国が貿易や投資をゼロにしたり、人の往来を遮断したりするという想定は極めて非現実的であろう。そのような意味でのデカップリングはありそうにない。しかし、ハイテクおよび情報の分野において米国はかなり大掛かりな脱中国化を進めつつある。
    


    
      

    


    
      なぜ、米国は技術、情報分野のデカップリングを進めるのだろうか。また、それは米国経済や世界経済にいかなる影響を与えるのだろうか。
    


    
      

    


    ◇米中経済関係の深化


    
      

    


    
      最初に、両国の「カップリング（結合）」がどのように進んだのかを簡単に振り返っておこう。
    


    
      

    


    
      第２次世界大戦後の米国と中国との技術を巡る結びつきは1979年の米中国交正常化以降に始まるが、関係が深まり始めたのは冷戦終結後である。クリントン政権は、中国の経済発展や国際経済秩序への統合を支援することを通じて、民主化や自由化といった同国の国内体制の中長期的な変化を期待する「関与政策」を推し進めた。また、クリントン政権は成長が期待される中国市場への輸出の機会を拡大することで商業的利益を確保することを優先し、中国への輸出規制を大幅に緩和した（注3）。
    


    
      

    


    
      その後、両国の貿易額は年々増加し、米企業の対中直接投資も拡大するなど、経済関係は次第に深化する。2000年代には、中国との貿易拡大による国内人件費の押し下げ、そして知的財産や雇用の流出が問題視されるようになったが、他方で中国市場へのアクセスで利益を得ていた大企業や、中国人熟練労働者を活用することで競争力を維持していたハイテク企業などは中国との経済関係の深化を求めた（注4）。
    


    
      

    


    ◇デカップリングへの助走


    
      

    


    
      しかし、オバマ政権２期目に米国の対中観は大きく変化し始める。とりわけ、2012年に習近平氏が国家最高指導者に就任して以降、経済に対する共産党の影響力強化など、国家・党と経済の関係が懸念されるようになった。またこの頃から、技術取得を巡る中国の振る舞いに対する不満が広く共有されるようになった。
    


    
      

    


    
      まず、2013年頃から米国の軍事技術の窃取を目的とした中国によるものとみられるサイバー攻撃が多発、報道を通じて米国で広く認知されるようになった。その後、サイバー攻撃のターゲットが米企業の技術や機密情報にまで広がるにつれて政府や議会における対中警戒感が高まった。これを受けてオバマ大統領は2015年に行われた米中首脳会談でサイバー攻撃や産業スパイを議題に上げて習氏の対応を強く求めた。また、この会談に先立ち、サイバー攻撃に関与した海外の個人・団体を制裁できるようにする大統領令に署名するなど（注5）、新しい対抗措置を設定することで中国に対する圧力を強めた。
    


    
      

    


    
      ただし、オバマ政権はグローバルレベルの諸問題解決のために中国との協力の余地を探る努力も続けており、総じていえば中国に対する警戒水準を高めつつも、技術領域での競争が全面的にゼロサムではないということを前提に是々非々の対応を取っていた（注6）。
    


    
      

    


    ◇技術分野のデカップリング


    
      

    


    
      これに対し、トランプ政権は2017年に発表した「国家安全保障戦略（NSS 2017）」で、毎年数千億ドルの価値がある米国の知的財産を窃取していると中国を名指しで批判して以降、中国とのデカップリングを一貫して進めてきた。
    


    
      

    


    
      2018年8月に成立した「2019年国防権限法（NDAA 2019）」はその取り組みが包括的に盛り込まれたものであり、ここでは（１）輸出管理を強化する「輸出管理改革法（ECRA）」、（２）外国企業の対米投資を審査する対米外国投資委員会（CFIUS）の権限を拡大・強化する「外国投資リスク審査現代化法（FIRRMA）」、（３）ファーウェイ（華為技術）、ZTE（中興通訊）などの中国企業が製造する通信機器等の政府調達からの排除、などが含まれていた。ちなみに、同法が全会一致で成立していることは、中国への規制強化が政府のみならず議会でも幅広く支持されていることを物語っている。
    


    
      

    


    
      以下、それぞれの詳細について説明する。
    


    
      

    


    
      （１）ECRAは新たな輸出管理の対象として、発展途上の新技術である「新興技術（emerging technologies）」と、成熟した技術ではあるが安全保障上重要とみなされる「基盤的技術（foundational technologies）」とを追加した。ECRAは新興技術の具体的な特定を商務省などに義務付けたため、商務省産業安全保障局（BIS）はその範囲特定のためにパブリックコメントを募集する際、①バイオテクノロジー、②人工知能（AI）および機械学習技術、③測位技術、④マイクロプロセッサ技術、⑤先端コンピューティング技術、⑥データ分析技術、⑦量子情報・量子センシング技術、⑧ロジスティック技術、⑨付加製造技術(３Ｄプリンターなど)、⑩ロボット工学、⑪脳コンピュータ・インターフェイス、⑫極超音速、⑬先端材料、⑭先端監視技術の14領域を代表的なカテゴリとして列挙した（注7）。
    


    
      

    


    
      （２）従来、CFIUSが審査対象としていたのは、安全保障上の観点から懸念がある、外国企業等による米国企業への支配をおよぼす投資であった。審査の結果、CFIUSが安全保障上の懸念があると判断した場合には大統領に勧告し、大統領が中止命令を下すかどうか判断する。FIRRMAはこの仕組みの強化を狙っており、「投資」の範囲を支配権の獲得を目指さない投資にまで拡大、さらに重要インフラや米国人の機微な個人情報を有する企業への投資等も新たに審査対象として指定された。ECRAもFIRRMAも特定の国家を対象としたものではないが、それまでの経緯から中国を念頭に置いた措置であることは明らかであった。
    


    
      

    


    
      （３）ファーウェイ、ZTEだけでなく、NDAA2019は監視カメラ大手の杭州海康威視数字技術（ハイクビジョン）と浙江大華技術（ダーファ・テクノロジー）、そして海能達通信（ハイテラ）が製造する通信機器やビデオ監視装置の政府調達からの排除を規定している。さらに同法は、これら企業が製造する機器を使用している企業と政府機関が取引を行うことも禁じた。
    


    
      

    


    
      よって、政府機関と取引したい企業は、サプライチェーンの中に上記５社の製品などが含まれていないかチェックすることが求められるようになった。これら5社の製品やサービスに中国政府が悪意のある仕組みを組み込ませた場合、それがサイバー攻撃の起点となったり、あるいはそこから米国の機微な情報が筒抜けになったりしてしまうおそれがあるというのが排除の理由とされた。
    


    
      

    


    ◇情報分野のデカップリング


    
      

    


    
      2020年8月、トランプ大統領は中国企業の北京字節跳動科技（バイトダンス）が運営する動画投稿サービス「TikTok」の米国事業を45日以内に売却するよう求める大統領令を発出した（注8）。また同日、同じく中国のネット大手の騰訊控股（テンセント）が所有するメッセージング、ソーシャルメディア、電子決済アプリ「WeChat」の45日以内の使用禁止を命じる大統領令を発出した（注9）。
    


    
      

    


    
      こうした強制措置は、緊急時における民間経済活動の大統領権限による制限を認めた「国際緊急経済権限法（IEEPA）」に基づいて発出されている。これらアプリの利用を通じて蓄積された米国民の個人データや交友関係、ネットワークアクティビティ情報などが、バイトダンス・テンセントから中国共産党に提供されうることが米国の安全保障上の脅威になるというのだ。
    


    
      

    


    
      こうした規制は、米国内の個人や企業の情報を守るため、通信キャリア、アプリストア、スマートフォンのアプリ、クラウドサービス、海底ケーブルの5分野から中国企業を排除しようとする「クリーンネットワーク計画」の一部を成すもの見られる。
    


    
      

    


    
      さて、中国への情報流出に対する警戒という意味では、ファーウェイに対する制裁が最も徹底していると言ってよいだろう。米国はファーウェイと中国政府の間に密接な関係があることを懸念しており、下院の情報特別委員会（HPSCI）は、ファーウェイが「悪質な埋め込み」を通じて、中国政府がサイバースパイやサイバー攻撃を行う際に利用できるバックドアを作っている懸念が払しょくできないため、同社の機器やサービスを米国の通信インフラから排除することを勧告する報告書を2012年の段階ですでに議会に提出していた（注10）。
    


    
      

    


    
      とりわけ、膨大なデータを超高速で送信できる次世代通信規格「5Gネットワーク」に関わる技術においてファーウェイが世界トップクラスに躍り出たことが米国の警戒感をさらに高めた。中国政府の影響下にある企業が世界の5Gネットワークの根幹を担うことになれば、中国政府は世界のあらゆる情報にアクセスすることが可能となる―こうした懸念から、米国はNDAA2019によってファーウェイを政府調達から排除したのを皮切りに、2019年5月には米国企業に対し、安全保障上の脅威がある企業（名指しこそしなかったがファーウェイを想定）から通信機器を調達するのを禁じる大統領令を発出したり（注11）、同じ月にファーウェイとその子会社68社を輸出管理法に基づき商務省エンティティ・リストに掲載し、同社に対する米国製のハイテク部品や技術の禁輸措置を実施したりするなど（表向きの理由は米国のイラン制裁違反）、同社に対する締め付けを強めて行った。
    


    
      

    


    
      エンティティ・リストとは安全保障や外交政策上の懸念がある企業のリストのことで、このリストに基づく規制は米国外の企業にも適用され、米国原産の部品やソフトウェアが一定割合以上含まれていればその製品も規制対象となる。もし、違反した場合は米国企業との取引禁止や罰金などが科されるため、第三国の企業も慎重な対応が求められる。
    


    
      

    


    
      2020年5月と8月にもファーウェイ向けの制裁が強化され、米国の技術を用いて製造した半導体をファーウェイに供給することが禁じられた。こうした規制は米国企業だけでなく、台湾積体電路製造（TSMC）、台湾の聯発科技（メディアテック）、韓国のサムスン電子、韓国のSKハイニックスなどの海外企業にも適用されることとなったため、ファーウェイは海外から半導体を調達することが極めて困難となった。
    


    
      

    


    ◇なぜ米国はデカップリングを進めるのか？


    
      

    


    
      2020年5月、ホワイトハウスは中国に対する一連の強制的な措置の理由を説明する『米国の中国に対する戦略的アプローチ』と題した報告書を公表した（注12）。その冒頭で、40年来の関与政策の帰結を以下のように説明している。
    


    
      

    


    
      「1979年に米国と中華人民共和国が国交を樹立して以来、米国の対中政策は、関与を深めていけば、中国の経済的・政治的な根本的な解放を促し、やがて開かれた社会を持つ建設的で責任あるグローバルなステークホルダーとして台頭することへの期待が基本的な前提となっていた。しかし、それから40年以上たち、このアプローチは中国の経済的・政治的改革の範囲を制限しようとする中国共産党の意思を過小評価していた。過去20年の間に、改革は減速したり、停滞したり、逆行したりしてきた。中国の急速な経済発展と世界との関わりの増大は、米国が期待していたような市民中心の自由で開放的な秩序への収束には至らなかった。」
    


    
      

    


    
      ここに表れているのは、変化しないどころか、変化に逆行する中国に対する米国のいら立ちである。ワシントンでは、習近平氏が中国の市場改革の流れを断ち切り、代わりに経済における党・国家の役割の拡大を押し進めたという評価が広く共有されているという（注13）。中国共産党が民間部門への影響力を強めている以上、中国企業は国から離れた独立した存在ではありえないという疑念ここから生じるのである。
    


    
      

    


    
      また習氏は、『中国製造2025』で打ち出したように、世界最先端の産業を確立すべく国有企業の役割を高め、技術力を強化する産業政策を積極的に展開している。『中国製造2025』とは、中国が「製造大国」から「製造強国」へと脱皮するための野心的な戦略であり、新世代情報技術（半導体・5G等）、ハイエンド数値制御工作機械、新材料（超電導素材、ナノ素材）、バイオ医薬品と高性能医療機器など、世界的にも最先端の10の重点分野において、10年後の2025年までに一定の世界シェアを獲得することを目標とする戦略である。
    


    
      

    


    
      さらに、習氏は軍と民間企業が一体となる「軍民融合(Civil Military Fusion)」を強力に推進している。これは、習氏が2015年頃から力を入れてきた政策であり、軍事技術の民間転用と武器開発への民間技術の活用を進め、富国と強兵を同時に追求しようとするものである。
    


    
      

    


    
      習氏の下でこうした野心的な産業・技術戦略が推進される一方で、サイバー攻撃による米国の技術の窃取や中国に進出する米企業への技術移転の強要などを続ける中国に対して、米国の不信感は決定的となった。
    


    
      

    


    
      また、中国の技術力が米国をキャッチアップしつつあるという実態もデカップリングの重要な動機と考えらえれる。AIや量子コンピュータなど、ECRAにおいて新興技術の範疇として例示された技術は、いずれも近い将来の商業的・軍事的イノベーションの最先端にあると考えられているデュアルユース技術である。米国が引き続き中国に対して軍事的・経済的リードを保とうとするのであれば、こうした領域での技術優位の獲得は必須であるため、その管理はいよいよ重要になる。
    


    
      

    


    
      こうした事態の積み重ねの末に、米国は関与からデカップリングへと大きく舵を切ったものと見られる。
    


    
      

    


    ◇デカップリングの米国経済への影響


    
      

    


    
      それでは、こうした技術・情報領域での米中デカップリングが米国経済に与える影響を最後に確認しておこう。
    


    
      

    


    
      まず考えられる影響は、中国製品排除に伴うコスト上昇である。企業はサプライチェーンから特定の中国製品の排除が求められるため、その代替品の調達先を探さねばならない。その際、価格の点で中国製品に匹敵する代替品が見つけられなければ、当然生産コストは上昇する。
    


    
      

    


    
      同様に、通信インフラから中国製品を排除することで、社会全体が支払うべきコストも上昇するおそれがある。国際通信業界団体（GSMA）は欧州連合（ＥＵ）が５Ｇ網から中国主要製品を外すと、域内の携帯通信会社が負担するコストは最大550億ユーロ（約6兆9000億円）膨らむと試算する（注14）。こうしたコスト増は、米国企業の競争力の足を引っ張ることになる。
    


    
      

    


    
      次に、中国の報復である。米国の中国製品排除に対抗し、中国も党と政府機関のあらゆる情報システムから外国製品を排除し、2022年までに国産品に切り替える内部通達を出したことが報じられている（注15）。また、米国の中国企業への規制・制裁に対抗し、2020年9月に中国政府は「信頼できないエンティティ・リスト」を新たに実施した。このリストに掲載されるのはビジネス上の理由以外で中国企業との取引を中断したり差別的な対応をとったりした外国企業であり、掲載されると中国との取引禁止といった罰則が科せられる。米国のエンティティ・リストに従って中国企業との取引を制限した企業に適用されることが見込まれている。こうした中国の対抗措置によって、米企業が中国市場から撤退を余儀なくされるケースは今後、増加するだろう。
    


    
      

    


    
      また、本稿では触れられなかったが、米国は中国人研究者や大学院生のビザ発給制限にも乗り出している。米国の理工系－いわゆるSTEM分野において外国出身者が大きな役割を果たしていることはよく知られているが、中でも中国出身者がその最大の集団である。人材のデカップリングがあまりに行き過ぎると、今度は米国の研究力やイノベーションの能力を毀損するリスクが生じる。
    


    
      

    


    
      実際に、デカップリングによって発生するこうしたコストやリスクが政策決定においてどの程度慎重に見積もられたのかは現段階では分からない。もっとも、国家安全保障上のリスクが前景化する際に、経済上のコストやリスクの計算は二義的なものとされがちである。
    


    
      

    


    
      しかし、イノベーションという観点で考えた場合、これまで米国のハイテク企業や大学での研究開発を支えていた中国由来のモノ・ヒト・カネ・情報を排除した際の代替策を準備することは不可欠である。米中デカップリングが技術覇権を争うための手段であるならば、それはなおさら重要になるはずである。
    


    
      

    


    ◇おわりに


    
      

    


    
      米中デカップリングは米国が主導して始まったが、今や中国もそれに対抗し、両国の技術領域の分断が粛々と進みつつある。冒頭で紹介したユーラシアグループの「10大リスク」では、こうしたデカップリングが「市場規模が5兆ドルに達する世界のテクノロジー産業全体のみならず、メディアやエンターテイメントから学術研究に至るまで、他の多くの産業や機関にも影響を与えていく」と予測しているが（注16）、中国に対する強硬姿勢は、米政府だけでなく議会でも共有されているため、デカップリングは継続しそうである。
    


    
      

    


    
      そうなると、世界経済は米国と中国の２大ブロックに分断される可能性もある。多くの多国籍企業は米中両国と取引を行っていると想定されるが、今後、サプライチェーンの分離が米中両国から求められるようになると、業務効率の最適化を優先した投資戦略の見直しが迫られよう。
    


    
      

    


    
      1990年代以降のグローバリゼーションが米中経済の相互依存の深化をもたらしたとすれば、米中デカップリングは、すでに逆回転が始まっているグローバリゼーションにさらなる変化をもたらすことは確実である。
    


    
      

    


    
      その結果、どのような秩序が生まれるのか、それをここで考察する余力はないが、少なくとも言えることは、当面の間、私たちは経済と安全保障とのつながりを否応なく意識せねばならない時代を生きるということである。
    


    
      

    


    
      （注1）eurasia group “TOP RISK 2020”　(日本語版)
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      （注3）Meijer, H. (2016) Trading with the Enemy: The Making of US Export Control Policy Toward the People’s Republic of China (New York: Oxford University Press)
    


    
      （注4）Kennedy, A.B. (2018) The Conflicted Superpower: America’s Collaboration with China and India in Global Innovation, (New York: Columbia University Press)
    


    
      （注5）Executive Order "Blocking the Property of Certain Persons Engaging in Significant Malicious Cyber-Enabled Activities”, April 1,2015
    


    
      （注6）Foot, F. and Amy King (2018) “Assessing the deterioration in China–U.S. relations: U.S. governmental perspectives on the economic‑security Nexus”, China International Strategy Review 1
    


    
      （注7）Department of Commerce, Bureau of Industrial Security (2018) “Review of Controls for Certain Emerging Technologies”
    


    
      （注8）Executive Order “Addressing the Threat Posed by TikTok”, August 6, 2020
    


    
      （注9）Executive Order “Addressing the Threat Posed by WeChat”, August 6, 2020
    


    
      （注10）U.S. House of Representatives Permanent Select Committee on Intelligence (2013) “Investigative Report on the U.S. National Security Issues Posed by Chinese Telecommunications Companies Huawei and ZTE”
    


    
      （注11）Executive Order “Securing the Information and Communications Technology and Services Supply Chain”, May 15, 2019
    


    
      （注12）The White House (2020) “United States Strategic Approach to the People’s Republic of China”
    


    
      （注13）Foot, F. and King, op. cit. 
    


    
      （注14）「共存の終わり（２）紅いデジタルのカーテン―勝者なきハイテク分断（強権の中国）」『日本経済新聞』2020年10月14日
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  Chapter-3


  
    不測の未来と政治の時間性――ホッブズとトゥキュディデスの視点


    梅田百合香

  


  
    

  


  
    ◇はじめに


    
      

    


    
      2020年、新型コロナウィルス感染拡大に伴い、各国政府が入国制限やロックダウン（都市封鎖）に踏み切った。世界保健機構（WHO）は「パンデミック」を宣言し、各国で移動の自由という国民の基本的な権利が制限された。
    


    
      

    


    
      グローバリゼーションが深化しつつあるなかであっても、非常事態となると、やはりリヴァイアサン（国家）が前面に出てきて強制力を発動する。入国制限という措置は、人々に国境という地理的境界を可視化し、国家の権限の及ぶ範囲を現実のものとして人々に実感させ、自覚化を促した。
    


    
      

    


    
      『リヴァイアサン』（1651年）の著者であるトマス・ホッブズ（1588－1679）も、国家の役割は人民の安全を確保することであると明言している。国家の存在理由が人民の福祉（salus populi）である以上、今後どうなるかわからないという不測の事態において、国民を守るために各国政府が強く厳しい措置を取るのは当然であるともいえる。
    


    
      

    


    
      ホッブズはかつて古代ギリシアの歴史家トゥキュディデスのことを、「過去の行為を知ることを通じて、現在においては慎慮を持って、未来に向かっては先見の明を持って振る舞うように、人々を導き、そのように可能ならしめる…かつて存在するなかで最も政治的な歴史家」と賞賛した（Thucydides 1989, xxi-xxii）。
    


    
      

    


    
      政治とは本質的に未来に効果を及ぼそうとする時間的な行為である。この小論では、トゥキュディデスを愛好し、自身の政治学によって「未来に向かって先見の明を持って（providently）振る舞うように」人々を導くことを志向したホッブズの、その時間的な政治のイメージを簡単に紹介したい。
    


    
      

    


    ◇トゥキュディデスの人間本性論


    
      

    


    
      ヨーロッパでは14世紀のペストの大流行がよく知られているが、ホッブズの時代にもペストが大流行した。疫病流行は不穏な政治・社会情勢を引き起こす。ホッブズの出版デビュー作はトゥキュディデスの『戦史』の英訳（1629年）であるが、そのなかでもアテナイにおける疫病流行とその悲惨な顛末が描かれている。
    


    
      

    


    
      ペロポネソス戦争が始まって一年目が過ぎた頃、アテナイで疫病が流行った。金持ちも貧乏人も善人も悪人も平等に襲われ、悲惨な死を遂げた。疫病による災禍があまりに圧倒的なため、人々はいつ死ぬかわからないと絶望と自暴自棄に追い込まれ、刹那的な快楽に走り、神々への信仰も法を守ろうという遵法意識も失うに至った。こうして社会にかつてない無法状態が生み出されていった（Thucydides 1989, II. 47-53）。
    


    
      

    


    
      トゥキュディデスによれば、戦争や内乱、疫病蔓延による無法状態という極限状況は、生命の維持や満足した生活に必要なものを奪うため、その暴力的な事態が弱肉強食を説く教師のごとく、人間の情念をただ目の前の安全か危険かの一点に釘付けにする。この安危存亡という究極の状況においては、人間の情念の同一の性質が露わになり、人間本性の同一性が明らかとなる。
    


    
      

    


    
      例えば、内乱においては正々堂々たる対決より虚を衝いた先制攻撃のほうがより安全であり、欺いて勝利するほうが知恵の戦いでも勝利したこととなってより満足感を得る。無力な善人であるより、狡猾な悪人であるほうが自慢となる。これらの原因は、貪欲と名誉欲から来る支配欲と党派心による熱狂であるが、それはまさに極限状況において露出する人間の本性であって、こうした状況下で法則的に現れる人間の同一な性分なのである（Thucydides 1989, III. 82）。
    


    
      

    


    
      ホッブズはトゥキュディデスの人間本性に関するこの観点を受容しつつ、のちに自身の哲学的探究のなかで人間の情念の法則性をつかみ、自然状態論を含む人間論として理論化した。そして、戦争・内乱による惨禍を回避し抑止するための政治学を哲学（科学）の一部門として構築していくことになる。
    


    
      

    


    ◇政治的な教育


    
      

    


    
      ホッブズはトゥキュディデスの『戦史』を翻訳した理由を、献辞と序文で次のように述べている。「その著作は高貴な方々にとって役に立つ指針となることを含み、かつ重大な行動において采配を振ることを可能にするものだからです」（Thucydides 1989, xx）。「この歴史は充分な分別と教養を持ったすべての人々によって、たいそうな利益を伴って読まれるだろうと私は思い（そうした人々のために、そのことはトゥキュディデスによって当初から意図されていました）、それが受け入れられる望みがないわけではありませんので、ついに私の労作を公刊することにしました」（Thucydides 1989, xxiv）。
    


    
      

    


    
      ホッブズから見るに、『戦史』は、当時のイングランドで政治的および国家的行為に現在または将来において携わる人々を教育する指南書としてふさわしい作品であった。ホッブズはやはりのちに、自著『リヴァイアサン』が公的に教えられ、それを主権者が保護することを期待する旨をその書のなかで謳っている（Leviathan, Ch. 31, 574）。ホッブズにとって、『戦史』や『リヴァイアサン』の読者対象は主として政治に直接間接に関わる教養のある人々であって、その目的は政治的教育であった。
    


    
      

    


    
      さて、「高貴な方々」や「充分な分別と教養を持ったすべての人々」のうち、「重大な行動において采配を振ること」を職務とする人々の筆頭は、主権者である。ホッブズの時代、主権者になり得るのは国王か議会であった。
    


    
      

    


    
      英訳『戦史』の約20年後の作品である『リヴァイアサン』では、読者は主権者の権利と臣民の義務を学ぶ。主権者が国王であれば、議会議員たちは自らの領分を充分に認識し、臣民としての義務を厳密に学ぶ必要がある。主権者が議会であれば、国民を一人格として統合する主権合議体としての権利をいかに行使すべきか、個々の議会議員は学ばねばならない。結果、内乱の勝利者は議会軍であった。
    


    
      

    


    
      ホッブズは、一方で亡命宮廷のチャールズ2世に子牛皮紙装丁の手書きの『リヴァイアサン』を献呈するが、他方で共和政イングランドに帰国し、平穏に研究生活を続けた。権力を担う特定の人々についてではなく、権力の座について抽象的に論じていると自負するホッブズにとって、この行為は矛盾したものではなかったのであろう（Leviathan, The Epistle Dedicatory, 4）。
    


    
      

    


    
      ホッブズは、主権者となる人もしくは人々に、「国民全体を統治すべき人は、自分自身のなかに、あれこれの個々の人間のことではなく、人類を読み取らなければならない」が、『リヴァイアサン』を読めばそれもさほど難しいことではないと説く（Leviathan, Intro. , 20）。ホッブズからすれば、主権者が国王であれ議会であれ、主権者となったからには、「人民の福祉」を全うしてもらわねばならないのであり、その方法を政治学の指南書である本書が教えるというのである。
    


    
      

    


    ◇人民の安全の確保のための将来への配慮


    
      

    


    
      ではここで、冒頭の「人民の福祉」の議論に立ち返ろう。『リヴァイアサン』では、主権者の第一義的な職務は、人民の福祉、言い換えれば「人民の安全の確保」であり、それは自然法によって神に対し義務づけられているとされる。
    


    
      

    


    
      この「人民の安全の確保」とは、単なる生命維持だけを意味するわけではなく、国家の構成員である各人が国家になんら危害を加えることなく合法的な勤労により獲得した、満足した生活に必要なあらゆるものを保障することを意味する（Leviathan, Ch. 30, 520）。この勤労により蓄積された臣民たる個々の構成員の富と財産が国家の力となるのだから（Leviathan, Intro. , 16）、国民の安全の確保すなわち正当な勤労の結果としての満足した生活を保護することは、主権者の最優先の課題となる。
    


    
      

    


    
      政治的判断の誤りから惨禍はもたらされうる。安全か危険かという不穏な状態において不平を鳴らす人々に対応するためには、主権者はまずは彼らを侵害から守ることに配慮する必要があるが、むしろそれ以上に、公衆の教育と個々人がそれぞれ自分の事情に適用できる優れた法の制定と執行によって、全般的な将来への配慮（providence）を施すことが職務であるとホッブズは説く（Leviathan, Ch. 30, 520）。
    


    
      

    


    
      ホッブズはここで「将来への配慮」または「先見の明」という意味を持つprovidenceという語を使っている。つまり、長期的な視点に立ち、未来における結果と効果を冷静に計算し、公衆の教育と法により、人民一人一人の安全の確保に当たるよう論じているのである。なお、先に引用した『戦史』の「読者への序文」でも「先見の明を持って（providently）」という同様の語が用いられている。
    


    
      

    


    ◇不測の未来と政治の時間性


    
      

    


    
      トゥキュディデスは、人間本性の同一性から、ペロポネソス戦争と同じような戦争や内乱が将来また起こりうると予見した。それゆえ、ペロポネソス戦争の原因や各戦局における政治的駆け引きと決断の可否を吟味し、未熟な判断を未来に繰り返さないよう、歴史を政治的に分析する書を著し、後生のために残した。この政治的歴史書の意義を理解できる分別と教養を持った将来の読者にこれを活用することを託したのである（Thucydides 1989, I. 22）。ホッブズから見れば、トゥキュディデス自身が「将来への配慮」を施した政治的歴史家であり、政治とは、公衆教育と法の制定・執行による「将来への配慮」にほかならなかった。
    


    
      

    


    
      政治は不測の未来に備えて、過去・現在・未来という時間軸で検討し、予測し、決断する行為である。政治とは時間的な営みであり、すぐに結果が出るものとその効果に時間がかかるものがある。現時点での政策決定が未来に効果を及ぼし、それが今度は未来における政策決定の足場を構成することになる。ホッブズの自然状態論も抽象的、観念的、静態的な理論のように捉えられがちであるが、そうではない。ホッブズの政治学は運動論を基礎にした時間の概念が要となっている。
    


    
      

    


    
      ホッブズは自然状態論において、「人々が共通権力なしに生きているとき（during the time men live without a common Power）」、その状態は戦争と呼ばれる状態であり、「戦争の本性においては、天候の本性におけるのと同じく、時間（Time）の概念が考慮されるべきである」と述べている（Leviathan, Ch. 13, 192）。
    


    
      

    


    
      また、共通権力を樹立する基礎となる信約の定義では、次のように論じられている。「契約者の一方が自分側では契約されたものを引き渡し、契約相手に一定期間後に（at some determinate time after）彼の側で履行するよう任せ、その間は（in the mean time）信託されるという場合もある。この場合、この契約は、一方の側にとって協定あるいは信約と呼ばれる」（Leviathan, Ch. 14, 204）。このように、信約そのものが一定の時間の経過を含む概念と考えられている。
    


    
      

    


    
      自然状態＝戦争状態論も国家を形成する契約論も時間的な行為として理論化されており、人間の予見能力に基づいて結果を予測したときの情念（欲求と嫌悪、希望と恐怖）および熟慮における最後の欲求である意志に基礎を置いている。これを前提に、「過去と未来の真実について探究」するとき、論理的推論の最も適切な方法である幾何学的論証方法の助けを借りれば、人は正しく判断を下すことができるのである（Leviathan, Ch. 7, 98）。
    


    
      

    


    
      なお、本稿では触れないが、過去・現在・未来という時間軸で世界を時間的に捉えるホッブズの観点は、現在において神の王国は存在しないという彼の宗教論にも関わっている（梅田2005）。
    


    
      

    


    ◇歴史と科学


    
      

    


    
      『リヴァイアサン』でホッブズは、知識を事実についての知識と科学としての知識（語の定義と三段論法による論理的推論から導出される知識）の二種類に分ける。前者は実際の見聞に基づく絶対的知識あり、後者は幾何学の論証のような条件的知識である。そして、事実についての記録が歴史と呼ばれ、科学の記録が哲学書と呼ばれる（Leviathan, Ch. 9, 124）。すなわち、トゥキュディデスの『戦史』は前者に属し、幾何学的論証方法に基づくホッブズの政治学は後者ということになる。
    


    
      

    


    
      この分類に先立って、ホッブズは、過去の事例の考察や経験に基づく思考である慎慮（Prudence）と、研究と勤勉により獲得される能力である推論（Reason）とを峻別する。経験は動物でも持つが、推論は後天的に努力して勉強することで初めて得られる人間に固有の能力である。推論には言葉と幾何学的な論証方法が必須であり、人々は教育と訓練によってこれを身につけていく（Leviathan, Ch. 3, 42, 44、Ch. 5, 72, 76）。
    


    
      

    


    
      ホッブズは慎慮を無用だと言っているのではなく、確実性において、慎慮は科学による学知に劣り、学知は明白に証明できる事柄では絶対確実であることを強調しているのである。慎慮も学知もともに有用であるが、生得的な能力である慎慮が経験値を高めればそれに比例して自然に深められるのと異なり、学知は教育と訓練の場と制度および学習者自身の勤勉な努力を必要とするため、主権者は学知修得のための公衆教育の制度化を意識的に配慮しなければならない。ホッブズからすれば、戦争や内乱の抑止のためには、公衆教育として、今こそ科学的な政治学である『リヴァイアサン』が大学で教えられるべきであるというわけである。
    


    
      

    


    
      歴史と科学（哲学）は以上のような観点から区別されている。『リヴァイアサン』執筆時点でのホッブズは、明らかに科学（哲学）のほうに肩入れしているように見える。しかし、1666年以降、ホッブズ自身、イングランド内戦の原因を探究した歴史『ビヒモス』を執筆したり（1682年に死後出版）（山田2014, 372）、トゥキュディデスの『戦史』の翻訳修正版第二版を最晩年の1676年に出版したりしているように（山田2007, 211-212）、過去の自分の翻訳作品を否定したわけでもなく、歴史の執筆を拒否したわけでもなかった。
    


    
      

    


    
      ホッブズは、イングランド内戦の原因や王党派と議会派の政治的駆け引きと決断の可否を吟味し、トゥキュディデスと同様、未熟な判断を未来に繰り返さないよう、歴史を政治的に分析する書を著したのである。トゥキュディデスは晩年までホッブズのなかに住み続けていた。
    


    
      

    


    ◇トゥキュディデスとホッブズの「政治」像


    
      

    


    
      先述した『リヴァイアサン』における歴史と科学（哲学）とを区別する叙述のなかで、ホッブズは、歴史をさらに、鉱物・植物・動物・地理等の歴史を扱う自然史（Natural History）と「諸国家における人間の自発的な行為に関する歴史」を扱う政治史（Civil History）とに分類している（Leviathan, Ch. 9, 124）。トゥキュディデスの『戦史』と後の『ビヒモス』が後者に分類されることは明らかである。
    


    
      

    


    
      Civil HistoryのCivilは多義的で非常に日本語に訳しにくい用語であるが、『リヴァイアサン』の副題は「教会的かつ政治的国家（A Commonwealth Ecclesiastical and Civil）の質量、形相および力」となっており、ここでもCivilが使われている。一般的には「市民の」と訳されるが、筆者はここではいずれも「政治（的）」と訳した。トゥキュディデスもホッブズも、方法論の違いはあれ、政治の担い手は国民の全般的な将来への配慮を職務とし、未来に惨禍をもたらすような誤った政治的判断をしないよう自身の歴史ないし政治学から学ぶことを期待した。
    


    
      

    


    
      彼らは、政治が本質的に未来に効果を及ぼす時間的な行為であることを共有しており、トゥキュディデスとホッブズの間には、不測の未来に取り組み、生命の維持や満足した生活に必要なものを保護することに配慮するべき「政治」像が通底しているのである。　
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  Chapter-4


  
    男性育休の困難


    齋藤早苗

  


  
    

  


  
    
      ――『男性育休の困難』（青弓社）の概要をご紹介ください。
    


    
      

    


    
      本書では、男性育休という事象に焦点をあてて、正社員はどんな規範を共有し、その規範に従ってどのように行動しているのか、職場で無自覚のうちに前提されている意識がどのようなものか、それがどのように男性育休を困難にしているのかを明らかにすることを試みています。
    


    
      

    


    
      こうした無自覚的前提は、組織文化の根っこにあって、働く人にとってはとくに意識にのぼることもないくらい「あたりまえ」なことです。そうした職場での「あたりまえ」と「育児」がどのような関係にあって、なにが育児と仕事の両立を難しくしているのかを分析しています。
    


    
      

    


    
      ――なぜ「男性の育児休業」に着目されたのでしょう？
    


    
      

    


    
      本書のもっとも大きな狙いのひとつは、「職場の雰囲気」を明らかにすることです。
    


    
      

    


    
      でも、「職場の雰囲気」は空気のように社員の間に存在するもので、あたりまえだと思っているからこそ、あえてことばにはできないものですよね。
    


    
      

    


    
      ところが、そのあたりまえに異質なものが入ってくると、そこで衝突が生じて、なにが衝突を引き起こしたのか、なにを前提としているから衝突になるのかが見えてきます。この衝突の事例として、「男性の育児休業」に着目しました。
    


    
      

    


    
      男性が長く休むことは、現在の職場では逸脱とみなされる行為ですよね。しかも、「男が育児のためってありえないでしょ！！」と、職場のあたりまえに抵触することの多い事象です。
    


    
      

    


    
      そこで本書では、男性育休によって生じる衝突＝コンフリクトの状況を拾い集めることで、自覚もされず目にも見えない「あたりまえ」を可視化することを試みています。
    


    
      

    


    
      そのために、本書では、育休を取った男性だけでなく、長時間労働をこなす男性／女性社員、子育てのために仕事を辞めた男性／女性社員、長時間労働の経験がない男性社員など、さまざまな働き方、両立のパターンを経験した方々にインタビューしています。語りをふんだんに用いているので、職場や家庭でのリアルなやりとりの様子を垣間見ることができると思います。
    


    
      

    


    
      ――「男性の育休」を対象として研究する場合、ジェンダーの視点で捉えられることが多いと思いますが、本書では、なぜジェンダーの視点を用いなかったのでしょうか。
    


    
      

    


    
      社会学で「ジェンダーの視点」という場合、多くは男性／女性というカテゴリーにおける、男性優位による支配構造を明らかにすることを前提とします。男性が育児するという事象や男性の育児と仕事の両立というと、性別役割分業の実態やその意識に焦点を当てられることが多いと思います。「これまで育児を担わなかった男性（優位な存在）が育児（女性の役割）を担う」ことに注目するために、性による区別を前提とするジェンダーの視点が用いられてきたのだと思います。
    


    
      

    


    
      しかし、ジェンダーの視点を用いてしまうと、どうしても男性／女性というカテゴリーに分けて分析することを前提としてしまうようになります。ところがインタビューしてみると、男女正社員の語りには、共通する部分が多いことに気づきました。
    


    
      

    


    
      例えば、次のような語りがあります。
    


    
      

    


    
      ----------------------------------
    


    
      田中さん（仮名）（50代、男性）
    


    
      独身の頃は、家に帰ったって暇だし、結局8時9時まで残業して、みんなで晩飯がてら飲みに行くみたいな。8時くらいまで残業して、「腹減ったな」って、「じゃあ晩飯でも食って帰るか」っていうのはしょっちゅうありました。
    


    
      

    


    
      美樹さん（仮名）（30代、女性）
    


    
      ＳＥとか、毎日飲みに行ってますよ。ほんとみんな［午前］3時くらいからとか、「今日1時に終わって早いね」っていって焼肉に行く。
    


    
      ----------------------------------
    


    
      

    


    
      このように残業を楽しむ語りは、年代、性別を問わず複数の方が語っていました。また、育児中の語りには、以下のようなものがありました。
    


    
      

    


    
      ----------------------------------
    


    
      鈴木さん（仮名）（40代、女性）
    


    
      保育園がすごい手厚くて。夜十時まで預かってくれるの。ふだんは夜8時までってことにして。この業界自体が残業つきものの仕事だからね。（略）10時ぐらいまでだと、だいたい寝かしつけてくれてて、それを起こして連れて帰ってそのまま寝かせるとかね。
    


    
      ――もっと子どもと関わりたいなとかは？世話をしたいとかは？
    


    
      時間がないからね、正直。でも4～5歳だから、乳呑児じゃないから、ミルクとかっていうのはないから。
    


    
      

    


    
      太田さん（仮名）（50代、男性）
    


    
      ――お子さんが小さいときは早く帰っていっしょに（夕食を）食べたいな、とかは？
    


    
      無理だから。まったくないです。ないっちゅうか、無理だったんで。
    


    
      ――無理が先にたっちゃいます？
    


    
      無理ですね、はい。役割です。もう、［妻に］「頼むから」って。
    


    
      ----------------------------------
    


    
      

    


    
      これらの語りからは、保育園や妻に育児を委託して、残業することを選んでいる様子が伺えます。このように、長時間労働であってもそれを楽しいと思う男性もいれば女性もいます。また、多くの父親と同じように、保育園などの助けを借りながら長時間働く母親もいます。
    


    
      

    


    
      レイウィン・コンネルは、「多くのジェンダー過程は、実際には女性と男性の共通した能力である、性別分化していない身体の過程と能力を含んでいる（注1） 」と述べています。つまり、ジェンダーをより精緻に捉えるためには、この「性別分化していない身体の過程と能力」を切り出して、腑分けする必要があるのではないかと思ったのです。
    


    
      

    


    
      （注1）レイウィン・コンネル『ジェンダー学の最前線』多賀太監訳、世界思想社、二〇〇八年、87ページ。
    


    
      

    


    
      本書では、2010年に育休をとった男性に、2016年に長時間労働の経験がある／ない男女正社員（一部、育休男性含む）にインタビューした語りを用いています。
    


    
      

    


    
      2010年調査で育休をとった男性のお話の中で、重要な示唆を受けた語りがありました。育休中に、育休取得する前に自分が無意識のうちにもっていた〈仕事優先〉の時間意識に気づく、という語りです。この気づきを語ってくれたのが、本文でも登場する高木さん（仮名）（40代、男性）です。
    


    
      

    


    
      高木さんは、ぐずる子どもの世話と家事との間で板挟みになって、妻の帰りを心待ちにするのですが、妻が気軽に仕事を優先することに怒りを感じるんですね。そのとき、「育休をとる前には、自分も同じ働き方をしていた」と気づいたのです。
    


    
      

    


    
      他にも、多くの育休男性が取得前の働き方を捉えなおしている語りにいくつも出会い、仕事と育児の両立を左右するのは、性別役割分業意識ではなく、時間の使い方なのではないか、と思うようになりました。この気づきによって、時間をどう使うか、あるいはどう使うべきと思っているか、という時間の使い方に対する規範や実践として、時間の使い方とその意識に注目するようになったのです。
    


    
      

    


    
      時間の使い方を軸に見てみると、実は、性による区別ではうまく整理できないんですね。
    


    
      

    


    
      先ほどの、長時間労働を楽しむ田中さんと美樹さんのように、実は女性／男性に共通した経験、感じ方、行動が浮かび上がってきました。
    


    
      

    


    
      たしかに、こうした人たちは、量的には少数派かもしれません。しかし、性という分析軸をもってくると少数派として見えなくなる存在でも、時間という分析軸をもってくると逆に多数派に入ることもあります。なんらかの助けを借りながら長時間労働をする母親は、女性のなかでは少数派でも、時間意識の観点からみると、正社員のなかの多数派に入ります。同様に、育児のために定時退社する父親は、男性のなかでは少数派でも、同じように育児している女性も含めてみるとある程度のボリュームのある存在となります。
    


    
      

    


    
      こうした性による区別では消えてしまう存在を可視化するためには、ジェンダー視点からのアプローチをとらないことが有効だと考えました。
    


    
      

    


    
      ――「時間意識」に着目することで、どんなことが明らかになったのでしょうか。
    


    
      

    


    
      ジェンダー視点ではなく、時間意識に着目することで、職場で共有されている時間の使い方には規範があって、多くの社員がそれに制約されていることがわかりました。詳しくは本書を見ていただきたいのですが、正社員は〈仕事優先〉の時間意識を内面化していることを明らかにしています。
    


    
      

    


    
      この時間意識に従っていると、仕事がある平日は、時間を自由に配分することはできないのです。つまり、仕事の時間は、私生活の時間を強く制約する方向に働いています。独身のときは、料理や洗濯、あるいはデート、趣味などは、平日にできなくても休日にまとめてしようと思えばできることです。
    


    
      

    


    
      では、育児はどうでしょうか？
    


    
      

    


    
      「平日は時間がないから、子どもの世話は休日にまとめてしよう」ということは可能でしょうか？
    


    
      

    


    
      育児をだれかに委託できない場合、平日であろうと子どものお世話はしなければなりません。お迎えに行く、食べる、入浴する、コミュニケーションをとる、寝るといった日々の営みは、子育てする中で1日たりとも欠かすことのできないものです。つまり育児は、他の私生活の時間と違って、仕事の時間を強く制約するという特徴をもっているのです。
    


    
      

    


    
      インタビューをした男性正社員のうち、育児にまったくかかわっていない人はいませんでした。育休男性とそうでない男性の違いは、平日の夕方から夜の時間を育児にあてているかどうか、なのです。
    


    
      

    


    
      多くの親は、祖父母の助けを得られるわけではありません。保育園に預けていても夕方にはお迎えに行かなければなりません。すなわち、育児の時間は、平日にぜったいに確保しなければならない時間なのです。それが、育児と仕事のあいだに強い葛藤を生み、その葛藤を回避するために、誰かに育児を委託して長時間労働をしたり、あるいは仕事を辞めたりすることになるのです。
    


    
      

    


    
      時間意識に着目したことで、こうした育児の特殊性を明らかにすることができたと思います。
    


    
      

    


    
      ――終章では、すべての労働者が「私生活の時間」を保障されるよう、休暇法の提案をなさっていますね。
    


    
      

    


    
      私は、仕事と育児の両立の困難を、育児する親だけの問題とは考えていません。
    


    
      

    


    
      というのも、「職場の雰囲気」は、育児する必要がない人や、育児を誰かに委託できる人、あるいは育児期が終わった人たちこそが、つくりだしているものだからです。
    


    
      

    


    
      今年7月に閣議決定された「骨太の方針2020」には、男性の産休制度の検討と「男性の育児休業取得を一層強力に促進する」ことが記されました。
    


    
      

    


    
      もちろん、こうした国による促進の意思表示は重要だと思います。けれども、職場での「私生活の時間がなくて当たり前」という意識こそが、仕事と育児の両立を妨げているとするならば、男性育休を強力に推進すればするほど、男性育休が一部の人たちだけが利用できる特権のようになっていくのではないか、と危惧しています。
    


    
      

    


    
      というのも、育休は、すべての労働者のなかでも「子どもをもつことができた人」に限られるからです。出生数が下がり続ける現在、対象となる労働者はどんどん減り続けるのです。
    


    
      

    


    
      重要なのは、すべての労働者が、私生活の時間を大事にすることができる状況をつくりだすことです。例えば、夏休みで3週間休む、ボランティアで1か月休む、見聞を広げるための旅行で2か月休む、学び直しのために1年休む・・・など、まとまった期間休む人が常に職場にいれば、育休もまた、これらの選択のメニューの一つに過ぎなくなります。育休が、多くの人が利用する選択メニューの一つになれば、より多くの人が選びやすくなるでしょう。
    


    
      

    


    
      今は、私生活を充実させるためにまとまった期間休む、という選択メニューはほとんどありません。そうした状況の中で育休を取ろうとするから、一世一代の大勝負のような選択になってしまうのです。
    


    
      

    


    
      男性育休を特別視させないためには、すべての労働者の休みやすさ、私生活の時間の保障こそが必要だと思います。
    


    
      

    


    
      ――読者の反応などはいかがですか？
    


    
      

    


    
      年齢層によって、感想はさまざまですね。
    


    
      

    


    
      子育て中の方からは、「インタビューの部分で、他の家庭の様子を見ることができておもしろい」といわれます。また管理職の方は、内容は説得的だと思うといいつつも「育児中の人は重要度の高いプロジェクトからはずしてしまう」と、現場での業務状況と照らし合わせると違和感を抱くと話していました。
    


    
      

    


    
      お孫さんがいる年代では、「若いころ、夫が超長時間労働をしていて、『死ぬんじゃないか、大丈夫だろうか』とものすごく心配していたことを思い出して、読みながら泣いてしまいました」という方や「こんなにも夫婦の関係は変わっているのね！」と夫に対して対等に意思表示する妻の姿に、時代の変化を感じる方もいました。
    


    
      

    


    
      大学生にとっては、結婚生活や職場での様子が疑似体験になり、就職後の生活を想像するきっかけにもなっています。
    


    
      

    


    
      ――最後に、αシノドス読者にメッセージをお願いします。
    


    
      

    


    
      本書は「男性育休」に焦点をあててはいますが、職場で共有される時間意識がどのようなものか、どのように社員がそれを当たり前だと認識していくのかをことばにしています。ただし、調査対象者はひじょうに限定的ですので、あくまでも仮説を提示したものだと思っています。この本を読んでくださったみなさんからの共感や違和感などの反響によって、今後さらにこの内容を精査していきたいと思っています。
    


    
      

    


    
      また、男性育休に関心がなくても、社員として働いている／働いたことがある多くのみなさんが読んでくださり、職場の時間意識や私生活と仕事の時間について考え、議論するきっかけになればうれしく思います。
    


    
      

    


    
      最後までお読みいただき、ありがとうございました。
    


    
      

    


    
      ===============
    


    
      齋藤早苗（さいとう・さなえ）
    


    
      東京大学大学院総合文化研究科修士課程修了。会社員、団体職員として約20年働き、2度の育児休業を経験。その後、大学院に進学。調査報告に「親はどのような保育を求めているのか――株式会社立保育所に着目して」(「相関社会科学」第24号)、「育児休業取得をめぐる父親の意識とその変化」(「大原社会問題研究所雑誌」2012年9・10月号)など。
    


    
      ===============
    

  


  Chapter-5


  
    コロナ禍の中での日常生活やビジネスの変化


    平井和也

  


  
    

  


  
    
      新型コロナウイルスの感染拡大が依然として続いており、各国の厳しい状況を伝えるニュースが日々流れてくる。
    


    
      

    


    
      アイルランド政府は、感染の急拡大を受けて警戒度を最高レベルに引き上げ、店舗の休業や住民の外出制限を求める6週間のロックダウン措置を再び施行すると発表した。スペインでも、コロナ感染再拡大の深刻化を受け、国内ほぼ全ての自治州での夜間外出禁止を含む二回目の非常事態を全土に宣言した。
    


    
      

    


    
      また、イタリアでも10月27日に、一日の新規感染としては過去最多となる2万1994人の増加を記録し、累計56万人を超えたと発表した。さらに、ドイツはコロナの感染拡大を抑えるため、11月2日から飲食店や娯楽施設などの営業を禁止すると発表し、フランスも全土の外出制限を少なくとも12月1日まで実施すると発表した。加えて、イギリスもイングランド全土で11月5日から12月2日まで4週間の二回目となるロックダウンを実施すると発表した。
    


    
      

    


    
      このようにコロナの脅威は依然として世界を覆っているが、本稿では、コロナ禍の中で世界中の人々がどのように暮らし、日常生活やビジネスでどんな変化が起こっているのかについて、日本、カナダ、イスラエルの例に注目して紹介したい。
    


    
      

    


    
      まず最初に、英字新聞ジャパンタイムズが日本で起こっている状況を伝えているので、10月25日と26日の記事の概要を以下にまとめてみたい。
    


    
      

    


    ◇10代の読書率が上昇


    
      

    


    
      17歳から19歳の1,000人を対象とした日本財団の調査（実施期間9月29日から10月5日）によると、24.9％がパンデミック前よりも読書量が増えたと答えており、逆に読書量が減ったと答えたのは6％だった。パンデミック期間中に読書習慣に変化はないという回答率は69.1％だった。また、期間中に読書を楽しんでいると答えたのは59.7％で、別のことをして過ごしてるという回答は12.8％だった。月に何冊本を読むかという質問については、一冊から二冊が44.8％、一冊も読まないが32.7％、毎月八冊以上が6.8％という結果だった。
    


    
      

    


    ◇楽器が飛ぶように売れている


    
      

    


    
      新型コロナウイルスのパンデミックにより自宅で過ごす人が増えている中で、ここ数ヶ月間で日本では楽器が飛ぶように売れている。ウクレレやギターなどの比較的簡単に覚えることができる楽器が最もよく売れており、どちらも昨年の同じ時期と比べて売上が二倍になった。
    


    
      

    


    
      生の楽器の音色にはパンデミックによるストレスを軽減してくれる効果があると言う初心者もいるが、もっと本格的に音楽をやりたい人たちは、大金を出して消音室を設置している。
    


    
      

    


    
      首都圏に40店舗を構える山野楽器によると、特に若い女性の間でウクレレが人気で、売上が伸びているという。10,000円台の初心者向けモデルで、ウクレレの売上が昨年の同時期と比べて、6月から8月で2.10倍上昇した。アコースティックギターの売上の伸び率は2.08倍だった。
    


    
      

    


    
      東京都台東区に本社を置く大手ウクレレ専門店「KIWAYA」では、5月からオンラインでの注文が急激に増えており、売上が昨年の約二倍となり、生産が追いつかない状況だ。林理弘社長は、ウクレレの魅力は心地良いリュートのような音色にあると語っている。同社が運営するウクレレスクールのレッスンを受けている44歳の女性は、「弦の振動と生の音が嫌な気分を忘れさせてくれます」と語った。
    


    
      

    


    
      他にも電子ピアノとキーボードも需要が伸びている。幅広い年代の人たちから電子ピアノについて問い合わせがきているという。ヘッドフォンを使えば、騒音を防ぐことができる。電子ピアノの売上は、昨年の1.4倍に増え、キーボードも1.2倍増だ。
    


    
      

    


    
      消音装置も需要が伸びており、改装を伴う場合には、ユニットタイプの消音室で建設費用が百万円を超えることもある。山野楽器によると、昨年同期比で、消音装置の売上が二倍近くに達しているという。
    


    
      

    


    
      以上がジャパンタイムズの記事のまとめだ。
    


    
      

    


    ◇都市から牧草地域への移動が加速するカナダの飲食業界


    
      

    


    
      次に、コロナパンデミックの中でレストランのシェフたちが都市を出て緑の多い牧草地域に移る動きが加速していることを伝えるカナダ紙グローブ・アンド・メイルの記事（10月25日）について、以下にまとめてみたい。
    


    
      

    


    
      ブリティッシュコロンビア州コートネイにいて、元バンクーバーの住人であるアンドレイ・ドゥアバッハ氏がオーナーを務めるイタリア料理の名店「イル・ファルコーネ」で食事を計画しているとしたら、残念ながら11月12日の営業再開まで待たなければならない。
    


    
      

    


    
      多くのシェフやレストラン経営者、接客業の店員が郊外への移転を選ぶメリットの一つが、秋に丸一ヶ月間店の営業を停止する資金面での自由があることだ。
    


    
      

    


    
      「三年前にここにやってきた大きな理由はライフスタイルでした」とドゥアバッハ氏は語っている。同氏は普段は毎年閉店時期にはイタリアに行っているが、今年はオカナガン地方を旅して回る予定だ。
    


    
      

    


    
      その主な動機は商売上の独立だった。ドゥアバッハ氏はバンクーバーに多くの店を構えていたが、土地は所有していなかった。「バンクーバーでは果たせない目標でした。買う土地がなく、借地もほとんどありませんでした。伝説の大男ビッグフットを探しているようなものでした」と同氏は言う。
    


    
      

    


    
      都市在住者が優先順位を再評価し、都会よりも緑の多い牧草地を探す中で、新型コロナウイルスが都市からの大移動を加速していると言われている。ただ、この郊外への移動が実際、全体的な動きと言えるのかどうかはまだ議論の余地がある。しかし、会社員や国際的な観光客に依存するバンクーバーやビクトリア（ブリティッシュコロンビア州の州都）の中心街のレストランが、地元民が住んでいる郊外や小さな町、地方の店よりもダメージを受けていることは明らかだ。
    


    
      

    


    
      ブリティッシュコロンビア州飲食店・フードサービス協会のイアン・トステンソン会長によると、中心街のレストランの売上の下落率は20％から30％であるのに対して、郊外や一部の観光地域のレストランは、昨年ほど良くないにしても、パンデミック期間中繁盛しているという。
    


    
      

    


    
      個人的な話をすると、私（記事の記者）はバンクーバー郊外での事業取引を積極的に進めている5人のシェフとレストラン経営者と直接の知り合いだ。話し合いが進行中のこれらの取引について書くのは時期尚早だが、このようなトレンドは今に始まったことではない。過去数年間にバンクーバーでレストランを経営する費用の手頃感が下がったため、バンクーバーから出る動きは勢いを増している。パンデミックは、すでに始まっていた移転の決断を速め、都市から移動するという夢の魅力をますます高めているだけのようだ。
    


    
      

    


    
      ドゥアバッハ氏と妻のシアンが買ったのは、「イル・ファルコーネ」（イチジク、マルメロ、サクランボの木に囲まれた感じの良い黄色い古い建物）だけではない。バンクーバー中心街の小さな一つの寝室があるアパートの価格で、105,000平方センチメートルの川沿いの家も購入した。
    


    
      

    


    
      同氏が語るコモックスバレー地域地区のレストラン経営者の暮らしぶりは牧歌的だ。鹿や兎がいるトウモロコシ畑を通って八分で通勤することができ、すばらしい地元の農園が広がり、新鮮な貝を食べることができ、ほんの少し道を下ればブッラータ（イタリア原産のフレッシュチーズ）作りの名人がいて、スーパーマーケットで買い物客同士が親切に触れ合う小さなコミュニティがあり、豊富な可処分所得を持ち、食を愛する洗練された客がいる。
    


    
      

    


    
      私が8月に訪れた時に、「本当に気持ちの良い経験ができる土地です」とドゥアバッハ氏は言っており、ここ数年でも特別元気そうだった。
    


    
      

    


    
      それから数週間後、ドゥアバッハ氏はコロナ感染の疑いがあったため、一時的に店を閉めなければならなかったが、それで落ち込むこともなかった。「人々の密着度が高い狭い地域で暮らすメリットの一つは、無条件で助けてもらえることです。店の営業を再開した夜は満席でした」と同氏は後日電話で語った。
    


    
      

    


    
      オカナガン渓谷の向こうでは、昨年2月にパートナーのマリア・ワイズナーとポール・ホランドと共に歴史あるナラマータ・インを買収したシェフのネッド・ベル氏と妻のケイト・コリーが注目の的だ。
    


    
      

    


    
      「ここにはチャンスが溢れています。野心を持つ起業家にとって、リスクと報酬の比率は非常に大きいです。どこにいても飲食業はやり甲斐があるからといって、楽勝だとは言いたくありませんが、競争が少ないので、チャンスはあります」とベル氏は語る。
    


    
      

    


    
      ベル氏は数人のすばらしい接客係を採用することに成功しているが、年間通して従業員を確保することは、季節労働者が殺到する地域でも難しい課題だとして、「私たちの店はペンティクトンから20分の小さな村にあります。もっと人が必要ですし、従業員の施設も必要です。本当にすばらしいパン屋やコーヒーショップ、食料品店、二つ目のレストラン、仕出し業があれば、たぶんもっと多くの人を引き寄せることができると思います」と語っている。
    


    
      

    


    
      私は今週、ブリティッシュコロンビア州のガリアーノ島のシェフ、メラニー・ウィットさんと電話で話をすることができた。彼女はレストラン「ピルグリム」に併設されている屋外席だけのピザ屋「チャーマー」の薪の積み上げ作業を終えた後で電話に対応してくれたが、やはり従業員の確保が課題だ。
    


    
      

    


    
      「ガリアーノ島に移住するには、特別な人材が必要です。とても静かなライフスタイルで、自然以外、ここには何もありません」とウィットさんは言う。
    


    
      

    


    
      バンクーバーの「サヴィオ・ヴォルペ」で料理長を務めていたウィットさんは、まさにパンデミックが発生した3月にガリアーノ島に移住してきた。
    


    
      

    


    
      ウィットさんは語った。「不思議なタイミングでした。『ピルグリム』のオーナーシェフ、ジェシー・マックリーリーとは数年間デートする仲でしたが、決断するのは簡単ではありませんでした。でも、決して帝国を築きたいというわけではありませんでした。ここの環境、農園、すばらしい商品が私にとって重要なんです。今はバンクーバーにいた頃よりも自分の核心的な価値観を大事にすることができていると感じていますし、それは多くの人についても当てはまると思います。状況の移り変わりが速いです」
    


    
      

    


    
      以上がグローブ・アンド・メイルの記事のまとめだ。
    


    
      

    


    ◇イスラエルでは車や家などの高価なものをネットで購入する動きが急増


    
      

    


    
      最後にイスラエル紙エルサレム・ポストの記事（10月26日）を以下にまとめて、本稿を締めたいと思う。
    


    
      

    


    
      あらゆる調査の結果、新型コロナウイルスの発生によってオンラインショッピングの件数が急増していることがあきらかになっているが、専門家によると、最近では車や台所、家といった高額商品をネットで購入する動きが急増しているという。
    


    
      

    


    
      「アパートの購入が平均的な人の最も高価な買い物ですが、誰でも一度買えば、家をネットで購入することを恐れることはなくなります」とマノス・グループのセールスマネージャー、アリエル・ブリスク氏は言う。
    


    
      

    


    
      ブリスク氏の説明によると、2007年の集団農場「ヘフツィバ」の破綻後、イスラエルでは法律が改正されて、住宅購入者に最大限の保護措置が取られることになったという。不動産売買に関する1973年の法律が改正されて、新規購入住宅の水道管と電気に最大で7年の保証期間が設けられるようになった。つまり、7年経過後も、建築業者は住宅が販売された時点で見つかっていなかった損傷箇所を修理することが義務づけられているということだ。
    


    
      

    


    
      顧客の多くが不動産市場の風向きの様子見をしている若い夫婦で、近い将来市場が大きく変わることはないと判断した段階で、コロナ禍の中でも家を購入しようというもともとあった計画を実行に移した。
    


    
      

    


    
      ブリスク氏は、「二回目のロックダウンを機に、購入の問い合わせが始まりました」と言う。同氏によると、大部分のイスラエル人は自分がどこに住みたいのか決めており、税務局の公的情報サービスを利用して価格を調べ、ネットで計画を立てているという。そして、コロナ禍の今、人々は両親の近くや特定の宗教地区に住みたいと考え、ネットで住宅を購入している。
    


    
      

    


    
      ブリスク氏は、海外からやってきたユダヤ人はコロナ禍の中で賭けに出て、イスラエルで住宅を購入しようと決めたようだとし、「彼らはイスラエルが模範的なコロナ対応をしていると考えている」と語り、また海外では、ユダヤ人がウイルスを「作って」拡散させているという陰謀説が流れていることにも言及している。
    


    
      

    


    
      アヴィヴィ・キッチンズの主任デザイナー、シュロミ・コーエン氏は、住宅設計のあらゆる分野が活況を呈しており、その理由として、ロックダウン期間中に多くの人たちが家でおとなしくしているか、またはワクチンが届いた時だけ表に出ようと待っているからだろうとしている。
    


    
      

    


    
      イスラエルの大手自動車輸入会社コルモビルの調査によると、コロナのパンデミック前には世界のオンラインでの自動車購入はわずか1％にすぎなかったが、コロナ禍の今では、ネット販売が昨年比で180％増加しているという。
    


    
      

    


    
      以上がエルサレム・ポストの記事のまとめだ。
    


    
      

    


    
      読者の皆さんには、コロナ禍の中で世界各地の人々がどのように暮らし、日常生活やビジネスでどんな変化が起こっているのかについての参考情報としていただければ幸いだ。
    


    
      

    


    
      【参照記事】
    


    
      

    


    
      ・Japanese young adults reading more than before pandemic
    


    
      https://www.japantimes.co.jp/news/2020/10/26/national/japanese-young-adults-reading-coronavirus/

    


    
      ・Japan sees musical instruments flying off shelves amid pandemic
    


    
      https://www.japantimes.co.jp/culture/2020/10/25/general/musical-instruments-sales-coronavirus/

    


    
      ・Urban exodus: Pandemic drives chefs out of cities in search of greener Pastures
    


    
      https://www.theglobeandmail.com/life/food-and-wine/restaurant-reviews/article-urban-exodus-pandemic-drives-chefs-out-of-cities-in-search-of-greener/

    


    
      ・COVID leads to spike in online purchases of cars, kitchens - even homes
    


    
      https://www.jpost.com/israel-news/covid-19-leads-to-spike-in-online-purchases-of-larger-luxury-items-646952

    


    
      

    


    
      ===============
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  Chapter-6


  
    東日本大震災以降の「崇高」（下）──現代日本「動物」文学案内（6）


    石川義正


    
      

    


    
      
        前回は山尾悠子の幻想小説『飛ぶ孔雀』（文春文庫）、そして18世紀イギリスのゴシックロマンスの傑作であるウィリアム・ベックフォードの『ヴェテック』にみられる作品の構造的な「裂け目」を崇高という視点から分析しました。しかし「裂け目」と崇高というテーマは、現在の日本社会を考察するうえでもっと広い射程を含んでいます。

      


      
        

      


      ◇東京オリンピックの「ホラー」


      
        

      


      
        ここでもう一度、『ヴァテック』によって「文学に現れた最初の真に恐ろしい地獄」（ボルヘス）という言葉の意味を検討してみましょう。ヴァテックが堕ちた地獄は、キリスト教の神の秩序にもとで天国や煉獄とともに位階づけられた場所ではありません。永劫に呪われた罪と罰によってもはや神にすら見放された空間であり、それゆえに神の栄光の外に無限にひろがる可能性を秘めた空間でもあります。科学技術と資本主義に代表される「近代」の知はそこにみずからの足場を見出したのでした。
      


      
        

      


      
        今日、私たち人類はみずからが営々と築き上げてきた知の高楼──『ヴァテック』ではアラビアのカリフが建立した高い塔がそれを象徴しています──の頂点で栄華を極めながら、しかしそれが同時に破滅──ヴァテックの足元には地獄に通じる「天地の裂け目」が開いています──とうらはらの儚い栄華であることも理解しています。むしろその恐怖が「近代」と呼ばれる時空を切り開いたのかもしれません。なぜなら19世紀以降のヨーロッパで輝かしい成果を示したロマン主義芸術の原点には、1755年に大都市リスボンを襲った大地震という自然の災厄があったからです。
      


      
        

      


      
        恐怖によって支えられている文化──この図式を現代の日本社会に当てはめてみるどうでしょうか？　それは2011年の東日本大震災にはじまり、2020年の東京オリンピックの失敗──1年の延期ののちに開催されるのか、あるいはこのまま断念されるのかは現時点ではまだ明らかではありません──で終わるこの10年間について考えてみることにほかなりません。
      


      
        

      


      
        社会学者の阿部潔は『東京オリンピックの社会学』という著作で「来るオリンピックは、本来の意味でホラーそのものなのではないだろうか」（強調引用者）と記しています（注1）。それによると、ホラー（horror）には「恐怖と嫌悪で震えること」という語義のほかに、古い用法として「物事についての対立や不一致」という意味があるそうです。日本社会の2010年代とは、ここでいわれるホラー、つまり「対立や不一致」を「カモフラージュ＝偽装」することに費やされてきたのであり、それは大きく三つの観点から分析できる、と阿部は述べています。
      


      
        

      


      
        偽装の第一は「経済・社会的な格差や排除を否認し、それを巧妙に隠蔽すること」（社会的カモフラージュ）、第二に東日本大震災からの「復興オリンピック」のスローガンを唱えることで被災地復興の重要課題を棚上げすること（公共政策の偽装）、第三に「スポーツを通じた〈約束された感動〉の称揚」が実際には「特定の集団・人びと」の利益と都合を包み隠していること（政治的カモフラージュ）の三点です（注2）。
      


      
        

      


      
        各論点の詳細な分析は同書に譲りますが、ここでは特に東日本大震災に伴う原発事故からの「復興オリンピック」というカモフラージュについてすこし考えてみたいと思います。すなわち、東京オリンピックが体現するはずだった、「ホラー」をカモフラージュする崇高についてです。
      


      
        

      


      ◇崇高と黒人奴隷制


      
        

      


      
        18世紀イギリスの政治思想家エドマンド・バークの美学理論の著作である『崇高と美の起源』は、当時のロマン主義芸術に大きな影響を与えました（前回参照）。バークはそこで「恐怖が直接的な身体の破壊につながらない場合、それらは悦びを生み出す」（注3）と述べています。つまり美を喚起する「快」という感情ではなく、崇高の原因となる感情（悦び）が「恐怖」から引き起こされること、かつそうした「悦び」を感じる身体が恐怖の対象によって破壊されないこと──それをバークは崇高のメカニズムとみなしているのです。『ヴァテック』の地獄のイメージは、当時ヨーロッパで高い評価を得ていたピラネージの版画集『幻想の牢獄』からインスピレーションを受けたことが知られていますが、フランスの作家マルグリット・ユルスナールが叙述するピラネージの版画の印象は驚くほど『ヴァテック』の地獄に酷似しています。
      


      
        

      


      
        「神の存在が消されているという事実そのものが、人間の法外な野心、普段の挫折のイメージをなおさら、そしてひたすら、悲劇的なものにする。時間も生物の姿かたちもとり除かれているこの禁錮の場、すぐさま拷問室となるこれらの閉ざされた広間、そのくせ住人の大多数が、危ういことに安閑とくつろいでいるかのような場所、底なしでありながら出口のない深淵、これはありきたりの牢獄ではない。それはわれわれの「地獄」なのだ」（注4）。
      


      
        

      


      
        「すぐさま拷問室となる」かもしれない場所で「安閑とくつろいでいる」人びとの揺らめく影──そこは「われわれの「地獄」」にほかなりません。わたしたちは「底なしでありながら出口のない深淵」にいながら、なぜか自分の身体は破壊されないと確信しています。もちろんその確信はただの錯覚なのかもしれません。しかし少なくともそこが戦火によって「地獄」と化すまでは──第二次世界大戦時の広島や長崎の住民たちも、30年前の旧ユーゴスラビアの住民たちや現在のシリアの住民たちも──そう信じていたにちがいないのです。もちろん誰よりも、現にそうした「地獄」の映像をテレビやインターネットで日々見聞きし、享受しているわたしたち自身もまた「地獄」の住人にほかなりません。
      


      
        

      


      
        しかもバークが「悦び」につながる自己保存の方法にあげているのは、崇高な対象とそれを享受する主体との時間的・空間的・心理的な距離の保持だけではありません。「労働」と「運動」もまた、崇高を生み出すメカニズムのひとつなのです。これはバークの崇高の論理においてきわめて興味深い論点です。バークによれば、憂鬱、落胆、絶望、自殺、物事に対する陰鬱な見方といった「これらのすべての不幸に対する治療法は運動もしくは労働である。労働とは困難の克服であり、筋肉の収縮力の行使であり、そうしたものとして、緊張と収縮に存する苦痛に、程度以外のあらゆる点で似ているのである」（注5）。
      


      
        

      


      
        これは要するに、精神や肉体の苦痛が生理的な機序によって崇高の感情に変換されるということです。今日、フットボールや野球、そしてオリンピックのようなスポーツで競技者が勝ち得る──同時にわたしたち観客が彼らに求める──「感動」とは、アスリートの日々の厳しい練習（苦痛）がやがて勝利の栄光（崇高）に達する瞬間に感受されるものではないでしょうか。『崇高と美の起源』の訳者の大河内昌は、それを「崇高は、美の過剰がもたらす怠惰と無気力を治療する、精神の労働」である、と要約しています。そのうえで「趣味を身体構造というあらゆる人間に共通な属性の上に基礎づけてしまえば、市民社会の市民権の条件となる趣味や感受性の領域に、労働者階級や下層階級が参画する可能性に道を開くことになりかねない」とも述べています（注６）。事実、フットボールがイギリスで定着したのは、産業革命以降の工場労働者たちの余暇の楽しみとしてでした。
      


      
        

      


      
        このことは後年の保守思想家バークの立場とあきらかに矛盾する姿勢──「大土地所有に基づく貴族階級のヘゲモニーに対抗するブルジョア階級の文化的戦略」である、と大河内昌は指摘しています。つまり「美」が保守的な貴族的大土地所有の理念をあらわすのに対して、「崇高」が進歩的なブルジョア階級の理念をあらわしており、ここでのバークは後者を擁護している、という意味です。しかしバークの崇高の美学は、むしろその矛盾を糊塗する装置として機能しているのではないでしょうか。美と崇高における貴族的大土地所有とブルジョアジーの労働概念の対立は、実際には見せかけにすぎません。貴族とブルジョアジーが──たんなる経済的な利害にもとづく保護貿易と自由主義の対立などではなく──美的理念において対立しているかのように映るのは、当時のイギリスの植民地経営の実態を視野の外に置いているからです。
      


      
        

      


      
        ベックフォードは富裕な旧家の家系に生まれ、詩人バイロンに「イングランドでもっとも裕福な御曹司」というあだ名を奉られましたが、それはまったく誇張ではありませんでした。黒人奴隷貿易研究の泰斗エリック・ウィリアムズは『資本主義と奴隷制』でベックフォード一族について詳細に記しています。この一族はジャマイカ島の不在地主の草分けで、17世紀のピーターは島の副総督および総司令官になり、ピーターの孫にあたるウィリアムは「イギリスにおいて最大の勢力をもつ西インド諸島プランター」となりました。つまりベックフォード一族はイギリスを本拠とする貿易商人であると同時に植民地の大地主だったのです。ウィリアムの息子である『ヴァテック』の著者は、同書で次のように描かれています。
      


      
        

      


      
        「ベックフォード二世は、先代に勝るとも劣らなかった。同家お抱えの歴史家の記すところによれば、並たいていのことではいやされない奔放な空想力と莫大な財産に恵まれていたため、ベックフォード二世は、新規なもの、雄大荘厳なるもの、巧緻華麗なるものをのぞみ、崇高なるものをさえ求めた。その結果がフォントヒル・アベーである。この建築にあたっては、技術の粋を集め、莫大な数にのぼる労働者を使用した。一部の従業員の宿舎にあてるため、一つの村が新たにつくられるほどだった」（強調引用者）（注8）。
      


      
        

      


      
        『ヴェテック』で描かれている空想上の財宝はもちろん、余りある富をつぎ込んで建設した豪奢な邸宅「フォントヒル・アベー」もまた、実際にはジャマイカ島のプランテーションで使役される黒人奴隷によって購われたものでした。しかも黒人奴隷たちの労働の実態は、崇高化された文学作品や建築物から不可視のまま──「真に恐ろしい地獄」として──その存在を排除されています。アメリカの批評家フレドリック・ジェイムスンは、そうした不可視性は国家の経済体制において必要不可欠な一部が国家を超えた場所にあるという「植民地主義」の構造的な必然であるとして、次のように批判しています。
      


      
        

      


      
        「植民地全体の生活経験や生活世界は──帝国のそれとは非常に違ったものであるが──帝国の主体にとって、彼らがどんな社会階級に属していようとも、依然として未知のものであり、想像し難いものである。このような空間の分裂は、その直接の結果として、その体制が全体として機能する仕方を把握することができないという状態を招く」（注9）。
      


      
        

      


      
        ジェイムスンによれば、植民地主義は植民地とヨーロッパ本国との「空間の分裂」をかならず内包しています。ところが崇高のメカニズムは、植民地における黒人奴隷制の「労働」──エリック・ウィリアムズはバークを黒人奴隷制の「従犯」と名指しています──をヨーロッパ本国における崇高を通じて美的な商品に転換するのです。労働の苦痛が崇高へと結晶化したその時点で、すでに奴隷労働は表現から疎外されています。
      


      
        

      


      
        カントはバークの大きな影響の下で『判断力批判』で崇高を理論づけました。しかしカントの崇高の源泉は、一言でいえば理性の主体それ自体です（カントにおいて理性は感性を超出し、その両者を調停するのが想像力のはたらきとされます）。一方、バークの崇高がカントと決定的に異なるのは、労働を通じて崇高を産出する主体と崇高を享受する主体との一致を含意していない点です。バークの崇高の美学は、植民地の奴隷労働と、それを搾取することで崇高を享受する主体という、大西洋を超えてひろがる資本主義社会の構造の理念的な背景となっています。ただし崇高の美学には、そこから排除された労働が不在として、つまり表象不可能な「分裂」の痕跡としてかならず残されているのです。
      


      
        

      


      ◇崇高な「スーパーマリオ」


      
        

      


      
        では、『飛ぶ孔雀』における「分裂」はなにを表現している──正確には表現していない──のでしょうか。わたしにはそれが東日本大震災における「津波」と「原発事故」という、まったく異なるタイプの災害の経験に由来するように思われます。「シブレ山」の電気をめぐる事故と中洲の増水を結びつける因果は不可視のまま、両者は分離しつつ共存する出来事として描かれています。山尾悠子の作品歴においてむしろ例外的ともいえる、統一した鮮明な像をけっして結ばない数々のイメージの錯乱と分裂は、ロマン主義的な崇高がもはや不可能な現実によってもたらされたものではないでしょうか。それは原発事故の直接の原因が津波でありながら、被災の状況とその後の復興の進展が、津波の被害と原発事故とで大きく乖離し、統一した像をもたない現状と重なります。
      


      
        

      


      
        事故が起きた際の危険性ゆえに大都市から地理的に隔たった場所に立地する原子力発電所と、そこで生産される電力の主要な消費地である大都市との「離散的な関係」は、植民地と本国との「空間の分裂」にアナロジーが可能です（注10）。わたしたちの日常生活と原子力発電所のあいだには、秩序の外に放逐された不可視の亀裂が横たわっているのです。福島第一原子力発電所が地震と津波の結果、どのような不可避な自然の威力と錯誤と犯罪によって爆発するにいたったのか、その検証は政府と電力会社によってしばしば隠蔽されてきました。爆心地は今なおブラックボックスとして放置されたままです。
      


      
        

      


      
        その一方で、わたしたちはこの解消不能な「裂け目」から目をそらし、事故をなかったことにすることにのみ腐心してきました。東日本大震災以降の崇高とは、「裂け目」を隠蔽するヴェール以外のなにものでもありません。その象徴が今年開催を予定されていた東京オリンピックです。その招致演説で福島原発事故の現状を「アンダーコントロール」と言い放った安倍前首相が、2016年のリオデジャネイロ・オリンピックの閉会式で「スーパーマリオ」の扮装をして登場したのは、バークの崇高の論理からすれば必然でした。マリオというキャラクターは「配管工」であり、これはオリンピックのアスリートたちが「運動」を通じて栄光を獲得する全世界の労働者のシンボルである、という意味なのです。
      


      
        

      


      
        もちろん安倍前首相を含むわたしたち視聴者は、アスリート＝労働者が産出する崇高を享受する消費者であるにすぎません。わたしたちがスポーツから受ける「感動」の内実は、アスリート自身の崇高の感情を──マスメディアを通じて──収奪しているのです。そして消費者にすぎないことがわたしたちに「悦び」をもたらし、「自己保存」を保証してくれます。7年８カ月という長期に及んだ第２次安倍政権が国民にもたらした最大の魅惑とは、きわめて現代的にバージョンアップされたこの崇高という感情でした。
      


      
        

      


      
        ただしこのバークによる崇高が破綻を覆い隠しきれないこともまた、論理的な必然なのです。オリンピックにむけて建設された新国立競技場に聖火台とサブトラックを設置する場所が存在しないのは、たんなる設計ミスというにとどまらず、むしろ精神分析的な否認とすら思えます。わたしたちは──新型コロナウイルス禍という事態にいたるずっと以前から──崇高の論理に導かれて東京オリンピックの破綻をひそかに予感し、それを容認しようとしていたのかもしれないのです。
      


      
        

      


      
        （注1）阿部潔『東京オリンピックの社会学』コモンズ、2020年、9頁。
      


      
        （注2）同書、224頁。
      


      
        （注3）エドマンド・バーク『崇高と美の起源』大河内昌訳、『オトラント城／崇高と美の起源』研究社、2012年、280頁。
      


      
        （注4）マルグリット・ユルスナール『ピラネージの黒い脳髄』多田智満子訳、白水社、1985年、57頁。
      


      
        （注5）バーク、前掲書、279頁。
      


      
        （注6）同書、340頁。
      


      
        （注7）エリック・ウィリアムズ『資本主義と奴隷制』中山毅訳、ちくま学芸文庫、2020年、147頁。
      


      
        （注8）同書、149頁。
      


      
        （注9）フレドリック・ジェイムスン「モダニズムと帝国主義」、『民族主義・植民地主義と文学』増渕正史・安藤勝夫・大友義勝訳、法政大学出版局、1996年、59頁。
      


      
        （注10）石川義正『錯乱の日本文学──建築／小説をめざして』航思社、2016年、288頁の大阪万博と原子力発電所の地理／政治的な関係の分析を参照。
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Chapter-4

知の巨人たち――ニクラス・ルーマン
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私はルーマンを他人に勧めたことがない。



彼のキャリアにはしかるべき年月にわたってきちんとした学問的訓練を受けた形跡がない。彼の仕事には証拠にもとづく論証とか主張の妥当性の吟味や正当化が薄く、おおざっぱにいえば、それは「思いつき」の集積に見える。一般に「思いつき」に付き合うのは難しいし、それが学問的研究であるかのような体裁をとっていればなおさらそうだろう。しばしば「ルーマンのテクストは難解だ」という声を聴くが、そうした印象を与える理由の一つはここにあるだろうと私は思う。



こうした事情は研究者たちにとっては由々しきことかもしれないが、私自身はそもそも「たくさん本を読む少し賢い素人」だと思って付き合ってきたし、それ以上に彼を擁護しようとも思わない。そんなわけで、αシノドスにおいて、マルクスやウェーバー、シュミット、ウィトゲンシュタインやフーコーと並んでルーマンの名前が召喚されるところを見るのはなかなか感慨深いのだが、こうした才気溢れる著述家たちと同じ仕方では、ルーマンと付き合うのは難しいだろうとは思う。彼らとルーマンとは、ヴィルトゥオーゾとDJほど違う。両者は同じやり方では評価できないだろう。



◇機能的方法



「思いつき」の話をもう少ししておこう。ルーマンがデビューしたのはアメリカ社会学において「機能的説明」様式──「雨乞いの儀式（＝現象）は部族の絆を強める（＝機能）から行われるのだ」といった説明様式──が没落し始めた時期である。多くの論者が機能概念を捨て去ろうとした時期に、ルーマンはその代わりに機能概念の格下げを図り、それを説明のためにではなく発見のために使うよう次のような提案を行った：



・ある論題が与えられたら、それがどんな問題を解決しようとしているのかを考えよ。



・その同じ問題が、別のどんなやり方で解決されるかを考えよ。



・ある問題を特定のやり方で解くと、それに応じてどのような派生問題が生じるかを考えよ。



・当初の論題を、それらの〈解決策-派生問題〉の集合の中で比較し、その論題の特徴を考えよ。



このやり方で、諸現象を〈問題／問題解決〉の区別のもとで見立て、視野を拡張し、膨大な「似ていないもの」を比較していくことでルーマンのテクストは書かれている。ここには、一方では、ふつうにはちょっと思いつかないような比較──たとえば世論と金融と法解釈学の比較、時計やカレンダーと物と道徳の比較──を、アナロジーに訴えずに、系統だった仕方でおこなっていく面白さがある。



他方でこれは、あくまで「思い付き」を促進する技法（発見法）であって、それだけでは研究方法論にはならない。研究論文の中ではこれとは別に正当化の議論を用意しなければならない。・・・しかしルーマンには後者に相当する議論がないのである（彼自身は「機能的方法とシステム理論」の組み合わせによってそれが果たせると考えていたようだが）。



この点についてルーマンを擁護する気は私にはまったくないので、ここではさしあたり「思い付き」というのが彼のテクストの本質的な性格をなすことを指摘するにとどめ、別の話題に進もう。



◇社会工学と技術



70年代初頭のハーバーマスとの論争がルーマンを著名にしたのは間違いない。しかし相手がハーバーマスであったことによってルーマンが被った害も大きかった。その一つは、ハーバーマスが「社会理論か社会工学か」という問いを立て、自分を前者に・ルーマンを後者に割り振ろうとしたせいで、ルーマンもまた社会理論の構築という課題のなかで社会工学や技術という論題に取り組もうとしていたことが看過されてしまったことである。



すでに「論争」以前にルーマンは、〈規範的な学／経験的な学〉という伝統的な学問間の分断を、



〈解ける問題を解くことを支援する決定工学（意思決定理論）／解けない問題を検討するシステム理論〉



のセットによって再構成する、という社会科学再構築の構想を打ち出していた（『目的概念とシステム合理性』第5章）。そしてルーマンはここで自らを、「解ける問題の解決（～社会工学）」にではなく、それを反省する（～解けない問題を吟味する）側に位置づけたのである。ハーバーマスがそれを知らなかったはずはない。しかし彼はそれを無視した。あるいは彼が依拠していた〈技術／実践〉といった区別ではルーマンの企図はうまく扱えなかったのかも知れない。



「論争」以後も、二人は、似たような語彙を使いながら議論を組み立てていく。ハーバーマスが主としてシュッツに依拠しながら〈生活世界／システム〉という区別で議論を進めるのに対し、ルーマンの方は フッサールまで立ち戻って〈生活世界／技術〉という区別を用いる（『権力』第５章）。ハーバーマスが「システムによる生活世界の植民地化」を論じるのに対し、ルーマンは、偶然の積み重ねによって生活世界的な制約を突破して世界史の中に登場してきた機能分化した非人格的な社会秩序のことを、「技術」として論じる。



二人の議論はしばしば混乱するほど似ているが、しかし進もうとしている方向はまるで異なっている。ルーマンは当初から、技術とその可能性条件を、その非蓋然性・脆弱性・虚構性も含めて捉えようとしていたのであるが（そのことは『リスクの社会学』のような晩年の著作まで視野に入れると特にはっきりする）、「イデオロギー」や「制御」といった語彙で技術をとらえようとしていたハーバーマスとの間で、両者の技術の捉え方の違いが話題になることはなかった。



ハーバーマスにとっての問題は、発達した社会システムが生活世界を制御しすぎて荒廃させてしまうことである。ルーマンにとっての問題は、そうしたことではなく、我々がいまだに、機能分化という、人類史における未曽有のカタストロフィックな変貌について適切に言葉にすることができていないことの方であった。



ここに再び、ルーマンの付き合いにくさの理由の一つがあるだろう。「制御」が問題なら「制御に対してどう対抗するか」といった課題を立てることができる。しかし「理解」を問題とすることからは、「理解が達成されたらなんだというのか」、「理解のあとに何をすべきか」という問いに対する回答は直接には出てこない。



そこから出てくるのはせいぜい「理解による洗練」といったほどのことであって、実際、ルーマンが珍しくなにか処方箋めいたことを記すときには、多くの場合そうしたものになっている（『福祉国家における社会理論』最終章では政治文化の洗練が、『リスクの社会学』最終章においては抗争的コミュニケーションの洗練が語られている）。



「それはいったい何のための議論なのか」という問いには、あらかじめ因果図式や手段目的図式を使って議論を組み立てておけば答えやすいわけであるが、ルーマンの議論はそうなっていない。その意味でもルーマンの企図はわかりにくい。



◇技術としての機能分化



上で述べた「技術」──機能分化した非人格的な社会秩序──とは、もう少しだけ具体的に言えば、例えばフッサールが批判した実証主義やマルクスが批判した資本制的生産様式などを指している。彼らの議論においてこれらは、自らのなかで自らの要素を構成し、生活世界的な「現実」から遊離していくものとして捉えられていた。ルーマンは彼らの議論に学びながらも（例えば『近代の観察』第１章）、しかし遊離に対しても、そこから生じる「疎外」に対しても批判することはない。それらが「解消」されるとはまったく考えていないからである。



代わりに、同様の事情が他の領域──実定法、コンセプチュアル・アート、民主主義などなど──でも生じていることを示そうとする方向へと進んでいく。その作業は最終的に『社会の理論』というタイトルの著作シリーズに結実することになったが、これもまた狙いも意義もわかりにくいプロジェクトだといえる。



目指されているのは我々が置かれた現状に関する適切な表現を獲得することだから、著作群において実際におこなわれているのは、当該領域でよく知られた事柄を系統的にたどり直すという作業である。だから個々の論点においてなにか斬新な見解でてくるわけではない。



しかもルーマンには、例として引き合いに出す先行研究を本文の中で敷衍しないという決定的な悪癖があり、読者は「よく知っているわかりきった論題についてよくわからない仕方で論じられた著作」に付き合わされることになる。議論を理解するためには いちいち参照文献を読んでからルーマンの著作に戻ってくる必要がある（が、ほとんどの読者はそんなことはしない）ために、これもまた、ルーマンの付き合いにくさの理由の一つ（しかもかなり重大なもの）になっている。



とはいえ、逆にいえば、大量の参照文献をスピーディに読む気がありさえすれば、付き合うのはそれほど難しくないともいえる。個別の領域に関してルーマンが参照している文献には、当該領域では誰でもが知っている、いわば「分野を超えない名著」が豊富に含まれていて、私にとっては、ルーマン経由でなければ出会わなかっただろうものも多い。



思いつくままに挙げてみれば、バーマン『法と革命』、ブルーメンベルク『近代の正統性』、ゴンブリッチ『装飾芸術論』、ワット『イギリス小説の勃興』、ダール『ポリアーキー』、アリソン『決定の本質』、コメニウス『世界図絵』、ストーン『家族・性・結婚の社会史』、デュモン『ホモ・ヒエラルキクス』、ラ＝ファイエット夫人『クレーヴの奥方』、ヴァレリー『テスト氏』・・・。どれも──ルーマン本人のものとは違って──間違いなくお勧めできる面白い著作であり、以前に私は、研究者たちの手を借りて、こうした著作を集めたブックフェアを企画したことすらある（「社会のブックガイド」http://bit.ly/201503fair）。



ならばこれらを読めばよいのであって、ルーマンその人の著作を読む必要はないのではないか？ 



それに対しては、「たとえば権力と所有と真理を比較することによってしか出てこない着想（～思い付き）というものがあるのだ」という方向で回答を与えられるとよいのだが、それを例証するスペースがない。ダイジェストで記せば次のようになる。



・権力は〈或る人の命令行為-と-他の人の服従行為〉を結び付け、所有は〈或る人による財の占有行為-と-ほかの人によるその承認〉を結び付け、真理概念は〈或る人の体験したことが-他の人にも同様に体験可能である〉という前提のもとで使われる。



・多くの領域では近代にかけて〈生産者／消費者〉、〈医者／患者〉などといった相補的な役割ペアが発達してきて身分制が置き換えられたが、科学という領域においてはそれに相当する役割ペアは生じなかった（生じたのは〈同僚-同僚〉関係である）。それは真理概念が、「誰でも体験可能」という建前のもとで使用されるものだからであり、それに相関して、科学においては、参加資格を簡単には明確にできないという負担を抱えることになった（この事情に関連して重要になった語彙が例えば「良識bon sens」である）。他方で科学の領域では（研究同僚間の）「平等」が謳いやすく、しばしば理想的なコミュニケーション共同体のモデルとして想定されることすらあるが、しかしほかのメディアを使ったコミュニケーションに同じことは期待できない。



・現代の我々にとって上掲の行為・体験の組み合わせは自明すぎるものであるが、所有における〈行為-体験〉ペアの成立は市民革命の成果であるし、真理における〈体験-体験〉ペアは近代にかけて生じた真理概念の「間主観的な体験可能性」への変貌を意味する・・・云々。



このような形で、個別領域ではよく知られた事柄は、他の領域と比較され相対化されることによって独特の光が当てられる（その威力は、特に、民主主義、暴力、財、信仰といった、強い価値負荷を孕んだ事象に向かうときに発揮されることになるだろう）。またフッサールやマルクスに深く学びながらも彼らの教説にコミットしているようには見えない、というルーマンのテクストの不思議な性格も、こうした「似ていないものの比較」から生じる。



そこでは、個別の領域の固有の特徴を深く探ろうとする姿勢を保ちながら、またそれぞれの領域において重要視されているものをそれぞれに評価しながら、それらのどれかについて「最も重要なもの」が語られることはない。そしてこのことは、「過去に学ぶ」ことと「過去を突き放す」ことの共存、というルーマン理論全体の性格にもつながっている。



「重要なのは拘束ではなく自由である。どこにも位置を占めることのない恣意性などではなく、想像力こそが肝心なのである。」（『近代の観察』訳62頁）



こう述べるときルーマンが想定しているのも──「解放的関心」ではなく──この「過去に学ぶことによる過去の突き放し」である。



こうした議論は魅力的だろうか？　少なからぬ人にとって、おそらくそうではないだろう。──というわけで、やはり私には他人にルーマンを読むよう勧めることは難しい。とはいえルーマンのテクストは、「自分が専門的訓練を受けたわけではない複数にわたる領域の膨大な学問的知見と、いかに系統だった仕方で付き合うか」の１つの不完全なモデルにはなってはいるし、私と同様の面白がり方をする人が数千人に１人くらいの割合でならいてくれてもよいのではないか、とは思うのである。



===============

酒井泰斗（さかい・たいと） 

会社員。ルーマン・フォーラム管理人（socio-logic.jp）。

横浜市生まれ。とある地方国立大学で物理学を学んだ後、音楽制作事務所を経て現在は金融系企業のシステム部に勤務。デザインを担当。関心領域は社会科学の前史としての道徳哲学・道徳科学の歴史、社会科学方法論争史、行動科学史。

共著に『信頼を考える』（勁草書房、2018年）、『概念分析の社会学２』（ナカニシヤ出版、2016年）、『ワードマップ エスノメソドロジー』（新曜社、2007年）など。

論文に「〈法と科学〉の比較行政法政策論」（吉良貴之・定松淳・寺田麻佑・佐野亘との共著、『科学・技術・社会』26、2017年）など。
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○はじめに



みなさまこんにちは。編集部の増田です。

突然ですが、私この春先にガクっと体調を崩しました。以後私の栄養状態を気遣って、社長が毎日昼ご飯にゆで卵を支給してくれているのですが（私は密かにこれを「給食」を読んでおります）、その卵のゆで具合が絶妙で、大変私好みなのです。数か月に渡る連日のゆで卵生活に、社長はすでに飽きていらっしゃるようですが、私は毎日ゆで卵を楽しみに出社しております。そんなゆで卵三昧の編集部から、今号も元気にお届けいたします。



今回の特集は「平和への道を再考する」です。テロ、紛争、社会の分断……。世界は今、岐路に立っています。我々は、このまま争いの蔓延した社会に生きることになるのでしょうか。それとも、対立を乗り越え、新たに平安な生活を手に入れるのでしょうか。今回は、平和へ向けたさまざまな取り組みや思想を取り上げます。



特集第1稿巻頭インタビューは、東京外国語大学大学院でピース・コミュニケーションの教鞭をとる伊藤剛さんです。「戦争が悪いこと」であることを伝える教育から、その戦争を「どう止めるのか」という教育へ転換する必要性と、その実践的な取り組みについて伺いました。



第２稿のQ＆Aでは、世界最大の戦争予防機関、国際連合を取り上げます。争いが散発する現代社会のなかで、その存在意義を批判する声もある国連。そもそもの成り立ち、それぞれの機関の役割、そして果たして本当に国連は無力なのか、という問いに、宇都宮大学准教授、清水奈名子氏にお答えいただきました。



続いては、中央大学准教授、桃井治郎氏による「あの事件・あの出来事を振り返る」です。今回の事件は、2013年に起きたアルジェリア人質事件。アルジェリア生まれの作家、アルベール・カミュの思想をもとに、テロリズムという暴力に「抗する」姿勢の必要性をご解説いただきました。



最後は、中東研究の専門家、末近浩太教授による学び直しの５冊。お題はもちろん「中東」です。単に「知る」ためだけでなく、深く「理解する」ための５冊をお選びいただきました。



今回も、どうぞお楽しみください。



（増田）



━━━━━━━━━



Chapter-1

伊藤剛氏インタビュー

戦争を身近に捉えるために
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語り部の証言に頼り、記憶の継承で戦争を防ごうとしてきた日本の平和教育。戦争は神格化され、非日常とされてきた。結果として我々は、戦争に現実感を失い、具体的に予防する術を失った。戦争を防ぐためには、戦争を手繰り寄せ、「起こるもの」として予防するべきである。こう語るのは東京外国語大学大学院でピース・コミュニケーションの教鞭をとる伊藤剛氏だ。戦争を手繰り寄せるとは、どういうことなのか。伊藤さんに伺った。（聞き手・構成／増田穂）





◇リアリティのない映像を使う葛藤



――大学での専門が平和学関係なので、今日お話しできるのを楽しみにしていました。よろしくお願いします。



ご専門は国際関係学とかですか？





――大学が国際政治学で院が平和・紛争学ですね。



じゃあもうずっと平和構築関係をやってきて、そのままシノドスに就職されたと。面白い展開ですね。





――あ、そうですか？平和学って今すごく必要とされていて、学会では議論も活発にされていると思うんですけど、一方でアカデミックの中でばかり話が進んで、全然知見が社会に還元されてない気がしてて。それで「専門知を一般へ」をポリシーにやってるシノドスに就職したんです。専門家と一般の人たちの懸け橋になりたかった感じですね。



なるほど。その発想は、僕を平和構築の世界に引き入れた伊勢崎賢治さん（東京外国語大学大学院平和構築・紛争予防専修教授。NGOや国連職員として、世界各地の紛争地帯で武装解除などにあたった経験がある。）と似た問題意識ですね。もともと彼は研究者ではなく、紛争現場の実務家だった方ですが、当時の彼はいわゆる平和学の先生方に不平不満があったようです（笑）。



というのも、平和学とは人の命を扱う学問の一つです。医学と一緒ですね。しかし、医学の場合は、臨床の現場で研究結果がちゃんとフィードバックされてます。それだけ実践面でインパクトがある研究をやっています。



では、平和学はというと、同じように人の命に関わることでありながら、多数の人の死を事例に知見を得ているはずなのに、研究者の中ばかりで話が進んで社会に還元されにくく、また現場の人間は忙しくて学者の書いた論文を読んでる暇がなかったりする。実社会に役立つ学問とは言いがたい側面があります。





――そうした中でも伊藤さんはより実践的な平和構築学の授業ということで、東京外国語大学でピース・コミュニケーションという講座を教えられていますよね。



僕はもともと、というか今でもですが、平和構築学の専門家ではなく、コミュニケーションデザインを基にしたクリエイティブのコンサルティング会社を経営しています。その中で『GENERATION TIMES』という自社メディアを立ち上げました。新聞を読まなくなった若者に、自分の生きる時代に関心を持ってもらうことを目的に発信していた、不定期刊のジャーナル・タブロイド誌です。



その取材で伊勢崎さんとお会いして、それをきっかけに僕の専門であるコミュニケーションデザインの技術を活かして、平和のためのコミュニケーションを実践するためのカリキュラム作りを依頼されたんです。広告やPR、デザインなどの情報伝達の技術やテクノロジーを平和構築学の中にうまく組み込むことで、現場で使える実践的な知見として学生たちに教えて欲しいということでした。伊勢崎さんがそうした依頼をしてきた背景には、そのような技術が紛争を拡大するのに使われてきた歴史があるからです。いわゆる「プロパガンダ」と言われるものですね。そして、先ほど増田さんがおっしゃったような現場と研究者の間の乖離に対する問題意識も、別の理由にあったと思います。ですから僕もカリキュラムを作る時は、現場で活用できることを意識して作りました。



とはいえ、時にものすごく葛藤します。カリキュラムの中では、過去の紛争の事例を扱うことがありますが、例えばルワンダ紛争を取り上げる際には、当時のラジオがいかに扇動的で敵愾心を煽っていたのか、YouTubeにある映像を見せたりします。ひどい映像です。思い切り鉈で人を殺してるような映像が出てくるんですよ。それを見せながら、「さあみんなはどう思う？」みたいな議論をやっているわけです。でも、普通に考えたら結構すごいことですよね？ 



極端な例を出すと、「性犯罪はいけませんよ」という教える授業で、実際にレイプされてる映像を見せながら、「どう思う？」って聞いているのと同じようなものだと思うんです。平和教育という大義のために、原爆の投下シーンにしろ、9.11のビル倒壊の映像にしろ、人殺しの瞬間の映像を「学びの教材」にしています。それを平和学では普通に行っているわけですが、本当はこれに違和感を持ち続けないと駄目なんじゃないかと。戦争を学ぶことは、平和のためには当然のこととして是とされていますが、こうしたことを考えると、もう一度立ち止まって、なぜ学ぶのか、この学び方でいいのか、常に考え続けなければいけないと思ってしまうんです。





――人の辛い記憶をある意味ショーのように扱うことに葛藤を感じるという感じでしょうか。



そうかもしれません。異国の地でドキュメンタリー取材を行うジャーナリストなどにも近い葛藤があるのかもしれません。彼らは写真や映像を撮って作品にします。運が良ければ賞を取るかもしれません。でも、基本的には被写体となった本人たちがその作品を見ることはありませんよね。もちろん、ジャーナリストが賞を受賞することによって、その事実が社会に広まったという大義はあるかもしれませんが、本質的には「誰かの悲劇」を使って自分が評価を受けたり、生計を立てたりすることには、やはり葛藤があるのではないでしょうか。



僕がやっていることも同じです。YouTubeに上がった映像、誰かが殺されている映像を、本人の合意もなしにコンテンツとして扱います。単純に自分だったら嫌だな、と思うのかもしれません。そこにはもちろん僕なりの大義がありますが、例えば自分とか自分の身の回りの人たちがなぶり殺しにされている映像が、どこかの国で「平和学習のコンテンツです」と言われても全くピンときません。これは映像に限った話ではなく、紛争の死者数などの数字を口にするような時も、きっと根本は同じなんだろうと思います。そういう情報を知見として扱う以上、あたり前ですが真剣にやらなければならないとつくづく思います。





――確かになんとなく、当事者が置いていかれてしまっている気がします。



ただ一方で、その「当事者性」というのが日本の平和教育の課題でもありました。つまり、日本の平和教育では、当事者しか戦争について語ってきませんでした。一方、語らずにすむのであれば語りたくない、というのが当事者の本音だと思います。基本的には、忘れていたい記憶です。



例えば、現代の僕たち世代からすれば、広島の原爆ドームが存在しないなんてことは想像できませんが、終戦直後は撤廃の方向に向かっていました。あの規模の建造物を維持するのには莫大な経費が掛かるため、その同じお金を復興に使うべきだといった議論があったそうです。何よりも、自分の家族や友人が亡くなった象徴を毎日見続けて生活することに耐えられないと感じる人たちがたくさんいました。当然と言えば当然ですよね。



これと同様の議論が、あの3.11の災害遺構に関しても起こりました。陸に乗り上げたタンカーや骨組みだけになったビルなどを、防災教育のコンテンツとして後世に残すのかどうか。しかし、最終的にはほとんどの自治体で撤廃を決めています。



戦災遺構や語りを残して後世に伝えようというのは、基本的には部外者だからこそ言えることだと思います。当事者たちの複雑な感情を考えれば、部外者がそれを強制することは到底無理ですし、かと言って、部外者が彼らを差し置いて勝手に話すことも憚られます。このような社会全体のジレンマが、平和教育における当事者性を高めてきたのです。



ただ、その居心地の悪さを乗り越えていかないと、本当に当事者しか語れないことになってしまう。それがまさに今、次の世代に問われていることです。





◇当事者頼りの平和教育



――戦争の語り部も高齢化が進み、今後の戦争記憶の課題になっていますよね。



歴史継承の問題は、実は日本に限ったことではありません。第二次世界大戦を経験したすべての国で、同様に体験者がいなくなっています。だからこそ、あのアウシュヴィッツ・ミュージアムでは、何十年も前から語り部の高齢化を見越して対応策をとってきました。例えば、「ピースガイド」と呼ばれる制度を整備し、２世３世だけでなく、外国人の語り部も活躍しています。そこには、何と日本人の方もいます。ちょっと想像がつきませんよね。



日本においては、当事者である語り部が70年前の記憶を語ること、そしてその記憶を共有することでしか、平和教育の方法を編み出してきませんでした。結果として、実質的に語り部が少なくなってしまった現状で、それに代わる平和教育のコンテンツがないんです。



同時に、聞き手である僕らの側も、70年も前の出来事を身近に感じられない。北朝鮮とアメリカが緊張状態にある中で、あの戦争の体験談を聞いても意味があるのだろうかと思ってしまうのが正直なところでしょう。





――70年前とは「戦争」の意味もだいぶ変わりましたもんね。



本当にそうです。だからこそ、戦争観を「アップデート」する必要があると思っています。もちろん、みんな現状に危機感は持っています。例えば、夏になるとテレビで戦争関係の特集が増えますが、ピース・コミュニケーションの本『なぜ戦争は伝わりやすく 平和は伝わりにくいのか』（光文社新書http://amzn.asia/cyeencu）を書いて以来、番組の制作段階でディレクターの人たちが僕のところに相談に来ることが増えました。つまり、既存の平和教育が行き詰っているということは認識しているんです。でも、戦争体験者に当時を語ってもらう方法以外に、番組として平和教育のコンテンツのノウハウがほとんどないんですね。これまでの平和教育にとってかわる新しいアプローチを編み出していくということは、今後を生きていく我々の課題だと思います。





――確かに学校の平和教育を振り返っても、語り部さんに語っていただいたり、戦災遺構を見学するくらいしか記憶がないです。



他に思いつかないですよね。基本的には就学旅行で広島か長崎、沖縄に行くか、語り部に来てもらうか、または映画の『火垂るの墓』や漫画で『はだしのゲン』を読むとか。一般的にはそういう感じじゃないでしょうか。





――そうですね。一応そういう語りや作品に触れる時は、私も意識して想像力を働かせるんですが、全く生きたことのない時代の話ですし、戦争というものは私にとって非日常すぎるし、どうしてもリアリティがなかったんです。ただ、伊藤さんが、元ひめゆり学徒隊のおばあたちの学園話を聞いてはっとした、という話を聞いたときは、ちょっとだけ実感がわいたんですよね。ああ、私と変わらない女子高生が普通に生活している中で戦争が起こってたんだな、と。もちろんそれまでも普通の女学生が巻き込まれた、という知識はあったのですが、こう、本当にリアリティがなかったんですよ。それがちょっとだけにしろ現実味を持ったんです。



それもGENERATION TIMESの取材の時の事でした。100年の歴史を振り返る特集企画で、歴史年表のトピックになるような当事者たちへのインタビューを掲載したんです。最初のブラジル移民の渡航とか、関東大震災とか、学生運動とか、もっと最近なら山一證券の倒産とか。そんないろいろな出来事がある中に、太平洋戦争も入れて、そのインタビュー対象者として、元ひめゆり学徒隊の同級生３人に集まってもらって話してもらったんですね。



僕としては、同級生３人という切り口をきっかけにして、何かいつもと違う化学反応が起こればいいな、と思っていたのですが、基本的にはみなさんいつも通りでした。つまり、淀みなくいつも通りの完璧な語りなんです。



二度とあのような戦争を起こさないため、戦地に置き去りにして死んでいった友人への贖罪のため、いろいろな理由があると思いますが、彼女たちは毎日毎日、何十年もの間、辛い記憶を語り続けてきました。本当に涙なしでは聞けない語りです。



ただ、その話を聞けば聞くほど、僕の中で彼女たちが「特別な人たち」になっていってしまう感覚がありました。そこをなんとか崩したかった。どうしたものかと思って休憩を設けて、トイレに行って戻ってきたら、彼女たちが女子寮時代の思い出話をしていて、恒例の美人投票で「なぜ自分が選ばれなかったのか」を白熱して議論していたというわけです。





――伊藤さんは私たちが戦争証言者に証言をさせることで、彼らを「戦争証言者」として神格化してしまったのではないかと指摘されていますよね。印象的でした。



その点に関しては、広島や長崎の被爆者の方々がよりわかりやすいかもしれません。つまり、8月6日・9日以前に、被爆者は誰一人として存在していなかったわけですが、社会の関心は「その日」にあります。映画やドラマとしても扱いやすい。その語りを戦後70年間も続けていく中で彼らは「被爆者」となっていきました。一方で、僕たちは８月５日までのストーリーをほとんど聞いてこなかった。僕が取材をしていて印象的だったのは、とにかくみんな普通の日常なんてないし、特に恋愛話なんてないと最初は言うんですよ。ところが、「ある人はこんな話をしてくれたんですよ」と言って、例えば初恋の話とかをすると、突然、堰を切ったように思い出して話してくれたりするんです。



その変化を目の前で見ていた僕の実感としては、彼らはあまりにもそのような「普通の話」を聞かれてこなかったので、本人たちも忘れていたというか、記憶へのアクセスの仕方がわからなくなっていたのではないかということです。当時を振り返るには、どうしても8月６日や9日を起点に思い出してきたという習慣が、それ以外の記憶を薄れさせていたんじゃないかと。そのくらい、僕たちは「被爆」以外のストーリーを聞いてこなかったのではないかと思います。でも、昨年はアニメ『この世界の片隅に』が大ヒットしましたから、ようやく社会がそうした面にも関心を持つようになってきたのかもしれませんね。





◇「あの戦争」をカラー化する



――伊藤さんは「War Eve」という企画でこうした戦時下の「戦争らしくない」エピソードを集めていらっしゃいますが、その重要性はなんだとお考えですか。



僕の中では、「戦時下」と聞いて誰もがイメージするであろう先入観を解体したいんです。そのためには、まず自分たちが持っている先入観がどのようなものなのか、具体的に認識する必要性があります。では、僕がどんなイメージを持っていたかと言うと、完全にモノクロの映像で、コマがやけに早回しで人がちょこまかと早歩きしている、というものです。



当時はカラー映像もなかったし、スムーズに動く映像は技術的に残せませんでしたからね。ただ、そういう映像でしか残っていないということが、必要以上に僕たちを戦争から遠ざけているんじゃないでしょうか。言い換えれば、実際よりも「過去」に見えすぎている。



これは単純にテクノロジーの問題で、今NHKなどが当時の映像のカラー化をしています。そのカラー化された映像を見ると、急にリアルに見えてきて、僕はいつもドキッとしてしまうんです。もしも、当時の映像がすべてカラーで残っていたら、僕らは全く違う戦争観を持っていたんじゃないかとさえ思ってしまう。それだけモノクロ映像というのは、僕らが意識する以上に僕たちをあの戦争から遠ざけていると思います。



単純に言えば、無意識にそういう「モノクロの世界」があるかのように錯覚しているということです。本当はすごく不自然なことのはずなのに違和感なく見ていられるのは、それがまさに映像の力なのですが、いつの時代も空は青くて、血は赤い。100年前も1万年前も、世界はカラフルで、誰も早歩きなんてしていません。



だからこそ、映像に限らず「戦争体験をカラー化する」作業が重要だと思っています。あの体験をどうカラー化するのか。そう考えた時に僕に必要だったことは、現代の暮らしにも共通するような日常感や、人生を彩る個別のエピソードでした。自分の戦争観がそういうものでカラー化されるんだと気づけたのは、おばあたちの話を聞けたからです。あれはもう、一瞬でカラーが付いた出来事でしたからね。





――ビビッと。



そう、ビビッと。「うわー学園生活だ！」みたいな感じでした。「ひめゆり学徒隊」と聞くと、ものすごくストイックで、戦争以外ないようなイメージしかなかったんです。でも、学園生活で憧れの先生がいたとか、どの先輩が一番きれいだったかとか、そういう今でもありそうな学園生活の話を聞いて、急に戦時下に色がつきました。本当に「普通の女子高生」だったんだなあと。





――ひめゆりの解説だと、「普通の女子高生が戦争に巻き込まれた」とか、枕詞みたいにありますけど、どうしても実感として普通の女子高生感がなかったですよね。



そこがまさに伝わっていなかった部分じゃないですかね。一方で、多分彼女たちは「そこ」が伝わっていないとは思ってなかったと思うんです。彼女たち自身にしてみれば、自分たちは本当に普通の女子高生だったから、そんなことわざわざ説明しなくても伝わっていると思っていたはずです。きっと、そこまで特別視されているとは思ってないですよね。





――戦争をより身近に、リアルなものとして感じるためにも、当事者たちの「普通」を知ってもらう必要があると。



そうです。僕が体験者に言われたことで印象的だったのは、「真珠湾を攻撃した」とラジオで報道された時、そもそも真珠湾がどこにあるかなんて知らなかった、というエピソード。イラク戦争の際に、日本はPKOの補給活動で自衛隊が派遣されましたが、僕らが「サマワってどこだろう？」と言っていたのと同じような状況だと言ったんです。



さらには、イラク戦争当時、その状況を「戦時下」だと認識していましたか、と問われました。確かにその通りです。同盟国のアメリカが戦争をしていて、そこに支援にいっているわけですからね。でもあの時、日本が戦時下だと実感していた人はほとんどいないんじゃないでしょうか。普通にビールを飲んで、映画を見に行ったり、恋をしたりして、普段と何も変わらない日常がありました。



太平洋戦争当時も、最初は同じような感じだったそうです。しかし、そこから徐々に身近な人が戦争に行くようになって、戦死者の遺体が返ってくるようになって、本土空襲が始まって、いよいよ僕たちがイメージする「戦時下」になっていく。



そう考えると、僕らが思う「戦時下」ってとても限定されています。だから、「戦時下らしくない話を聞いていく」というのは、僕の中では自分の想像力のなさを補っていく作業というか、先入観で欠けているピースを埋めていく作業なんです。当時も空が青かったのだと、実感として感じるために必要なプロセスなんですよね。





――戦前、そして戦時下の日常に焦点を当てることで、戦争経験を手繰り寄せる感じですね。



あとは「戦後」もですよね。今年の夏、NHKで『戦後ゼロ年 東京ブラックホール』という特集をやっていました。終戦直後の東京の一年間を描くというものです。これまで戦争の話というと、ほとんどが戦時中の話でした。一方で、戦後の話はあまり取り上げられず、あっても戦後何十年間をまとめたものです。でも、当時を生きていた人々の日常は「終戦」をきっかけにして終わったり、10年後に飛んだりするわけではなく、そこから引き継がれた１日１日の積み重ねが、今に繋がっています。



他にも、広島の路面電車が原爆投下後３日で復旧したという史実を基にしたドラマがありました。それを見た時も、僕はとても驚きました。あの壮絶な被爆後に、「復興」に向けて歩むというイメージが僕にはまったくなかったからです。でもよく考えてみれば、どんな震災後だってそうやってみんな１日でも早く復旧しようとする人たちがいますよね。そう考えると、その事実に驚いている自分に驚くんです。



だから、今僕は「自分が驚くこと」を探しています。それがこれまで僕が美化、というと少し語弊があるかもしれませんが、神格化してきた戦争のイメージを打ち壊してくれるものだからです。





――先ほど出てきた「戦争観をアップデートする」とも共通している気がします。



その通りです。当時の戦争をカラー化してアップデートすることと、もう一方で、日本人の戦争観を現代の戦争に合うようにアップデートする必要があるかなと思っています。あの戦争を記憶することはもちろん重要です。しかし、現代の戦争は、無人偵察機が遠隔操作でピンポイントに爆弾を落としていくような時代です。竹やりで戦おうとしていた戦争のイメージでは現代の戦争はまったく捉えきれません。





――神格化された戦争のイメージが壊れる瞬間というのは、実は私も経験があるんです。学生時代ユーゴ内戦を研究していたので、セルビアに行きました。そこの安いホステルで同年代の受付のおねえちゃんと仲良くなって、いろいろ話たんですよ。普通に映画の話とかしていた時に、なぜ私がセルビアに来たのか尋ねるので、ユーゴ内戦を研究しているからだと言いました。すると「あーあの時は大変だったのよねー」って軽く言うんですよ。タバコとビール片手に、それまでの映画の話と同じ調子で。その時に、なんというか、ぐっと戦争が日常に感じられたんですよね。日常に溶け込んだ戦争を感じたというか。伊藤さんがおばあの話を聞いたときの感覚と似てるのかな、と。



たぶん近いと思います。やっぱり日本にいると、戦争のイメージってどうしても「特別」になってしまいますよね。僕がやろうとしているのは、そういう文章にしたら１行とか２行に収まってしまうようなストーリーをぐっと広げて、解像度をあげていく作業なんです。それも、普通にやっているとその引き延ばしが一方向のみに伸びてしまうので、広げ方もより多角的にしていくことにしています。自分の視座や認知の幅を少しずつずらして広げていくんです。



僕はそれこそがクリエイティビティだと思っています。そうでもしないと壊せないくらい、僕たちの先入観が凝り固まっているということを自覚するからなんでしょうけど。





◇戦争を起こる前提で考える



――さっきお話にあった、戦争証言に頼りすぎていた平和教育を変えていく上で、伊藤さんは何か手段を考えていらっしゃるんですか。



それは聞かれると思ってました（笑）。伊勢崎さんにこの世界に引き入れてもらってから早10年近くになるんですけど、いろいろと考えてきました。ただその間、すごく葛藤もあって、やめようと思ったことも何度もあったんですよ。





――なんでまた？



僕の生徒は基本的に紛争国からきている留学生たちです。そうするとなんというか、問われているというか……。





――問われている、ですか。



そうです。彼らからすれば、伊勢崎さんに教えられるのは理解できるじゃないですか。武装解除の専門家で、アフガニスタンやシエラレオネで実績を上げています。他の先生たちも、何らかの博士号を持って学者として論文指導することができる。ところが、僕はどちらの分野に関しても専門家ではありません。



伊勢崎さんは、「ピース・コミュニケーションはうちの大学でしか受けられない特別コンテンツで……」と授業を紹介してくれるわけですが、生徒からすれば、こいつは一体何のプロなんだと。こいつの教えることは、紛争のある祖国で一体何の役に立つんだと。そうシビアに見られている気がしちゃうんですよね。





――学生さんの中には紛争国でNPO活動に従事していた方や行政関係のかたもいらっしゃると聞いています。確かにその中で学術的な経歴も現地での実務の経験もなく教鞭をとるというのはプレッシャーを感じそうですね……。



そうなんですよ。ただ、経験がないから見えてくるものもあるとは思っていて、その立場を活かして、平和を構築するには、紛争を予防するには、どうしたらいいのか、いろいろと考えてきました。伊勢崎さんはよく「戦争がなくならいない最大の理由は戦争がビジネスであるからだ」と言っています。それは兵器産業だけではなく、国連や人道支援団体なども含めて揶揄して言っていて、社会はどこかで次の戦争を求めているということです。そういう状況下では、それに対峙するために「平和を産業化」しないと拮抗できないんですよ。つまり、予防産業です。



僕の中で予防産業がうまくいっている業界をイメージした時に、最初に思いついたのは医療業界でした。「予防医療」って今や巨大なビジネスですよね。例えばメタボリックシンドロームという言葉は、元は非常に専門的な用語ですが、今や「メタボ」として社会に浸透しています。メタボ予防として、ダイエットやジムワーク、サプリメントなどがあって、巨大な産業になっています。



もう一つ予防が産業になっている分野は「防災」です。災害に関する語り部もそうですが、防災教育や防災マネジメントはコンテンツがたくさん開発されています。僕はこうしたところから何かしらヒントを得られないかと考えました。



医療と防災、両者に共通するのは「起こることを前提にしている」点です。人は誰もが大きな病気にかかる可能性がある。震度７の地震はいつかは起こる。そういう前提があるんです。しかし、戦争の場合、起こる前提では考えていません。努力を怠れば基本的に戦争は起こりやすいものであるとは、一般的な社会ではなかなか言いにくいですよね。だから、起こることを前提にするという思考がないんです。まずはこれをどうにかしないといけないと思いました。





――それがカリキュラムでも実施されている、「戦争のシナリオを作る」という作業に繋がっていくんですね。



そうです。生徒たちには、第三次世界大戦を起こすためにできるだけ多くの国を巻き込み、プロパガンダなどのコミュニケーション戦略を含めたシナリオを作ってもらいます。





――大きな声では言えませんが、面白そうです（笑）。



生徒たちも最初は嫌がるんですけど、実際やり始めると楽しそうにやるんですよ（笑）。で、シナリオを作ったら、その精度はともかくとして、そのシナリオに対して、じゃあこれを起こさないためにはどうしたらいいのか、という視点で再び考えていきます。



「予防」って、抽象的なものに対してはできないじゃないですか。だから戦争のシナリオを作ることで、何を予防したらいいのかを具体化していくんです。僕はこれも平和教育の一環だと思っています。





――なるほど。



もう一つ授業のカリキュラムを紹介すると、「ジレンマな問いを作る」という授業があります。元ネタはこの『被災地デイズ』（弘文堂http://amzn.asia/7e0hR5q）という防災教育の本で、僕が京都大学防災研究所の矢守克也先生と一緒に作った本です。一般的に震災関係の本だと、最初の72時間をどう生き抜くのかを取り上げた本がたくさんあります。もちろん生き残ることは大切です。ただ時間軸で考えたら、その後の被災生活の方がずっと長い。東日本大震災も、未だに被災者として生活している方々がたくさんいます。



でも、僕たちは「被災生活」を事前にはイメージできていません。そこでこの本では、防災教育のカードゲーム『クロスロード』の手法を基に、ページごとに被災地で起こるジレンマなシチュエーションが書かれていて、その状況下で迫られる正解のない問いを選択していくロールプレイングブックになっています。



例えばこれ、被災から１週間のところでは「あなたは避難所の運営委員です。支援物資が2000人分届きました。避難者は3000人います。物資を配りますか、配りませんか。」どうします？





――悩みますね……。



悩ましいですよね。でも、これに答えを出していくということが、実際の被災生活なんです。見ず知らずの人たちと一緒に、支援物資をどう分配するのか、復興計画をどうまとめるのか、そういう正解のない問いに答えを出し続ける日々の連続です。



本題に戻すと、この本の「紛争版」を作ろうと思っています。実際の紛争現場に存在するジレンマな問いを中心に編集する予定で、例えば「平和か正義か」をテーマに、「内戦を終結させるために、虐殺を指令していた反政府軍のリーダーに恩赦を与えて和平合意をするか、それとも彼を裁いて正義を全うするか」といった類のものです。





――確かに、内戦地では現地勢力の力の均衡を保つために、いわゆる正義を犠牲にして、大悪人と言われる人物に恩赦が与えられたりしますよね。そうか、知識としては知っているけど、それを実際に自分が選択しなければならないこととして考えたことはなかったな……。



そうですよね。だけど被災地と同じで、紛争地にもそういう正解のない問いがたくさんあります。戦争は怖い、恐ろしいというイメージではなく、実際の紛争地に存在するリアリティ。少年兵をどのように裁くのか、武装解除はどのような手順で行うのか、内戦の歴史をいつから教えるのか。ほとんどが想像したこともないような問いだと思います。それをこの本の中で、いろんな立場の人になって、例えばジャーナリストや裁判官、学校の先生などになって、自分がそれぞれの立場だったら、直面した問いにどう答えるのかと、ロールプレイを通じて体感してもらいたいと考えています。



要するに、これまで僕たちが見聞きしてきた戦争って、登場人物が少なすぎたんですね。前線で戦う兵隊さんや、銃後の生活で耐え抜く市民ばかりが強調されて、戦時下も終戦後にも、もっと多様な人たちが本当は関わっていて、戦争を見る視点を多様化させるべきじゃないかと感じています。





――ページをめくるたびに大葛藤しそうですね。



まさにそれが狙いです。大学の授業では、生徒たちにこのようなジレンマな事例をリサーチさせて、問題を作ってもらっています。シリアやシエラレオネなど、本当にさまざまなバックグラウンドを持った生徒たちが作りますから、その質問も非常に多角的になります。授業でそれを持ちよると、視座の多様性がわかりますよね。そういうのは授業をする上で大切にしています。





◇誰もが戦争に加担し得る



――同時に今の日本では「戦争を起こる前提で考える」というのは拒否反応がありそうというか、誤解を招きそうで難しそうです。



ちょっと恐怖訴求になりかねないというか、間違ったメッセージになりかねないですよね。ただ、これも誤解を招きそうなんですけど、僕は平和教育は「道徳教育」ではないと思っています。これまで日本の平和教育は、ほぼ道徳教育とニアイコールで語られてきました。他人に優しくとか、寛容であれとか、赦すことの大切さとか、そういう話の延長線で平和教育が行われてきたと思うんです。しかし、両者を切り離す必要があります。



つまり、「戦争は倫理のない人たちが起こすものなのか？」という問いなんです。例えば、僕の祖父は戦時下を生きた人間ですが、僕は彼を道徳心のない人間だとは当然思っていません。みんなそれぞれ道徳的に生きてきた世代です。逆に、僕らの世代以上に倫理観を持っているんじゃないでしょうか。それでも、戦争は起きてしまうんです。



今までの日本の平和教育は、戦争がいかに悪いものなのかを教えてきました。そこには語り部たちの切実な語りもありました。もちろん、当時を知り、戦争が悪いことなのだと伝える人も必要でしょう。しかし、日本の平和教育はそれだけなんです。



それだと、戦争の悲惨さを全く知らない人が対象でない限り、「戦争はいけないことだよ」というメッセージだけでは先に進めません。一方で、そのメッセージが繰り返されることで、まるで聞き手の僕らが、何度いわれても全くそれを理解できていないと言われてるみたいで、僕にはずっと抵抗感がありました。そんなことはわかったよ、と。戦争がいけないことだとわかった上で、では防ぐためにどうしたらいいのか、より客観的にそこを考えないといけないはずなんです。そんな、道徳心ではない平和教育を考える上で、とても重要な事例があります。「アイヒマン裁判」ってご存知ですか？





――はい。ナチスドイツの将校で、ホロコーストの指揮もとっていた人物の裁判ですね。



そうです。アイヒマンは戦後アルゼンチンに逃亡しますが、イスラエルの諜報員に見つかってイスラエルに連行され、裁判にかけられ、絞首刑にされます。ユダヤ人の大虐殺を実質的に指揮した人物が、どれほどの凶悪な人物なのか、世界中の人々が裁判に注目しました。ところが出廷したアイヒマンは普通の役人でした。それどころか、妻との結婚記念日には花束を贈るような人物だったのです。



特別な悪の要素を持った人間がやったであろうと思っていた出来事が、自分と変わらない普通の人間がやっていたということですから、これには世界が驚愕しました。哲学者のハンナ・アーレントは、これを「悪の凡庸」と呼び、大論争となりました。



悪の凡庸さについては、のちにスタンレー・ミルグラムというアメリカの心理学者が実験を行っています。「アイヒマン実験」とも呼ばれたその実験は、閉鎖的な状況で権威者の指示に従う人間の心理状況を実験したもので、人間はどこまで権威の指示に服従し、反倫理的な行動をとるのかというものでした。詳細については割愛しますが、実験の結果、多くの被験者が、権威が与える反倫理的な指示に疑問を持ちつつも、服従することがわかりました。この実験はミルグラム以降も繰り返し行われていて、そのたびに同様の結果が証明されているようです。



僕たちはこの事実を認識しなければなりません。人は権威に対して服従してしまうものなんです。冷静に考えれば、実験室での権威構造は、実験の指示者と被験者という、その日だけのつながりです。断っても、翌日以降の自分の生活には何の問題もありません。それでも、被験者たちは指示に従いました。しかし言うまでもなく、現実の権威構造は、実験環境よりもはるかに影響力があります。



つまり、権威に服従しないということは、現実社会では先生や上司や親という、日常的に自分の生活に密着した存在を批判することを意味します。極端な例をあげれば、ここで指示を断ったら解雇されるかもしれない、明日からの生活はどうしよう、という状況です。戦争とは、こういう社会構造の上に起こります。そうした関係性の上で、反倫理的とは十分わかっていても戦争に加担してしまうんです。



なら、そういう状況の中でどうしたらいいのかというと、僕自身がまだちゃんと言葉にできていないのですが、「いざという時に服従しない力を作る」ことが大切なのではないかと思っています。もっと言えば、「権威や社会に対して問いを作れるか」ということです。道徳規範とは違ったかたちで、そういう力を育てる仕組みを作っていかなければなりません。そうでないと、いつまでたっても戦争というものは、倫理観のない特別な人たちがやるものになってしまいます。そこをどう崩していくのかということが、今後の平和教育のコアだと思います。





――戦争を特別な悪い人たちがやるものだと位置づけることで、戦争を他人事にしてしまい、「起こる前提」と考えられなくもなりますね。



そうなっちゃいますよね。そもそも資本主義とは、常に企業同士が経済戦争をしている社会ですし、民主主義の選挙も非暴力の争いです。基本的に、人間は争い合うという側面を持っているのだと思います。そこをどう認めていくかですね。



大事なことは、「セルフ・リテラシー」的な視点を各自が持つことだと思っています。自分がどういう時にパニックに陥るのか、どういう時に権威に従うのか、どんな情報だとデマだと気づかずに拡散してしまうのか。戦争を防ぐためには、そういう「自分の習性」「思考のクセ」みたいなものをしっかり把握しておかないといけません。





――自分がいかに戦争に加担し得るのかということを、しっかり認識しなければならない。



そうです。繰り返しになりますが、道徳心や倫理観が欠如しているから戦争をするのではなく、平和時にも存在している社会構造や心理構造にまずは目を向けるべきだということです。学校の先生や会社の上司に反論することは難しい。人間はそれだけ権威に弱い。でも、戦争はその延長線上にあるんです。



なかなか自分がそういう弱さを持っているとは認めたくないものですが、権威だけではなく、集団の圧力に弱いことも忘れてはいけません。それを示す有名な研究に、「アッシュの同調圧力実験」と呼ばれるものがあります。これは、被験者を9人のサクラのグループに入れ、実験者が質問をします。それに対してサクラは全員一致で間違った答えを言います。被験者がそれに同調せずに、本当に正しい答えを選ぶことができるのか、という心理実験です。質問と言うのは、３本の線の内どれが一番短いか、といった非常に明確なものです。普通にやったら間違いようがない。しかし実験結果では、75％もの被験者が、１回はサクラの間違った答えに同調します。



この実験映像を授業で見せると、生徒たちは最初みんな笑うんですね。「僕だったら間違いを指摘するよ」「私なら反論できるわ」と。こっちも、わかるよ、まさかと思うよね、自分だったらやらないと思うよね、となるわけですが、でも、例えばそれが100人の中だったら、1000人の前だったら、100万人に囲まれていたら、自分以外のみんなが全員同じ答えだった時、自分だけ反対の手を上げることができるのかと、そう問いかけるんです。



実際にアウシュヴィッツの周辺で起きていたことは、そういうことだったと言われています。つまり、あの施設の周囲の住民は中で何が起こっていたかは知っていた。そして、諸手を上げて賛成する人はほとんどいなかった。けれど、反対の声を上げた人もまた少なかった。無視というのも民意です。100万人が無視している中で、自分だけ反対できるのか、ということなんですね。





――当時は政策を批判する者には社会的な制裁も加えられていましたから、余計に声を上げにくかったですよね。



そう思います。道端に人が倒れていて、通りかかった人のうち何人が声をかけるか、みたいな社会実験もあるじゃないですか。1万人が無視して通り過ぎていたら、なかなか声はかけられないですよね。酔っ払っているんじゃないかとか、気分が悪いだけだろうとか、何らかの理由を付けて声をかけない自分を「正当化する」ことでしょう。



自分自身の中にそういう心理傾向があるということを無視して、「平和が大事」と盲目的に語るのは綺麗事な気がします。だから僕が今やっている作業は、ちょっと暴力的ですけど、「君だって戦争に加担するかもよ」と言って回るような感じですね（笑）。



とはいえ、それを直球で言ってもなかなか納得してもらえないだろうし、それではコミュニケーションにならないから、どうやったら伝わるのかということを改めて考えないといけません。





◇平和を次世代に伝えるために



――すごく重要だと思います。うまく伝えていきたいですよね。



さすがに「服従しない力を育てましょう！」と言っても、何だか反逆児を育てるみたいで平和教育的にはよろしくありません。だから他の伝え方がないかを考えているんですが、最近読んだ本に『子供は40000万回質問する』（光文社http://amzn.asia/j4fsVKG）というのがあって、それは人間の「好奇心」についての内容なんです。そこで僕がハッとしたのは、好奇心はずっと規制の対象だったという歴史でした。



好奇心って、現代社会では基本的には良いものだとされていますよね。でも、好奇心は既存の社会を批判的に捉えるという点で、秩序を乱すことだとされてきました。「好奇心」を「疑う」と言い換えれば確かにそうですよね。だから好奇心を持つことは罪だった。アダムとイブの物語もそれを啓示しています。要するに、好奇心を持つことは「不服従のかたち」だと言うことです。なるほどと思いました。



だから今後は、「平和教育とは好奇心の育成です」とか言えば、もしかしたらみんな「え？」って聞いてくれるんじゃないかと思ったりしています。教育熱心な親であればあるほど、興味持ちそうな感じしますよね（笑）。





――お話を伺っていて本当に納得します。大学で学ぶ中で、私も常々、みんな自分は大丈夫と思いすぎだよ……と感じていたので、それをどうにかするためにこうして実践している方がいるのだと思うと、すごくうれしいというか、とりあえずクロスロードの紛争版が出たら買います！



紛争版のクロスロードについては、まだ実験段階ですが、高校生を対象にすでにワークショップをやったりしています。さっき紹介したような、「平和か正義か」というような問いや、「歴史を記憶するのか忘却するのか」という問いなどについて、「YES」か「NO」で選んでもらいます。大切なのは、「選択理由」をディスカッションすることです。そうすると、同じYESの答えを選んでいても理由が違っていたりしていて、そこに多様性があってすごく学びがあるんですよね。





――クロスロードも戦争シナリオも、伊藤さんの企画は本当に面白そうです。私もやってみたいです。



戦争シナリオの策定は、自分が持っている国際情勢の知識を使ってシュミレーションするので、インプットした知識をアウトプットする機会という意味で、とても有意義だと思います。そういう場所をこれからも提供したいと思っていますが、今喋っていても本当に葛藤ですよね……。





――先ほども、自分が専門家でないことで葛藤を感じるとおっしゃっていましたよね。



それが一番大きいですかね。戦争体験がないというのは仕方ないし、ないにこしたことはないんですけど、やはり平和構築や紛争の業界にこれだけ異分野の人間が関わっていることがないので、きっと立ち振る舞い方に悩むんでしょうね。



余談ですが、『なぜ戦争は伝わりやすく 平和はつたわりにくいのか』を出版してからは、僕自身がその専門家だと思われることが多いので、時々メディアから国際ニュースのコメントを求められたりすることがあります。例えば、ISのソーシャルメディアを使ったPR戦略についてどう分析していますかとか。「は？」みたいな（笑）。



四六時中その問題を研究できる専門家であれば答えられるのかもしれませんが、僕の場合は、あくまで外語大でのピース・コミュニケーションの授業のためにリサーチしているだけなので、授業内では取り上げていない、例えば北朝鮮のような問題についてはほとんど知りません。そういう立ち位置の中で、今後平和構築の分野に関わり続けていくとすれば、実際に何をしていくべきなのかはずっと考えていますね。



最近は、ピース・コミュニケーションの中で、特に教育分野、「ピース・エデュケーション」の側面であれば、僕にももうちょっとやれることがあるような気がしています。





――「ピース・エデュケーション」ですか。



はい。教育とは言い方を変えると、「時間や世代を超えたコミュニケーション」と捉えることができます。その伝え方によっては、後世の紛争要因にもなりえるものです。日中韓の歴史認識の違いなどはとてもわかりやすい事例ですよね。



さらに言えば、教育分野ではコンテンツを作る機会が数多くあります。教科書や映像番組、大きなものだとミュージアムなどもそうです。アウトプットが存在するものであれば、デザイン的な観点からでも、編集コンテンツ的な視点からでも僕の専門性で指摘することが可能なはずです。むしろ、それは僕の得意分野でもあるので、平和構築業界の人が思いつかないようなクリエイティビティを発揮して、何か新しい提案もできるんじゃないかと思っています。





――「戦争を身近にする」コミュニケーション、これから広げていきたいです。伊藤さん、お忙しいところありがとうございました。



===============

[bookmark: _Hlk492475814]伊藤剛（いとう・たけし）



1975年生まれ。明治大学法学部を卒業後、外資系広告代理店を経て、2001年にデザイン・コンサルティング会社「asobot（アソボット）」を設立。主な仕事として、2004年にジャーナル・タブロイド誌「GENERATION TIMES」を創刊。2006年にはNPO法人「シブヤ大学」を設立し、グッドデザイン賞2007（新領域デザイン部門）を受賞する。また、東京外国語大学・大学院総合国際学研究科の「平和構築・紛争予防専修コース」では講師を務め、広報・PR等のコミュニケーション戦略の視点から平和構築を考えるカリキュラム「ピース・コミュニケーション」を提唱している。主な著書に『なぜ戦争は伝わりやすく 平和は伝わりにくいのか』（光文社）、これまで企画、編集した書籍に『earth code ―46億年のプロローグ』『survival ism ―70億人の生存意志』（いずれもダイヤモンド社）、『被災地デイズ』（弘文堂）がある。
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Chapter-2

【国際連合 Q&A】清水奈名子（解説）

21世紀、国連の展望を再考する
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創設から72年が経過した国際連合。さまざまな難局に直面しながらも、日夜世界の平和と安全のために尽力している。10月24日には国連デーも迎えるなかで、改めて国連の成り立ち、役割、そして今後の可能性に迫りたい。宇都宮大学准教授、清水奈名子氏にご解説いただいた。（構成／増田穂）



――そもそも国連とはどのような組織なのでしょうか。



国連の設立が決定されたのは、1945年の4月から6月まで米国のサンフランシスコにおいて開催された、連合国による会議でのことです。連合国とは、ドイツ、イタリア、日本によって構成されていた枢軸国の侵略戦争に対抗して、第二次世界大戦を戦っていた国々の連合を指します。国連の英語表記はUnited Nationsですが、連合国の英語表記がまさにUnited Nationsでした。そのまま同じ名称が受け継がれて、国際機構の名称としても使用されたのです。　



すなわち国連とは、1939年から1945年にかけて多大の犠牲を出した第二次世界大戦を受けて、二度と侵略戦争による世界大戦を起こさないために作られた機構なのです。国連の設立条約である「国際連合憲章」（国連憲章）前文には、「われら連合国の人民は、 われらの一生のうちに二度まで言語に絶する悲哀を人類に与えた戦争の惨害から将来の世代を救い」たいがゆえに、新しい国際機構を作るのだという文章があります。「二度まで」とあるのは、第二次世界大戦だけでなく、1914年から1918年まで続いた第一次世界大戦のことも念頭においていたからです。



実は第一次世界大戦の後にも、二度と戦争を起こさないことを目的として国際機構が設立されていました。それが1920年に設立された国際連盟です。歴史の教科書では、「国際連盟は失敗であった」と書かれることが多いのですが、ギリシャ＝ブルガリア紛争の解決など、実際には一定の成果をあげていました。初めて一部の戦争を違法化し、加盟国が集団で安全を保障する体制も新設しています。



国際連盟の問題は、中小国の紛争は平和的に解決できた一方で、日本、イタリアなどの大国による侵略戦争を防ぐことができないという問題を抱えていたことです。同じく大国であったドイツが1939年にポーランドに侵攻した際にも戦火の拡大を防ぐことができず、世界は二度目の世界大戦を経験することになりました。この国際連盟を引き継ぐ形で、安全保障体制をより強化したのが、第二次世界大戦後に作られた国際連合だったのです。



なお、国際連盟の本部はスイスのジュネーブにありましたが、国際連合の本部は米国のニューヨークに置かれています。二度の世界大戦を経て、国際政治の中心地がヨーロッパからアメリカに移ったことを、象徴的に示していると言えるでしょう。





――国連にはどのような機関があり、どのような業務を行っているのですか。



国連の主要機関は6つありますが、これらの機関は実に多様です。「国連は」と簡単にひとくくりにはできない、多面体の組織であることを示しています。



主要機関の一つ目は、すべての加盟国が参加することのできる総会です。国連の活動や国連機関に関わるほぼ全ての問題について議論し、勧告をすることができます。



二つ目は、よくニュースに登場する安全保障理事会です。こちらは加盟国のなかの15の国が理事国として出席し、国際の平和と安全の維持を主要な任務として活動しています。



三つ目の主要機関は経済社会理事会で、54の加盟国が理事国となっています。その任務は、経済、社会、文化、教育及び保健分野の国際的な問題についての研究、報告、発議を行い、総会や加盟国、その他関係する国連機関に勧告をすることです。ＮＧＯなどの民間団体との協議を行うのも、この経済社会理事会の役割です。



四つ目は信託統治理事会といって、国連創設当時には植民地であった国々の宗主国の支配を「国際信託統治制度」として認めつつ、国連のもとで監督するために設けられました。すべての信託統治地域が独立を果たした1994年にその役割を終え、現在は活動をほぼ停止しています。以上の四つの機関は、加盟国の代表によって構成される機関です。　



残る二つの機関は、加盟国政府代表ではなく、どの国も代表しない構成員からなる組織です。そのうちの一つが、国連の主要な司法機関である国際司法裁判所です。英語の頭文字をとってICJと呼ばれています。国連加盟国間の紛争を裁く裁判所ですが、国内裁判所とは異なり、強制的に裁判を開く権限をもっていません。紛争当事国の同意があって初めて機能するという限界があります。しかし、その判決には法的拘束力がありますので、加盟国は従う義務があります。さらに、国連機関からの国際法に関する問い合わせに対して、法的拘束力のない「勧告的意見」というコメントを出すこともできます。国際法の解釈が分かれるような場合に、国際司法裁判所が出す意見は解釈の指針として重視されています。



そして二つ目が事務局です。国際公務員である国連職員によって構成される行政機関であり、そのトップは事務総長と呼ばれます。事務総長はニュースにもよく登場しますので、強い権限をもっていると思われがちですが、実は加盟国からなる各理事会や総会に出席し、それらの機関から委任された仕事を行うこと、年次報告書を総会に提出すること、特定の問題について安保理に注意を促すことといった、限られた権限しか国連憲章には書かれていません。しかしながらしばしば国連の「顔」として、その発言や行動は大きな影響力をもってきました。現在の事務総長は9代目、ポルトガル出身のアントニオ・グテーレスが務めています。





――国連機関と言えば安保理が有名ですが、どのような任務を担っているのでしょうか。



国連の安全保障理事会（安保理）とは、その名が示す通り、国際の平和と安全の維持に任務を特化した機関であり、6つの主要機関のなかで最も強い権限を与えられています。というのも、国連のなかでは安保理のみが、加盟国を法的に拘束する決定を行うことができるのです。



この決定は、安保理の会合で15の理事国が話し合い、安保理決議という文書にして採択することで実現します。この安保理決議によって決定されたことには、加盟国は従わなくてはなりません。決定の具体的な内容とは、国連憲章に違反をして国際の平和と安全の脅威となった国家や集団に対して、非軍事的および軍事的な制裁を科す、というものです。安保理の権限がいかに強いかがわかります。核開発を進める北朝鮮に対する制裁も、この安保理決議によって決定されています。





――なぜ安保理はここまで強い権限を与えられているのですか。



これは、第二次世界大戦を防ぐことができなかった国際連盟の反省を踏まえてのことでした。より強力で効果的な安全保障体制を実現するために、国連安保理には強い権限が与えられることになったのです。しかし問題は、この強制的な制裁は特定の国々には決して向けられることがないという、加盟国間での不平等が容認されている点です。これはいわゆる「拒否権」と呼ばれる問題につながります。



拒否権とは、安保理の常任理事国だけがもつ特権のことです。安全保障理事会は、2年の任期で改選される10カ国の非常任理事国に加えて、選挙で改選されることのない5つの常任理事国から構成されています。この5カ国とは、米、英、露、仏、中という、第二次世界大戦時に連合国の中心となって戦った国々です。



安保理は15カ国中9カ国の同意投票によって意思決定を行うという多数決制が採用されていますが、手続き的な事項以外、すなわち制裁などの具体的な措置についての決定に際しては、5つの常任理事国すべての同意投票を含めた9票以上が必要とされています。つまり、14カ国が賛成する決議案であっても、常任理事国が1カ国でも反対すればその決議は採択されません。結果として、常任理事国やその同盟国を対象とする決議は採択できなくなり、安保理の制裁が適用されない国が存在することになります。



このように、国連において安全を保障する強力な機関である安保理には構造的な問題があり、シリア内戦の解決に関しても常任理事国の足並みがそろわずに混迷を続けるといった問題が発生しています。





――各国代表が集うとなると、国家間の思惑なども機関の活動に反映されそうですね。



ええ。先ほど主要機関の点で解説したように、国連の総会や各理事会は各国政府代表によって構成されていますので、そこでは常に国際政治上の駆け引きが行われています。すなわち国連の主要機関の多くは、各国が自国の国益を実現するために交渉を繰り広げる多国間外交の舞台なのです。したがって、一見議論の余地のない国際的な共通利益についての協議であっても、各国の利害が対立することがあります。



具体例としては、2011年に反政府運動が政府によって弾圧されたリビアとシリアの事例が知られています。リビア政府が国内の反政府運動を武力で弾圧し、多くの死者が出ているという情報を得た安保理は、リビアの市民を保護するために多国籍軍による介入を認める決議を採択しました。普段はこうした国連による介入に批判的なロシアや中国も、「迫害される人々を見殺しにはできない」という議論を前にして、拒否権を投ずることはありませんでした。



ところが、安保理から武力行使を認められた北大西洋条約機構（NATO）軍は、長期間にわたって武力行使を続け、最終的にはリビアを統治していたカダフィ政権打倒とカダフィ殺害という事態を招きました。安保理の決議は、政権打倒までを許可したわけではなかったにもかかわらずです。



こうした事態に危機感を覚えたロシアと中国は、その後同じように自国内の反政府運動を弾圧したシリア情勢に関しては安保理による介入を一切認めない立場を貫き、時には拒否権を行使してきました。その結果シリア内戦は長期化し、多くの市民が殺害され、または故郷を追われて難民となる事態が発生しています。





――安保理と同じく主要機関である総会の役割とは何でしょうか。



総会とは、すべての加盟国が一国一票をもって議論に参加し、決議を採択することのできる機関です。安保理が取り扱っている最中の案件以外であれば、国連の活動や機関に関わるほぼ全ての問題を議論することができます。これまでも「世界人権宣言」（1948年）や「植民地独立付与宣言」（1960年）など、その後の国際関係に大きな影響を与える決議を多数採択してきました。



実は総会の決議で決めることができるのは、安保理の決定とは異なり、法的な拘束力のない勧告のみです。ただ、たとえ勧告であっても、世界のほぼすべての国々が集う国連総会の場で議論され、採択された決議は、各国の行動指針として重要な役割をはたしてきました。総会決議がその後、法的拘束力のある条約として再度総会で採択された例は、人種差別撤廃条約（1965年）、女子差別撤廃条約（1979年）、拷問等禁止条約（1984年）、子どもの権利条約（1989年）など多数にのぼります。まずは法的拘束力のない総会決議を採択して規範としての浸透をはかり、条約化するための働きかけが続けられてきたのです。



現代の国連では政府代表だけでなく、人権、軍縮、開発、環境など多様な分野で活動するＮＧＯも活発なロビー活動を展開しており、国連での条約作りは政府間の外交に限定されない広がりを持ち始めています。



2017年7月に国連総会で122カ国・地域の賛成を得て採択された「核兵器禁止条約」も、原案は核兵器の廃絶を訴える法律家、医師、科学者、軍縮関係者やＮＧＯのネットワークが作成し、この原案に賛同したコスタリカ政府やマレーシア政府が国連に提案する方法がとられました。そして、この条約の制定交渉の開始を求める総会決議を採択することで、条約締結への道を切り開いてきたのです。核兵器保有国である大国が敬遠するような内容の条約であっても、国連総会での交渉によって多くの国々を説得することができれば、実現可能であることを示した事例だと言えるでしょう。





――国連で採択された決議は、各国の政策に対してどのような規制力を持つのですか。



国連の決議のなかには、安保理決議の決定のように、法的拘束力をもつものと、今で説明した総会決議の勧告のように、拘束力をもたないものがありますので、それぞれにその規制力は異なっています。



安保理決議による法的拘束力のある決定の事例としては、いわゆる経済制裁があります。現在ニュースになっているように、核兵器やミサイル開発を進める北朝鮮に対する経済制裁は、安保理決議によって決定されますので、すべての加盟国はこの決議の内容を実施する義務が発生します。実際に日本政府も、度重なる対北朝鮮制裁を決定した安保理決議を受けて、これまで北朝鮮関係者の資産凍結や一部品目の輸出禁止、規制などの措置を実施してきました。



一方で総会において採択される決議は、法的拘束力のない勧告であるために、すぐに各国の政策として実施されたり、関連する国内法が整備されるわけではありません。しかし、」先ほども指摘したように、すべての加盟国が集う総会において採択された決議が、各国の行動指針となり、その政策に大きな影響を与えることがあります。



その例としては、2015年の国連総会決議によって設定された「持続可能な開発目標（SDGs）」があります。貧困や飢餓の撲滅、すべての人への保健、福祉、教育の提供、ジェンダー平等の実現、不平等の是正、気候変動対策など、持続可能な社会を世界レベルで達成するために必要な17分野の目標が定められており、世界各国は2030年までにこれらの目標を達成すべく様々な取り組みを始めています。これは、2000年を記念して国連総会において開催されたミレニアムサミットでの「ミレニアム宣言」と呼ばれる総会決議を踏まえて設定された、ミレニアム開発目標（MDGs）を引き継ぐ、世界共通の行動指針となって機能することが期待されています。





――国連に関する話題だと、分担金についてもよく話題に上がりますが、国連の予算とはどのように賄われているのですか。



国連の通常予算は、加盟国が拠出する分担金で賄われています。会計年度は2年となっているため、2年ごとに予算案が国連総会において承認され、決定されているのです。



国ごとの分担率は、各国の経済力（国民総所得（GNI）の世界的な比率）をもとに、一人あたりの国民所得なども考慮して、3年に一度総会での見直しを行いながら決められています。さらにこの分担率には、一カ国が支払う最大の割合は22％、最小で0.001％と、その上限と下限も決まっています。



最新の分担率（2016年から2018年）の第一位は、世界第一位の経済大国である米国の22％です。日本は経済大国となって以降、米国に次ぐ第二位の拠出国で、多い時には20％も負担している時代がありましたが、現在では9.680％、次いで中国が7.921％となっています。



この通常予算以外にも、平和維持活動（PKO）のための予算が別会計となっていますが、こちらの予算も加盟国の分担金によって賄われている点では変わりません。また国連児童基金(UNICEF)や国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）などの国連機関は、それぞれが個別の予算をもっています。これらの予算は加盟国の任意の拠出金に加えて、個人や企業による寄付も収入源となっています。国連機関が販売するカードの売り上げや、募金活動によって集めたお金が収入源の一つとなっているのです。





――最近は各国で国連への支持が下がり、分担金の納付にも批判的な声が上がっていると聞いています。



「国連は無力で無用だ」といった批判は、実は冷戦中から何度も主張されていたもので、決して新しい現象ではありません。その背景には、人々が期待している役割を国連が果たすことができていないという失望があります。



国連創設当時、その最も重要な目的とされた「国際の平和と安全の保障」に関して考えてみると、冷戦中には米国とソ連の対立によって安保理が機能せず、ヴェトナム戦争のように多大な犠牲を出した戦争を終わらせるための、効果的な行動を起こすことができませんでした。



冷戦が終わってからは、ようやく安保理が「再生する」といった期待が高まった時期がありました。しかし1990年代に発生したユーゴスラヴィアやルワンダの内戦では、国連PKOが派遣されていたにもかかわらず、市民を保護することができなかったとして再び強い批判を浴びました。さらに現在では、シリア内戦をめぐって加盟国の足並みは乱れたままで、安保理は効果的に対応することができていません。



このように十分な役割を果たしていない国連に、お金を出す意味があるのか、国連はそもそも予算がかかりすぎるという批判も、以前から繰り返し語られてきました。しかしここで確認したいのは、国連の予算は本当に「高額」なのだろうか、ということです。



2017年の国連通常予算は、25億7,820万ドルです。これは1ドル=110円で換算すると、約2,836億円です。確かに決して少ない金額ではありませんが、たとえば2017年度の世田谷区の一般会計の当初予算額は約2,987億円です。約90万人の区民のための行政サービスを行う世田谷区と、世界の問題を扱う国連の予算が同じ程度と聞いて驚かれる方もいるでしょう。こうして比較すれば、決して「高額」とは言えない金額です。



また通常予算とは別会計のPKO予算ですが、2016年は約78億7,400万ドルでした。一方で同年の世界各国の軍事費の合計は、約1兆6,860億ドルと推計されています。PKO予算も、世界の軍事費と比較するとその0.5％にも満たない金額なのです。



「国連は何もできないではないか」といった批判をする際には、そこで語られている「国連」とは何を指すのかをよく考える必要があります。国連安保理であるのなら、それは加盟国が集まって協議をする場ですから、国連というよりも15の安保理理事国の責任が問われます。もし国連の機能を強化したいのであれば、更なる予算を加盟国が提供することの方が必要であるかもしれません。国連に役割を期待するのであれば、その役割を果たすことのできる条件をそろえる責任は、まずは加盟国にあるのです。





――なるほど。清水さんは現代国際情勢において、国連の影響力をどのようにお考えですか。



国連について議論をする際に重要な点は、国連とは多面体であることを意識することです。国連と一口に言っても、それは安保理を指しているのか、総会なのか、事務局なのか、または国際司法裁判所なのかで話は異なります。新聞の一面を華々しく飾ることはないかもしれませんが、今日も世界のあらゆる場所で国連関係者が世界の平和を維持し、より公正な社会を実現するために働いていることも忘れるわけにはいきません。



たとえば、2017年9月現在も国連のPKO活動は世界の15の地域で続けられています。これらの活動がなければ、維持できない平和もあるのです。さらに開発援助、保健衛生や福祉、医療、教育など多様な分野でも、支援が必要な現場で働いている国連機関が多数あります。こうした地道な活動は、国々や人々の間の格差を減らし、人々の権利を保障することで、内戦やテロの原因とされる社会的な不公正を是正する機能を果たしていると言えるでしょう。



加えて今しがた指摘したように、国連の意思決定は加盟国が行っています。すなわち国連が有効に機能するか否かは、加盟国が国連を使って国際の平和や公正さを実現しようとする意志と能力があるのかにかかっているのです。



国連がもし問題のある活動をしているのであれば、批判することも必要です。国連による活動が問題を起こした事例としては、PKO要員が派遣先の市民に性的暴行や搾取を行っていた、という事件がありました。国連といえども国際人権法などの「法の支配」に基づいて行動することが求められますので、その活動を批判的に監視することが重要です。



しかし同時に、現代世界の安全と平和をだれがどのように実施していくのか、という世界構想につながる建設的な批判として、国連に対する批判も展開する必要があるのではないでしょうか。国連について議論をするということは、今後の世界の在り方を議論することにつながっているからです。





――今後、国連は国際社会の中でどのような役割を担っていくと思われますか。



創設から72年が経過した現在の国連に求められている活動は、多様化しています。その中でも私が最も重要だと考えるのは、「国際の平和と安全」を考える際に、単に国家間の平和だけを目標とするのではなく、一人ひとりの人間が安全に、安心をして生きていくことのできる社会の実現です。



国連は、このような人々の平和と安全を保障することこそが、21世紀の「国際の平和と安全」であるという共通の目標を設定することのできる、唯一の世界規模の協議場です。世界中の国々が一堂に会していつでも意見交換をすることのできる国際機構は、国連のほかにありません。



異なる価値観や文化を前提としつつ、人類が21世紀を生き延びていくためには、いかに遠回りに見えるとしても、異なる国々が集って議論を続けていくほかありません。さらにこれからは政府代表だけではなく、世界で問題を抱える地域の人々がいかなるニーズをもっているのかを熟知している、NGOや民間関係者とも積極的に意見を交わし、政策に反映させる努力が必要です。前述したように、こうした動きはすでに国連の各機関において始まっています。



拡大する格差、難民や移民の大量流出、環境問題、水や食料の争奪など、現在の世界に差し迫った危機をもたらしている多くの問題は、どんなに軍事力を強化しても解決できないものばかりです。そして世界に拡散する諸問題の解決を、もし現役世代が諦めてしまったら、そのツケを払わされるのは次の若い世代です。国連は強い権力をふるって人々を支配するという方式の権力的な統治(ガバナンス)ではなく、何がこれからの世界にとって重要な問題であり、どのように解決していくのかを提案し、意見や行動を集約するという協調的な統治を担う有力な主体であり続けるでしょう。



困難な課題が多いなかでも、今後も実効的に機能することのできる国連は、やはり必要であると考えています。そのために日本も含めた加盟国には何ができるのか、また私たち市民に何ができるのか、まずは考えることから始めてみてはいかがでしょうか。



===============

清水奈名子（しみず・ななこ）



2006年に国際基督教大学大学院行政学研究科博士後期課程修了（学術博士）。国際連合の安全保障体制について研究すると同時に、東京電力福島第一原発事故によって福島県外で発生した被害調査を進めている。専門は国際機構論。2007年に宇都宮大学国際学部講師として着任、2011年より同准教授。主な著書に『冷戦後の国連安全保障体制と文民の保護　－多主体間主義による規範的秩序の模索―』（日本経済評論社、2011年）がある。

===============
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Chapter-3

【あの事件・あの出来事を振り返る】桃井治郎

テロリズムに抗する思想――アルジェリア人質事件に学ぶ
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◇グローバル・テロリズムの時代



今から4年半前の2013年1月、北アフリカのアルジェリアで天然ガス施設が武装集団に襲撃される事件が発生した。30人余りの武装集団は、天然ガス施設と居住区に侵入して多数の外国人人質を取り、アルジェリア軍との戦闘の結果、日本人10人を含む40人の犠牲者が生じた。「アルジェリア人質事件」として知られる事件である。



そして、その後も、世界各地でテロ事件が頻発している。日本で大きく報道された事件だけでも、2015年1月にはパリでシャルリー・エブド襲撃事件、3月にはチュニジアで国立博物館襲撃事件、11月にはパリで同時多発テロ事件、2016年3月にはブリュッセルで連続テロ事件、6月にはイスタンブール空港襲撃事件、12月にはベルリンのクリスマスマーケットでの事件、2017年3月にはロンドン・ウェストミンスターでの事件、5月にはマンチェスターでのアリーナ爆弾事件、6月にはロンドン橋での事件、8月にはバルセロナでの車両突入事件などである。非日常的な事件が多発し、異常事態が日常風景になってしまったかのようである。ここ数年で、世界の様相は一変してしまった。



個人的なことで恐縮だが、筆者は1971年生まれであり、大学に入学したのはベルリンの壁が崩壊した翌年の1990年であった。当時、東欧諸国では民主化が進み、グローバル化の影響で世界経済も好調で、インターネットなどコミュニケーション手段も発達し、21世紀は平和で安定した時代になるものと思われた。民主的な政権による友好関係と国際的な共通規範の構築によって、まさにイマニュエル・カントの永遠平和の世界が実現するとの期待があった。



それが、今、挙げたような事態である。21世紀は、平和で安定した国際秩序が達成されるどころか、まったく想像していなかった困難な時代が到来している。現代は、テロの恐怖と反テロの軍事化・管理社会化が進み、グローバル・テロリズムの時代と呼ばれている。国際情勢は混沌とし、共通規範どころか、相互理解さえも困難な状況に陥ってしまった。われわれは、いったいこの時代をどのように生きれば良いのだろうか。



◇アルジェリアの経験



アメリカやロシアの軍事支援もあり、ISの掃討作戦は進み、ISの支配地域は縮小している。今年9月には、ISが首都としてきたシリアのラッカ旧市街が陥落したという報道も見られた。これで、テロは沈静化に向かうのだろうか。



筆者の考えは懐疑的である。その理由は、筆者がフィールドとしている北アフリカ・アルジェリアの歴史的経験に基づいている。



アルジェリアは、1830年のフランス軍の侵攻以来、約130年に渡ってフランスの植民地支配を受けた。コロンと呼ばれるヨーロッパからの植民者が入植し、アルジェリアの地はフランスの海外県となった。



フランスの植民地支配に対し、独立を目指す運動は、フランス在住アルジェリア移民などを中心に20世紀初頭から始まった。しかし、当初より、メンバーの逮捕やグループの解散命令などフランス政府による弾圧が行われた。第二次世界大戦後、アルジェリア内でも独立運動が活発になったが、フランス政府は強硬な姿勢を崩さず、デモ隊と治安部隊との衝突で多数の犠牲者も発生した。そうしたなか、政治的な運動に飽きたらない若者を中心として結成されたのが、アルジェリア民族解放戦線（FLN）であった。



1954年11月、FLNは武装蜂起し、アルジェリア各地で治安当局の施設などを襲撃した。これに対し、フランス政府は、FLNをテロリスト集団とみなし、徹底的な掃討作戦を展開する。FLNの軍事闘争は次第に過激になり、ついには、コロンが集まる町中のカフェなどで爆弾事件を引き起こすに至る。なお、このときの闘争は、のちに『アルジェの戦い』として映画化され、1966年のヴェネツィア国際映画祭で金獅子賞を受賞しており、ご存じの方も多いであろう。



1962年、FLNの過激な武装闘争を経て独立を果したアルジェリアは、FLNの一党支配体制となる。独立闘争から引き継がれた軍事的色彩の強い集権的な体制である。ところが、アルジェリアは、1980年代の原油価格の低迷もあり、1980年代末には、国内経済の不調、失業者の増大、独裁的な政権への不満、公職者の腐敗問題などにより、大規模な国民デモを経験することになる。そして、このとき、FLN政権への批判の受け皿になったのがイスラーム主義運動であった。



当時のシャドリ大統領は、国民の要求を受けて複数政党制を導入し、国民議会選挙を実施した。そして、この選挙でイスラーム主義政党のFISが過半数を占めるのである。これに対し、FLN政権を支えていた軍部はクーデターを起こし、FISを非合法化して弾圧する。その結果、1990年代は、アルジェリア軍と、過激主義に走ったイスラーム武装集団による内戦状態に陥ってしまうのである。



アルジェリア軍は、イスラーム武装集団をテロリストと見なして徹底的な掃討作戦を実行する。一方、イスラーム武装集団のなかで台頭したGIAは、当初はアルジェリアの治安部隊を、さらに、彼らが「体制派」と見なした知識人やジャーナリストを、また、アルジェリア駐在の外交官や外国人を、最終的には、GIAに協力しない一般市民をも攻撃対象とし、町中で爆弾事件などを引き起こすに至る。



その後、GIAは、アルジェリア軍に追われて、山岳部と南部サハラ地域に拠点を移すが、2001年のアメリカ同時多発テロ以後、アルカイダに接近し、イスラーム・マグレブ諸国のアルカイダ（AQIM）を名乗るようになる。2013年のアルジェリア人質事件は、こうしたアルジェリア現代史の文脈から読み解く必要がある。それは、正当性を主張し合う両者による暴力の連鎖の果てに至った悲劇である。



ドイツの法学者カール・シュミットは、主権国家間の対立である「従来的な敵対関係」に対し、国家と非国家主体間の対立を「絶対的な敵対関係」と呼んだ。「従来的な敵対関係」では、国際法に基づく戦闘の限定や講和条約が結ばれ得るのに対し、「絶対的な敵対関係」では、ルールはなく、絶滅戦に至る点にその特徴がある。シュミット議論は、現代のテロリズム問題の構図であるように思える。



それでは、われわれは、テロリズム問題を克服するためには、絶滅戦を勝ち抜くしかないのであろうか。



◇アルベール・カミュの思想



ここで、アルジェリア生まれの作家アルベール・カミュの思想を紹介したい。筆者は、カミュの思想に、テロに抗する希望の灯を見いだすからである。



1913年、カミュはフランス植民地下のアルジェリアで生まれた。いわゆるコロンの一人である。アルジェ大学在学中から文芸活動をはじめたカミュは、1942年に発表した小説『異邦人』で注目され、その後も小説『ペスト』を発表するなど活躍する。1957年にはノーベル文学賞を受賞するが、1960年、46歳の若さで自動車事故により世を去った。



なお、カミュが生きたのは、アルジェリアで凄惨な独立戦争が行われていた時代である。現地では、フランス治安当局による処刑や拷問などを伴う徹底的な弾圧とFLNによる無差別爆弾攻撃が繰り広げられていた。それはまさにテロリズムの時代である。



ただし、カミュは、フランスの植民地主義を鋭く批判していたものの、FLNを支持することはなかった。そのため、当時、反植民地闘争を支援することが主流であったフランスの論壇からは転落していく。FLNの活動を積極的に支援し、時代の寵児となったJ･P･サルトルとは対照的である。それでは、なぜ、カミュはFLNの活動を支持しなかったのであろうか。



カミュは、『異邦人』において、理屈では説明がつかない現実における「不条理」を描いた作家として知られるが、カミュの思想にはもうひとつ重要な概念がある。それが『ペスト』において描かれた「反抗」である。



『ペスト』は、アルジェリア西部の町オランでペストが発生し、町が封鎖されるなか、幼い子供を含む住民が次々にペストに倒れるというストーリーである。ただし、この作品のテーマは、こうした「不条理」な状況において人間はなにをなすべきかという点にある。



主人公の医師リウーは、ペストの治療ではなく、感染者を特定して隔離するだけの毎日に心身とも疲れ果てながら、それでも必死に自分の職責を果そうとする。リウーはいう。とにかく「あらんかぎりの力で死と戦ったほうがいい」と。リウーは、その戦いが「際限なく続く敗北」であると認めるが、「それだからといって、戦いをやめる理由にはなりません」とつぶやく。



「不条理」な状況に直面して、絶望してすべてをあきらめてしまうのでも、神に救済を求めて祈るのでもなく、命を守るために自らなせることをなすという態度こそ、カミュが描く「反抗」の姿である。「反抗」とは、ひとりひとりが守るべき領域（ウィ）のためにその限度を越すものに対して拒否（ノン）の声をあげて行動することである。そして、守るべき領域には、他者と共有し得る人間性の問題が含まれるため、「反抗」には連帯が生まれるという。『ペスト』では自発的な保健隊の活動が描かれている。



ただし、「反抗」と「革命」とは異なる。「反抗」が現実から出発し、具体的な課題で漸進的な改善をめざすのに対して、「革命」は絶対的な教義から出発し、そのなかに無理矢理に現実を押し込めようとする。その結果、上から正義の達成を図ろうとする「革命」には力の作用が必要となり、必ず暴力が付随するようになるという。そして、「革命」の論理に従うと、対立する両者は、お互いに正義を掲げて絶対的な敵対関係となり、正義と正義のぶつかり合いによる「絶滅戦」に至ってしまうのである。独立戦争時のフランス当局とFLNの対立、また、1990年代のアルジェリア政府とGIAの対立が、まさにこの構図であった。



カミュの「反抗」論は、こうした暴力の連鎖に陥ることなく、また、現実にたいする絶望やあきらめに陥ることもなく、現実社会において日々の改善を果そうとする態度である。　暴力やテロリズムを拒否しつつ、反植民地化や民主化を求める活動である。それは、「際限なく続く敗北」であるかもしれないが、それのみが、暴力やテロリズムを排しつつ、社会を改善していく唯一の道だという。



テロリズムという現実に対し、われわれは絶対的な正義を主張して「テロリスト」を容赦なく殺戮するのでも、運命とあきらめて無関心になるのでもなく、暴力や恐怖によって社会を変えようとする暴力主義に対して「反抗」の声をあげ、暴力主義にノンと拒絶する社会をつくりあげていかなければならない。カミュの思想はわれわれにその希望と勇気を与えているように思われる。



グローバル・テロリズムと呼ばれる時代をどう生きるのか、深刻で緊急の課題である。アルジェリア人質事件をはじめ、さまざまな悲劇的な事件を忘れてはならない。ただし、そこから学ぶべきは、テロリズム問題の解決を暴力に頼ることではなく、テロリズムや暴力を拒否し続ける社会を構築することにあると筆者は考える。
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桃井治郎（ももい・じろう）



1971年、神奈川県生まれ。中部大学国際関係学部准教授。博士（国際関係学）。

2008年から2011年まで、在アルジェリア日本国大使館専門調査員（政務・経済）。

著書に、『海賊の世界史：古代ギリシアから大航海時代、現代ソマリアまで』（中公新書、2017年）、『アルジェリア人質事件の深層：暴力の連鎖に抗する「否テロ」の思想のために』（新評論、2015年）、『「バルバリア海賊」の終焉：ウィーン体制の光と影』（中部大学、2015年）などがある。
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Chapter-4

末近 浩太

学び直しの5冊　＜中東＞
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◇中東を「学ぶ」とは？



中東を学び直すためのオススメの5冊は……と書き始めてみたものの、「学び直す」以前に、そもそも中東を「学ぶ」とはどういうことなのか、ちょっと考え込んでしまった。



というのも、日本で暮らす私たちにとって中東は、「外国」や「異文化」であり、それゆえに「学ぶ」よりは「知る」対象と言った方がしっくりくるからである。



読者のなかにも、中東の国々を旅したり、暮らしたりして、その実状に詳しい方もおられるだろう。あるいは、実際に中東を訪れたことがなくても、テレビやインターネット、それから、多くの本や雑誌を通して、相応の知識を持っているかもしれない。



少なくとも、一昔前と比べると、中東を「知る」ための機会と手段は増えた。



しかし、ここではあくまでも、「学ぶ」という言葉にこだわってみたい。それは、「知る（know）」とは本質的に異なる営為であり、その目的は「理解する（understand）」ことにある。



◇「解説本」の強みと弱み



世の中には幸い、中東に関する「解説本」がたくさんある。よく知られているように、中東では何年かおきに世界を揺るがす大事件が起こり、そのたびに多くの「解説本」が出版される。



例えば、最近の大事件と言えば、2011年の「アラブの春」やシリア紛争、そして、「イスラーム国（IS）」だろう。ひとたび書店をのぞけば、これらの「解説本」の充実ぶりを目の当たりにする。これぞ、日本の出版文化の底力である。



中東で大事件が起こるたびに、新聞やテレビ、インターネットでは、それを伝える多くのニュースであふれかえる。しかし、個別のニュースを拾うだけでは、実際に中東で何が起こっているのか大掴みにすることは難しい。かといって、日々ニュースを拾い集め、時間の流れのなかに配置・整理するための手間も時間もないのが普通である。



そのため、現在進行形の大事件にフォーカスした「解説本」は、無数の情報に文脈や一貫した解釈を与えることで、中東で何が起きているのか「知る」ことを手助けしてくれる。そして、そこには即応性や速報性の強みがある。



しかし、ここで少し考えてみたい。「何が起きているか」と「なぜそれが起きたか」はイコールではない。ある国でテロが起こったことを知ったとしても、なぜそのテロが起きたかのかが解ったことにはならない。



これが「知る（know）」と「理解する（understand）」の本質的な違いであり、「解説本」の多くは後者のニーズに応えるようにできていない（あるいは、即応性や速報性を優先するために、あえて踏み込まないようにしている）。



◇「宗派」が対立の原因なのか



例えば、イラクでシーア派とスンナ派の武装組織が交戦し、双方に多数の死傷者が出ているとしよう。それを伝えるニュース記事を通して、私たちはイラクで武力衝突が発生している事実を「知る」ことができるが、それだけでは、その原因を「理解する」ことにはならない。



さらに、そのニュース記事の最後の部分に、次のように書かれていたとしよう（実際によくある）。「イラクの住民の約6割がシーア派、約2割がスンナ派、約2割がクルド人であるとされる。」



この文章から、私たちはイラクの宗派別の人口構成を「知る」こともできる。しかし、なぜシーア派とスンナ派の人びとが武力衝突したのか、その原因を「理解する」ことはできない。



むしろ、この文章が付け加えられることで、記事はトリッキーなものになる。イラクの宗派別人口構成がシーア派とスンナ派の武力衝突の一件とどのような関係があるのか、判然としないからである。



しかし、読み手の側からすれば、このように書かれると（併記されると）、宗派が違えば紛争が起こる、言い換えれば、複数の宗派の存在自体を武力衝突の原因とする因果関係を述べているようにも受け取れる。



つまり、このニュース記事からは、（1）複数の宗派集団が存在する、（2）武力衝突が起こった、という2つの事実を「知る」ことはできても、なぜ事件が起こったのか「理解する」ことはできない。にもかかわらず、この2つが併記されることで、（1）が（2）の原因になっているかのような因果推論に誘導され、結果的に解った気になってしまう危なさがある。



◇「中東政治学」に触れる



では、中東で起きていることを「理解する」ためには何が必要なのか。ここで登場するのが、学問である。



学問、とりわけ社会科学は、ある事象に対する「解説」よりも「説明」を重んじる。



「何が起こっているのか」を「知る」ことはもちろん大事だが、「なぜ起こったのか」を「理解する」ための知の体系を築いていく。これが、学問としての社会科学の主たる役目である。



中東の「なぜ」を「理解する」ための学問、これを仮に「中東政治学」と呼ぶならば、その成果にアクセスする最善最良の方法は、関連学会の年報や専門誌などのアカデミック・ジャーナル（学術雑誌）にあたってみることだろう。



日本中東学会の『日本中東学会年報』がその筆頭であるが、日本国際政治学会の『国際政治』やアジア経済研究所の『アジア経済』『中東レビュー』などにも中東を扱った論文は数多く掲載されている。近年の日本における「中東政治学」の発展はめざましく、ワクワクする論文がたくさん出されている。



とはいえ、「アカデミック・ジャーナルを探すのはちょっと面倒だ……」と、ここで心折れる読者もおられるだろう。そもそも、大学や研究機関にでも所属していないと、アカデミック・ジャーナルにアクセスするのは容易ではない。



というわけで、前置きがやたらと長くなってしまったが、ようやく紹介すべき5冊の本を絞るための準備ができた。以下の5冊は、「中東政治学」の最新の成果であり、それでいてアカデミック・ジャーナルではなく、比較的入手しやすい本としてまとめられているものである。



これらの本は、必ずしもとっつきやすいものばかりではないが、「解説本」とはひと味もふた味も違って、中東の「なぜ」を「理解する」ための新たな視点やアプローチの探究を模索しようとする熱意に溢れている。



「解説本」に慣れ親しんだ読者には、目から鱗が落ちること請け合いであり、その意味で「学び直し」と呼ぶにふさわしい本である。



◇オススメの5冊



（1）マイケル・L・ロス『石油の呪い――国家の発展経路はいかにして決定されるか』（吉田書店, 2017年）。
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（画像リンク：https://synodos.jp/wp/wp-content/uploads/2017/09/oil.jpg）

書籍リンク：http://amzn.asia/4aoUJ4A



「中東には石油があっていいなぁ」と思っている人は少なくないだろう。そうでなくとも、「アラブの石油王」みたいな言説やイメージは根強く存在する。テレビ番組で中東が取りあげられるとき、シリアやパレスチナの紛争の残酷な画でなければ、だいたいドバイのやたらとゴージャスな高層ビルや贅を尽くしたリゾートの紹介である。



確かに、ドバイがあるアラブ首長国連邦（UAE）などの湾岸アラブ産油国は、豊富な石油輸出収入を梃子にしてめざましい経済発展を遂げてきた。



しかし、実際には、石油があればすべてオッケーというわけではない。民主化の停滞、家父長制の持続、内戦の発生、経済政策の失敗など、石油は産油国の様々な問題を引き起こしてきた。



なぜこの「石油の呪い」は起こるのか。この本は、中東を含む世界各地の産油国を対象とした計量分析を用いることで、そのメカニズムの解明を試みたものである。



そのため、厳密に言えば、この本は「中東政治学」に特化したものではないが、むしろそれこそが、この本を取りあげた理由である。中東における多くの「なぜ」は、他の地域と同じロジックで「理解する」ことが可能である――この本は、それを教えてくれるのである。



「中東を理解する」と題された一節（pp. 278-282）でロス自身が批判しているように、中東における独裁や紛争の原因がイスラームという「特殊性」で説明されることが少なくない。しかし、実際には多くのアノマリー（例外）が存在しており、こうした雑な説明（ないしは思い込み）はお世辞にも説得的とは言えない。



実際には、中東諸国の抱える諸問題の多くは、中東以外の諸国も対象とした「一般性／普遍性」を持つ「石油の呪い」のロジックで説明可能である。中東は通俗的に考えられているほどヘンテコではなく、合理的に「理解する」ことが可能な地域なのである。



（2）青山弘之編『「アラブの心臓」に何が起きているのか――現代中東の実像』（岩波書店, 2014年）。



[bookmark: _GoBack][image: ]

（画像リンク：https://synodos.jp/wp/wp-content/uploads/2017/09/ArabHeart.jpg）

書籍リンク：http://amzn.asia/gpGBPMX



2冊目は、「アラブの心臓」と（一部で）呼ばれるシリア、レバノン、ヨルダン、パレスチナ、イラク、エジプトに関する、若干「解説書」チックな本である。筆者も執筆者の1人として、レバノンの「自由」と「安定」の関係について書いている。



少し裏話をすれば、企画段階でのサブタイトルは、「現代中東の虚像と実像」であったが、刊行時には「虚像」が外され、「現代中東の実像」となった。「その方がシンプルでスマートだし、実像を語ることが目的なんだから、いちいち虚像と言わなくてもいいんじゃないの」というのが、その理由だった……かどうかは分からないが、虚像を批判することがこの本の売りであり、それが7人の執筆者の間のコンセンサスであったことを強調しておきたい。



つまり、この本は、中東についての通俗的なイメージや理解の仕方（＝虚像）を批判し、上記の各国の政治について新たな説明（＝実像）を考えるために編まれたのである。



では、その虚像とは何か。一言で言えば、いくつかのマジックワードによる説明が生み出してきた中東諸国の姿である。マジックワードとは、「なんだかよくわからないけど、それを使うと解った気になることば」であり、その典型が「イスラーム」である。独裁も紛争もイスラームのせいだと言われれば、そんな気もする。だが、そんな説明にはたいした根拠はない（少なくとも丁寧な因果推論が欠けている）ことが多く、一種の思考停止に過ぎないとの誹りを免れない。



この問題は、上述のロスによる批判と通底する。奇々怪々な中東を奇々怪々なイスラームで説明し続けていると、そこで起こっている現象が特殊なものなのか、それとも一般的・普遍的なものなのか、わからなくなってしまう。ゆえに、新しい説明の方法を考えなくてはならない。



ただし、である。この本の編者の青山弘之は、だからとって、より「一般性／普遍性」を持つロジック、例えば、「民主化」や「独裁」に関するエスタブリッシュされた社会科学の理論や概念を振りかざすことの弊害も指摘している。なぜならば、それらが内包する「価値判断や予定調和」（p. 193）が現実を過度に単純化してしまう（ゆえに因果関係の特定を誤る）恐れがあるからである。



ややこしい話ではあるが（同時にあたりまえの話でもあるが）、中東の「なぜ」を理解するためには、「特殊性」と「一般性／普遍性」の両方に目配り・往還することが重要である、ということになる。



（3）ロジャー・オーウェン『現代中東の国家・権力・政治』山尾大・溝渕正季訳（明石書店, 2015年）。
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（画像リンク：https://synodos.jp/wp/wp-content/uploads/2017/09/ModernArab.jpg）

書籍リンク：http://amzn.asia/d4vlphU



米国ハーヴァード大学教授ロジャー・オーウェンの筆による名著の邦訳。中東を説明するためのロジックの「特殊性」と「一般性／普遍性」がバランス良く盛り込まれている本である。



この本は、中東の政治に関する教科書として、英語圏の大学や大学院で広く使われている（筆者も読まされた）。中東の政治について議論をするときに、「オーウェンによれば……」と一言加えるだけで、それなりに見えるという素敵な効果もある。逆に言えば、「オーウェンも読んでないの？」と蔑まれる恐れがあるという意味で、中東の政治を語る上で必読の1冊となっている。



それが、日本語で読めるようになったことは大変喜ばしい。



惜しむらくは原著が2004年刊行であり、その後の中東が直面した大きな変化、とりわけ「アラブの春」以降のことはもちろんカバーされていない。しかし、この本の特徴は、中東の政治を「理解する」ための基本的な見方を20世紀初頭の植民地期まで遡って、歴史的に論じているところにあり、その点において今日まで読み継がれるべき本である。特に中東諸国の形成過程についての記述に多くの紙幅が割かれている。



中東の政治を規定する諸条件は何なのか、そして、それらの条件はなぜ生まれたのかという歴史的背景や事実関係を把握しておくことが、「なぜ」を「理解する」ためには不可欠である。中東の政治的発展の歴史を踏まえなければ、「なぜ」の設定自体が独善や自己満足に陥り、無意味・無価値となりかねないからである。



（４）私市正年・浜中新吾・横田貴之編著『中東・イスラーム研究概説――政治学・経済学・社会学・地域研究のテーマと理論』（明石書店, 2017年）。
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（画像リンク：https://synodos.jp/wp/wp-content/uploads/2017/09/ArabIslam.jpg）

書籍リンク：http://amzn.asia/0ZzZNSS



この本は、そのタイトルの通り、現代の中東を「理解する」ためのテーマや理論を網羅したハンドブックである。例えば、独裁や紛争などの原因についてどのような説明があるのか（あり得るのか）、先行研究や積み残されている課題が細かいところまでカバーされている。



むろん、ハンドブックなので、それぞれの研究成果については軽く触れる程度であり、実際のロジックの中身を詳しく知りたい場合はそこで紹介されている著作にあたる必要があるが、それでも、数多の「なぜ」を「理解する」ために進むべき方向性を探るのに便利な1冊である。



「何だ、こんな便利な本があったのなら、早く紹介してよ」とツッコまれそうだが、しかしながら、個人的な印象では、諸手を挙げてオススメする訳にはいかない、やや取扱注意の本である。



筆者自身、執筆陣の１人であるし、編者の皆さんの苦労も重々承知しているので、こう言うのも少々ためらわれるが、中身は結構「カオス」である。



すなわち、章によっては、中東を「理解する」ための研究成果というよりも、ある現象「一般」についての議論がまとめられており（例えば、民主化論、ナショナリズム論、国際関係理論）、その意味では、従来の政治学や国際関係論「一般」の教科書の記述と大きく重なることとなっている。そうかと思えば、別の章では、中東に非常に特化した研究成果や議論がフォーカスされている。



つまり、あるテーマをめぐって、説明の「一般性／普遍性」を重んじる記述と、中東に特化した「特殊性」に着目した記述とが、不規則に混在しているのである。



しかし、そのことにさえ気をつければ、むしろ中東の「なぜ」を「理解する」ための方法をめぐる各章の執筆者たちの立場や力点の置き方の違いや、テーマや理論ごとの発展や課題の多様性を楽しむことができる本である。



この本を貫くコンセプトは、中東を「理解する」ための多種多様な理論を網羅することにあるため、中東を「知る」ことの次の段階としての「学び直し」のためには、非常に有用な1冊であることは間違いない。



（5）中町信孝『「アラブの春」と音楽――若者たちの愛国とプロテスト』（DU BOOKS, 2016年）
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（画像リンク：https://synodos.jp/wp/wp-content/uploads/2017/09/ArabMusic.jpg）

書籍リンク：http://amzn.asia/iiHyEjq



これまで紹介してきた4冊とは毛色のまったく違う本である。アラブ世界のポピュラー音楽に関する本であり、それを手掛かりに「アラブの春」が何であったのか解き明かそうとする試みである。



アラブのポップスは、メロディーにしてもリズムにしても、一聴して西洋のそれとの違いがわかるほど特徴的である（YouTubeなどで適当に検索して聞いてみて下さい）。そのため、アラブ世界を私たちとは「異なる」「遠い」ものと感じるかもしれない。



しかし、ポップスを楽しみ、そこに個人の人生や社会の問題を読み込むこと自体は、私たちと何ら変わりはない。「特殊性」にばかりに目を奪われると、こうした「一般性／普遍性」を見落とすことになり、結果的に、私たちの中東へのまなざしを歪ませる（そして、マジックワードによる怪しげな説明に魅入られてしまう）。



少し長いが、この本の著者中町氏の魂の叫び（？）を引用しておきたい。



「たしかに、日本社会に住む私たちにとってはアラブとは遠い国々である。そんな国々の音楽など聴いたこともないし、想像も付かないという人も多いだろう。アラブ世界にそもそもポピュラー音楽が存在すると言うことに驚かされる向きもあるかもしれない。しかし、アラブ人がつねに紛争や、オイルマネーや、イスラームのことだけにとらわれて暮らしているわけでは決してない。そこに人が住んでいる以上は、趣味や娯楽にかんする物事も必ず存在する。ポピュラー音楽という素材を通してアラブの社会を見れば、日本からは遠く感じられるアラブ人たちも、血の通った存在なのだと実感してもらえるだろう。本書はこのように、日本のアラブ理解をうながすことも目的としている。」（p. 5）



＊



以上、あまりキチンと本の紹介をしていないような気もするし、その割に文章が長くなってしまった気もするが、うれしいことに、中東の「なぜ」を「理解する」ための本は年々増えているので、今回紹介した5冊を取っ掛かりに、いろんな著作にぜひ挑戦して欲しい。



===============

末近浩太（すえちか・こうた）



中東地域研究、イスラーム政治思想・運動研究。1973年名古屋市生まれ。横浜市立大学文理学部、英国ダーラム大学中東・イスラーム研究センター修士課程修了、京都大学アジア・アフリカ地域研究研究科5年一貫制博士課程修了。博士（地域研究）。日本学術振興会特別研究員（PD）を経て、現在立命館大学国際関係学部教授。この間に、英国オックスフォード大学セントアントニーズ・カレッジ研究員、京都大学地域研究統合情報センター客員准教授、英国ロンドン大学SOASロンドン中東研究所研究員を歴任。著作に、『現代シリアの国家変容とイスラーム』（ナカニシヤ出版、2005年）、『現代シリア・レバノンの政治構造』（岩波書店、2009年、青山弘之との共著）、『イスラーム主義と中東政治：レバノン・ヒズブッラーの抵抗と革命』（名古屋大学出版会、2013年）、『比較政治学の考え方』（有斐閣、2016年、久保慶一・高橋百合子との共著）がある。

===============
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